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環境工学連合講演会の歩みと POST コロナに向けて 

「環境工学のフロンティア」を統一テーマとする第１回環境工学連合講演会が開催された

のは 1986 年 3 月、元号はまだ昭和でした。30 年余りにわたる平成の間に本講演会は回を重

ね、第 32 回の講演会が令和のもとでの初めての開催となりました。 
初期から 2005 年の第 20 回までは、日本学術会議社会環境工学研究連絡委員会環境工学専

門委員会が主催母体でしたが、2005 年 10 月を期初とする第 20 期からの日本学術会議の組

織改変に伴い、本講演会の主催母体は土木工学・建築学委員会へと移行しました。

本講演会の開催にあたっては、当初から、土木学会、日本化学会、日本建築学会、化学工

学会、日本機械学会、空気調和・衛生工学会、日本水環境学会、資源・素材学会の 8 学会が、

輪番で幹事学会として企画・運営にあたってきました。毎回、幹事学会が運営委員会を組織

して開催内容を企画し、日本学術会議に対して主催行事の申請を行って許可を得る手順であ

ったため、効果的な広報、安定的な運営、中長期的な方針の検討が行いにくいなどの課題が

ありました。このため、2016 年頃以降、運営体制の再編について検討を進めた結果、土木工

学・建築学委員会のもとに環境工学連合小委員会を設置し、幹事学会と協力して講演会の企

画、運営にあたる案が承認されました。学術会議第 24 期に上位の分科会は学際連携分科会

から企画分科会へと変更されましたが、本小委員会は 23 期を引き継ぐ形で設置され、第 25
期もこれを継承してきました。2018 年の第 31 回講演会が、新たな運営体制のもとでの初め

て開催となり、8 幹事学会の 4 巡目の最後にあたる 2019 年の第 32 回講演会では、副担当の

学協会が運営に協力する新たな試みも取り入れました。

こうして安定的な軌道に乗りつつあった新たな運営体制のもとで、第 33 回講演会を 2020
年 5 月に例年どおり日本学術会議講堂で開催するべく広報に着手した矢先に、新型コロナ感

染症の流行という予期せぬ事態に直面することとなりました。日本学術会議講堂についても

使用を控える措置がとられる中、第 33 回講演会の延期を決め、その後の感染症流行の推移

から、当初予定の 1 年後の 2021 年 5 月、担当幹事学会の土木学会関係者のご尽力により、

初のオンラインによる第 33 回講演会を滞りなく開催することができました。 
オンラインでの開催により、参加者数は増加し、これまで参加しにくかった遠方の方々に

も聴講の機会が開かれました。一方で、参加者間の交流など、対面開催ならではの効用を軽

視すべきではないとの考えから、第 34 回については、幹事学会の日本化学会の関係各位の

ご尽力のもと、対面＋オンラインのハイブリッド形式で開催しました。これらの経験をもと

に、今回の第 35 回についても、ハイブリッド形式での開催準備を進めました。 
今回のテーマに掲げた「グリーンリカバリー」は、コロナ禍からの復興にあたり、環境と

調和のとれたより良い回復を目指す概念です。期せずして感染症法上の位置づけが見直され、

WITH コロナから POST コロナへと新たな歩みを踏み出す時期の開催となりました。 
開催にあたり多大なご尽力をいただいた幹事学会の日本建築学会の関係者に謝意を表す

るとともに、本講演会に共催者として参画いただいている各学協会の関係各位に、新たな運

営体制、そして新しい日常のもとでの一層のご協力をお願いする次第です。昨年に続くハイ

ブリッド開催が、本講演会にさらに幅広い聴衆の方に参加いただく機会となれば幸いです。 

令和 5 年 5 月 30 日 

日本学術会議土木工学・建築学委員会

企画分科会 環境工学連合小委員会

第 25 期委員長  森口祐一



第 35 回環境工学連合講演会の開催にあたって 

1986 年から開催されてきた日本学術会議主催の環境工学連合講演会も今回で

35 回となりました。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、2019 年末に中

国の湖北省武漢市で初めて発生しました。その後、世界中で感染が広がって、2020
年 3 月 11 日には世界保健機関（WHO）による世界的なパンデミックの宣言があ

りました。しかしながら、この度、厚生労働省の発表によって COVID-19 が季節

性インフルエンザと同じ 5 類に移行することになり、まさにアフターコロナのニ

ューノーマル社会がスタートしようとしています。

これまでに第 33 回環境工学連合講演会では、貧困削減、教育普及、ジェンダー

平等、クリーンエネルギー導入、気候変動対策、持続可能な都市開発、そして国

際協力などを含む持続可能な開発を進めるための国際的な枠組みである SDGs に

注目して、総合テーマ「SDGs 達成に向けて環境工学の果たすべき役割」のもと、

SDGs目標の達成に向けた貢献と今後の取り組みへの期待について議論しました。

続く第 34 回講演会では、総合テーマ「環境工学の 22 世紀」のもと、各学協会に

おける環境工学関連の研究・技術開発の具体的な取り組みを紹介頂き、22 世紀に

向けた環境工学のあり方や、22 世紀の社会を変え得る環境工学の最先端について

活発な議論を行いました。そして今回の講演会の総合テーマは「グリーンリカバ

リーと環境工学」です。各学協会から、持続可能な社会と発展する未来実現とい

うテーマに関連した研究への取り組みを紹介頂くとともに、今後、コロナ禍から

の復興にあたって、発展する未来の実現のために環境工学が果たす役割について

広く議論をする場を提供致します。

我々は現在、地球環境問題や感染症によるパンデミック、ロシアのウクライナ

侵攻による世界規模のエネルギー危機、等の相互に関係はありますが性格の異な

る複数の大きな問題に直面しています。こうした状況を千載一遇のチャンスとし

て、あらゆる仕組みの見直しができるかということが問われているように思いま

す。この講演会を通じて学協会を横断した専門家の技術と知恵を結集することが、

地球環境の保全や気候変動対策に大きく貢献することに繋がる切っ掛けとなるこ

とを期待しています。
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日本学術会議土木工学・建築学委員会

企画分科会 環境工学連合小員会 幹事

（一社）日本建築学会（第 35 回環境工学連合講演会 幹事学会） 
 秋元 孝之



第２５期 環境工学連合小委員会 委員名簿 

氏名 勤務先 所属学協会 

浅見 真理 国立保健医療科学院 日本学術会議第三部会員 

田辺 新一 早稲田大学 日本学術会議第三部会員 

前川 宏一 横浜国立大学 日本学術会議第三部会員 

森口 祐一 ◎ 国立研究開発法人国立環境研究所 日本学術会議連携会員 

村山 憲弘 関西大学 (公社)化学工学会 

一ノ瀬 俊明 国立研究開発法人国立環境研究所 (公社)環境科学会 

廣吉 直樹 北海道大学 (一社)環境資源工学会 

中野 淳太 法政大学 (公社)空気調和・衛生工学会 

村上 進亮 東京大学 (一社)資源・素材学会 

小澤 一喜 鹿島建設株式会社 (公社)地盤工学会 

高島 和則 豊橋技術科学大学 (一社)静電気学会 

大河内 博 早稲田大学 (公社)大気環境学会 

八重樫 咲子 ○ 山梨大学 (公社)土木学会 

松野 泰也 千葉大学 日本 LCA学会 

奥田 知明 △ 慶應義塾大学 (公社)日本化学会 

党 超鋲 福井大学 (一社)日本機械学会 

秋元 孝之 △ 芝浦工業大学 (一社)日本建築学会 

長岡 裕 東京都市大学 (公社)日本水道協会 

醍醐 市朗 東京大学 (一社)日本鉄鋼協会 

金澤 健二 国立研究開発法人 

農業・食品産業技術総合研究機構 

(一社)日本土壌肥料学会 

梅村 知也 東京薬科大学 (公社)日本分析化学会 

佐野 大輔 東北大学 (公社)日本水環境学会 

石森 洋行 国立研究開発法人国立環境研究所 (一社)廃棄物資源循環学会 

(◎：小委員会委員長、○：副委員長、△：幹事)



第 35 回環境工学連合講演会論文集 
総合テーマ：グリーンリカバリーと環境工学

 午前 

■開会（10:00～10:15）

開会挨拶： 田辺 新一（日本学術会議第三部会員／早稲田大学）

浅見 真理（日本学術会議第三部会員／国立保健医療科学院）

■【グリーンリカバリーの取り組み１（10:15～11:15）】

座長：佐野 大輔（日本水環境学会／東北大学）

A-01 招待講演： カーボンキャプチャー社会システムの構築 
～土木インフラ分野からの脱炭素社会の実現～

斉藤 泰久（地盤工学会／パシフィックコンサルタンツ株式会社）

A-02 招待講演： 持続的な食料生産システム構築に向けた土壌肥料分野の取り組み 
草 佳那子（日本土壌肥料学会／農研機構中日本農業研究センター）

A-03 招待講演： ゼロエネルギー・カーボンニュートラルを実現する資源回収型下 
水処理システム

李 玉友（日本水環境学会／東北大学）

■【グリーンリカバリーの取り組み２（11:25～12:25）】

座長：梅村 知也（日本分析化学会／東京薬科大学）

A-04 招待講演： 非持続的窒素循環を革新する新規窒素変換技術の創出 
岡部 聡（土木学会／北海道大学大学院）

A-05 招待講演： 大気汚染物質による植物の環境ストレス応答の分子機構 
青野 光子（大気環境学会／国立環境研究所）

A-06 招待講演： 微生物機能を活用した新たな環境産業創出を目指して 
〜環境把握のためのバイオ分析化学〜

青木 寛（日本分析化学会／産業技術総合研究所）

 午後 

■【基調講演（13:30～14:00）】

座長：秋元 孝之（日本建築学会／芝浦工業大学）

S-01 基調講演： COVID-19 からの復興と環境工学の役割 
－建築物における感染症対策と温暖化対策の両立－

林 基哉（日本建築学会／北海道大学）



■【グリーンリカバリーの取り組み３（14:10～15:50）】

座長：石森 洋行（廃棄物資源循環学会／国立環境研究所）

P-01 招待講演： マテリアルズ・インフォマティクスが加速する機能性材料開発 
畑中 美穂（日本化学会／慶應義塾大学

P-02 招待講演： 持続可能な社会実現に向けた食品ロスおよび消費者の行動に関する 
研究

野々村 真希（廃棄物資源循環学会／東京農業大学）

P-03 招待講演： グリーンリカバリー実現のための冷凍空調分野の貢献 
飛原 英治（日本機械学会／大学改革支援・学位授与機構）

P-04 招待講演： ウィズコロナにおける静電気技術の役割 
大嶋 孝之（静電気学会／群馬大学）

P-05 招待講演：ユビキタス CO2 回収に向けた大気からの直接的 CO2 回収技術の 
開発とその展望

藤川 茂紀（化学工学会／九州大学）

■【グリーンリカバリーの取り組み４（16:00～17:20）】

座長：廣吉 直樹（環境資源工学会／北海道大学）

P-06 招待講演： シチズンサイエンスと熟議による気候変動分野における研究 DX の 
具現化

馬場 健司（環境科学会／東京都市大学）

P-07 招待講演： グリーンイノベーションのパラドックス 
山末 英嗣（日本鉄鋼協会／立命館大学）

P-08 招待講演： Towards amine-based CO2 capture in concrete 
エラクネス ヨガラジャ（環境資源工学会／資源・素材学会／北海

道大学）

P-09 招待講演： 空気調和・衛生工学分野におけるカーボンニュートラルの取り組み 
中野 淳太（空気調和・衛生工学会／東海大学）

■【閉会（17:20～17:30）】

第 35 回環境工学連合講演会の総括：

森口 祐一（日本学術会議連携会員／国立環境研究所）

閉会挨拶：前川 宏一（日本学術会議第三部会員／横浜国立大学）
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A-01 カーボンキャプチャー社会システムの構築

～土木インフラ分野からの脱炭素社会の実現～
THE CREATION OF A CARBON CAPTURE SOCIAL SYSTEM 

－Realization of a decarbonized society from the civil engineering infrastructure field－ 

斉藤 泰久* 
Yasuhisa Saitou 

ABSTRACT: 
We propose the creation of a carbon capture social system. The new material for CO2 fixation will be made 

by thermal compression molding of urban by-products and unused plant biomass. Using this, we will create 
value-added products such as civil engineering materials with short product lives, as well as business and 
consumer goods. After use, CO2 and carbon will be continuously fixed by turning it into soil. In addition, we 
will contribute to the realization of carbon neutrality in the waste and resource recycling field by developing a 
carbon capture function at the final disposal site. 

Keywords:  carbon capture, urban by-products, unused plant biomass, thermal compression molding, 
final disposal site, decarbonized society 

１．はじめに 

日本政府は，2020 年秋にカーボンニュートラル

2050を掲げ，2030年に2013年度のCO2排出量の46%
を削減する目標を打ち立て，令和 3 年 10 月 22 日に

「地球温暖化対策計画」を閣議決定し，すべての事

業者と市民が取り組む方針を示した．土木インフラ

分野としては，国土交通省ではクリーンエネルギー

転換等の主な取組として，運輸分野，建設・インフ

ラ等の分野に大別して脱炭素化の取組方針を示して

いる 1）．主な施策は，化石燃料から水素・アンモニ

ア等への転換，省エネ再エネへの転換などによる

CO2 排出量削減施策の導入となっており，CCUS 的

施策としては木材利用やグリーンインフラの導入，

低炭素型コンクリート等の導入促進等が挙げられて

いる．また，施設の更新や新設、維持管理で発生す

る廃棄物のうち，特に建設事業で発生する建設廃棄

物については，建設リサイクル法（2002 年 5 月 30
日施行） により，2018 年には再資源化・縮減率が

建設廃棄物全体の 97.2％まで到達しており，環境配

慮や低炭素化のための行動が実現されている．

低炭素型コンクリートについては，セメント製造

時に発生する CO2 の削減のために，従来のセメント

使用量を削減する目的でセメントの置換材料として

高炉スラグ等の産業副産物を混和材として活用する

技術や，CO2 をコンクリート製造時に利用したり，

CO2 吸着能があるコンクリート開発が進展している．

一方，土木インフラ分野の維持管理においては，毎

年発生する刈草や剪定枝などは産業廃棄物として焼

却処理されていることが一般的である．

廃棄物・資源循環分野は土木インフラ分野と関係

が深いが，日本ではエネルギー分野，工業プロセス

及び製品の使用に次ぐ第 3 の排出分野で，約

40,000kt-CO2/年の排出量となっており，この約 8 割

が廃棄物の焼却等に伴うものとなっている．日本で

は，最終処分場の残余容量の確保のために減量化が

必要であることや有機性廃棄物の直接埋立に伴うメ

タンの発生防止や衛生面確保のために焼却等を実施

する必要性が高く，CO2 の大気への排出量を大幅に

削減する新技術の開発が必須で，CO2 分離回収を前

提とした廃棄物焼却処理技術の開発や高効率熱分解

処理施設の大規模実証等が計画されている 2）．筆者

が参画する研究チーム（早稲田大学，㈱ミダックホ

ールディングス，fabula㈱からなる緩やかな研究チー

ムで，以下「CC チーム」と称す）では，廃棄物の

収集・運搬・中間処理・最終処分までの廃棄物処理

フローは，国内の資源循環を成立させている極めて

重要な社会システムであり，廃棄物処理フローを活

用した廃棄物・資源循環分野と土木インフラ分野に

おけるカーボンニュートラルに貢献できるものと考

え基礎的研究に取り組んでいる．

*パシフィックコンサルタンツ株式会社 執行役員品質技術開発部長，

Pacific Consultants Co., Ltd, Executive Officer General Manager, Quality & Technology Development Dept
博士（理学），Doctor of Science （公社）地盤工学会，Japanese Geotechnical Society
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２．目指すカーボンキャプチャー社会システム 

現在，CO2 排出量の革新的削減技術や再生エネル

ギー利用に関する CCUS 技術は，エネルギー事業や

製造業などの大規模事業者が主導する CO2 の分離・

回収，輸送・貯留等の革新的なフロントエンド技術

の開発が推進されているが，CO2 の地中貯留を初め

社会実装にはまだ多くの時間が必要と推察できる．

このような認識のもと CC チームでは，市民から

事業者まですべての国民が主体的に参画する持続可

能な社会システムとして，図-2 に示す「カーボンキ

ャプチャー社会システム（以下，「CCSS」と称す）」

構想を提案している．CC チームが提案する CCSS
は，都市事業系副産物と従来廃棄されてきた植物系

バイオマスを活用することでCO2と炭素を固定する

新素材を作製し，土木インフラ分野を起点として市

民・事業者が持続的に活用する社会システムを構築

していこうとするものである．

具体には，Ca2+を含む都市事業系副産物（スラグ，

焼却灰，煤塵等）と産業廃棄物として焼却処理後に

管理型最終処分場で埋立されている植物系バイオマ

スを用い，これをバインダーレス技術で熱圧縮成形

することで CO2固定新素材を作製し，この新素材を

利用し製品寿命の短い土木・建設・造園資材や業務

用品・民生品などの付加価値商品を作製し，利用後

は土壌化させることによりCO2及び炭素を持続的に

固定化する．さらに，廃棄物処理フローの流末とな

る最終処分場にカーボンキャプチャー施設として

CO2 を固定する機能を整備することで，廃棄物・資

源循環分野におけるカーボンニュートラルの実現に

貢献する．

図-2 提案するカーボンキャプチャー社会システム

の概要図 

CCSS は，新素材一つの固定量は小さくとも，市

民・事業者の日々の生活や事業活動に脱炭素行動を

浸透させることをコンセプトとすることで，スケー

ル効果によりカーボンニュートラルの実現に貢献し

ようとするものであり，地球温暖化対策計画の「脱

炭素型ライフスタイルへの転換」と調和的であると

考えている．まずは土木インフラ分野で CO2固定新

素材を活用することにより，土木インフラ分野で発

生していた廃棄物の有効利用を今以上に促進すると

ともに，Ca2+を含む都市事業系副産物と廃棄されて

いた植物系バイオマスの資源循環を更に促進し，

CO2 固定化スキームを社会実装・見える化すること

で，CCSS の市民・事業者への展開を図り，賛同者

を拡大してくことを想定している．

３．都市事業系副産物の CO2 固定化性能の把握とデ

ータベース作成 

CC チームが提案するカーボンキャプチャーのメ

カニズムは，遊離 Ca2+と CO2 の反応による炭酸化で

あり，土木インフラ分野でのカーボンキャプチャー

素材として，遊離 Ca2+を含む都市事業系副産物に着

目している．一方，燃焼系システムで発生する都市

事業系副産物は砒素や鉛などの重金属を含有し，素

材として利用し難い特徴がある．しかし，重金属等

の溶出を抑制し環境基準を満足できれば素材として

の活用の道が開ける．CO2 を固定する炭酸化は都市

系副産物からの重金属の溶出抑制を期待できるため，

CO2 固定を促進させることで素材としての活用シー

ンを拡大できる可能性を考えられる．

小峯他（2023）3）は，木質バイオマスボイラーの

煤塵，木質チップ・RPF（廃プラスチック固形

燃料）・廃タイヤを使用したバイオマスボイラー

の煤塵，助燃剤として木質チップ RPF を使用し

たペーパースラッジボイラーの煤塵，助燃剤と

して木質チップ RPF を使用しているペーパー

スラッジボイラーの煤塵，下水道汚泥を燃焼す

る際に使用した流動砂，産業廃棄物を溶融した

後に水砕した溶融スラグ，焼却物として木質ペ

レットを 7 割使用した飛灰である木質バイオマ

スボイラーの煤塵の 7 種の素材について，開発

した一定流量通気型 CO2 固定化試験装置を用いて

CO2 固定化性能の把握とデータ蓄積を行い，カーボ
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ンキャプチャー性能のデータベース作成を進めてい

る．また，実験を通じて都市事業系副産物素材の粒

子形状や含水比がCO2固定性能に影響すると推察し

うる結果を得ている．現在，さらなるデータベース

の作成，素材の形状や環境条件の差異に伴う CO2固

定化性能の把握に取組んでいる．

４．カーボンキャプチャー新素材の開発 

農業分野では，カーボンニュートラルに寄与する

技術としてバイオ炭による土壌炭素貯留算定の改良

算定法が開発され，IPCC ガイドラインの更なる改訂

や J-クレジットにおける算定法の改良に活用できる

レベルまで研究・技術開発が進展している 4）．一方，

土木インフラ施設等の建設はほぼ地表を改変するこ

とから，多くの有機物を貯留している土壌を消失あ

るいは攪乱するため，土壌による CO2 貯留機能へ影

響を及ぼすことを推察できる．農地の場合にはバイ

オ炭の活用や生育した農作物の残渣の再利用などに

より土壌での炭素貯留を増やす施策を取りえるが，

建築物を含む土木インフラ施設が存在する地表面で

は土壌が存在しないため炭素貯留を行うことは困難

となる．街路樹などによる緑被率を高くする緑化計

画は実施されているものの，落葉や剪定枝、草地の

刈草などは産業廃棄物として焼却処理される場合が

ほとんどであり，土木インフラ施設の緑化による炭

素固定効果は，カーボンニュートラルにおいて極め

て小さいことを推察できる．

このような観点から，従来廃棄焼却処分されてい

た植物系バイオマスを熱圧縮成形により新素材とし

て土木インフラ施設で活用することを目標とした技

術開発を開始している．町田・酒井（2020）5）は，

廃棄食材等を用いた熱圧縮成形により複数の食材に

おいて 5MPa を超える曲げ強度が得られ，白菜では

一般的なコンクリートの曲げ強度の 3 倍に近い

17.7MPa が得られたと報告している．そこで，筆者

等は，土木インフラ分野で発生する刈草に着目し熱

圧縮成形によるバイオマス新素材作製を検討してい

る．国土交通省の調査によれば，H23 年度に発生し

た刈草量（84,629DW-t/年）のうち約 23％が焼却され

ており，国土交通省の河川・道路等の事務所から 145
の刈草試料を収集分析した調査では，風乾状態の刈

草に約 47％の炭素含有量が確認されている．これよ

り，国土交通省の事業内でリサイクルされていない

約 9,150ｔ/年の刈草を用いてバイオマス新素材を作

製すると，約 4,300t-C/年の炭素、CO2 に換算すると

約 15,800 t-CO2/年を一定期間固定できとする推計が

可能である．写真-1 は雑草として草刈りの対象とな

るイタドリとイネ科雑草（メヒシバやチカラシバ）

を用いて試作したバイオマス新素材である．刈草を

風乾してから家庭用ミキサーで粉砕し，さらに

105℃の乾燥機で 2 時間乾燥させ，これを型枠内に充

填し熱と圧力を加えて作製する．新素材としての特

性を把握するために作製条件（加熱温度・時間、圧

力）と各種物性（密度、硬度、吸水率）の関係を検

討した。また、元素分析によりバイオマス新素材に

固定された CO2量を求め、消費電力量から算出され

る新素材作成時の CO2 排出量との比較を行った 6）。 
図-1 のとおり，イタドリ（葉）は加熱温度 100℃

までは，加熱時間と圧力を増加させると密度は増加

し吸水率が減少する傾向となったが，イネ科雑草

（葉・茎）は加熱温度が 80℃を超えると密度は頭打 

イタドリ（葉） イネ科雑草（葉・茎）

写真-１ 試作したバイオマス新素材（5cm×5cm） 

 
 
 

 
 
 

図-１ バイオマス新素材の作製条件と物性の事例 6） 
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ち若しくは減少し，吸水率は加熱温度が 80℃までは

300%となり 100℃でも 200%を超える結果となった． 

５．CO2固定バイオマス新素材開発の課題 

植物系バイオマスを用いて熱圧縮成形で作製した

新素材は吸水により膨張し，浸漬を続けると崩壊す

る特性があり，軟岩のスレーキング的な強度低下が

課題となる．このため，吸水性を低下させ耐久性を

向上させることが必要になると考えられる．

また，作製した新素材 10 g 中に固定されている

CO2 量（イタドリ（葉） 17.43 g，イネ科雑草（葉・

茎） 15.65 g ）に対し，加熱温度を 80℃以上，加熱

時間を約 6 分以上とする組合せの時に，作製時の 
CO2 排出量が素材中に固定されている CO2 量を上

回る場合があり，使用するバイオマスと作成時の電

力消費量の関係についても特性を把握しデータベー

ス化する必要があると考えられる．

６．おわりに－今後の取組－ 

本論では CC チームが提案する CCSS の概要と開

始している都市事業系副産物の CO2 固定性能のデ

ータ蓄積の概要と植物系バイオマスを用いたバイ

オマス新素材の特徴の概要を紹介した．土木インフ

ラ分野から脱炭素社会の実現に向け，CC チームは

以下の技術開発と社会実装を目標とした今後の取

組みを進めている．

・都市事業系副産物と植物系バイオマスを組合せる

ことで，より固定性能が高い CO2 固定新素材を開

発・社会実装する．これにより土木インフラ分野

でのカーボンニュートラルを目指す．

・大量に発生しているコンクリードガラなどの都市

事業系副産物にエネルギーを加えてセメント化す

るのではなく，粒度調整程度の処理で周辺環境影

響を発生させないレベルで地盤表層付近において

大気と水に積極的に接触させ CO2を固定する CO2

固定埋戻し材の開発や都市事業系副産物を活用す

る CO2固定雨水浸透貯留施設の開発を進める．

・土木インフラ分野から発生する廃棄物のみならず，

廃棄物処理事業区域内で発生する植物系バイオマ

スの新素材化と利用を実現するために，様々な廃

棄物発生事業者や地域の機械工業系製造業者を結

び付け，CO2 固定新素材を製作できる事業環境を

整え，CCSS 社会システムを構築する実証検討を

進める．

・廃棄物処理フローの流末である最終処分場をカー

ボンキャプチャー施設として位置付けるために，

CO2 固定機能を評価するための調査と積極的に固

定するための技術開発を進める．

・熱圧縮成形で作製するバイオマス新素材や CO2固

定新素材を土壌化する際のCO2と炭素の固定期間

について研究を進めバイオマスの種類ごとのデー

タベースの構築を進める．併せて、土壌化の際の

環境影響として化学的影響だけでなく土壌動物へ

の影響などの把握も進める．

７．参考文献 

1）国土交通省：「国土交通省説明資料」，第 7 回産業

構造審議会産業技術環境分科会グリーントランス

フォーメーション推進小委員会，2022.
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gi
jutsu/green_transformation/pdf/007_10_00.pdf（2023
年 4 月 9 日閲覧）

2）環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進

課：「廃棄物・資源循環分野におけるカーボンニュ

ートラル実現」プロジェクトの研究開発・社会実

装の方向性，第 5 回産業構造審議会グリーンイノ

ベーションプロジェクト部会，2023.3. 
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_inn
ovation/green_power/pdf/005_03_00.pdf（2023 年 4
月 9 日閲覧）. 

3）小峯 秀雄, 横井 亨朱, 多賀 春生, 斉藤 泰久, 鈴
木 清彦：CO2 固定化素材を活用したカーボンキャ

プチャー都市環境創生に関する基礎研究，土木学

会論文集，Vol.79，No.1，22-00051，2023. 
4）農研機構：バイオ炭による土壌炭素貯留量の算定

を精緻化する改良算定方法. 
https://www.naro.go.jp/project/results/5th_laboratory/
niaes/2021/niaes21_s02.html（2023 年 4 月 9 日閲覧）. 

5）町田 紘太, 酒井 雄也：可食性の材料を用いた新

建設材料の開発，日本材料学会第 9 期学術講演会，

2020. 
6）利田賢次，市山誠，斉藤泰久：植物系バイオマス

の熱圧縮成形による新素材開発，（公社）土木学会

第 78 回年次学術講演会（投稿済），2023. 

-4-

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gi
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_inn
https://www.naro.go.jp/project/results/5th_laboratory/


A-02 持続的な食料生産システム構築に向けた土壌肥料分野の取り組み
Efforts in the discipline of soil science and plant nutrition for building a sustainable food production

system 
草 佳那子* 

KUSA KANAKO 

ABSTRACT: 
Modern agriculture involves the heavy use of chemical fertilizers, which presents environmental problem due 
to the runoff of excess fertilizer components from farmland. To address this issue, we have studied the 
dynamics of nutrients such as nitrogen in agriculture from the viewpoint of material circulation. We found that 
there is a need to reuse excess nitrogen discharged from the livestock industry, which relies on imported feed. 
Rice production of rice for feed in paddy fields is a promising system for sustainable food production, 
promoting the use of domestic feed and utilizing nutrients derived from livestock waste. 
Keywords: agriculture, material cycling, soil science and plant nutrition, sustainability 

１．はじめに

我が国の農業では、生産者の減少・高齢化や、猛

暑や大雨などの極端気象の頻発等により、生産基盤

の脆弱化が進んでいる。さらに近年、新型コロナウ

ィルスの感染拡大による世界的なサプライチェーン

の混乱やロシアのウクライナ侵攻に起因した小麦や

とうもろこし等の穀物、原油、肥料等の輸入規制や

価格高騰が生じており、食料やエネルギーの需給が

不安定になっている。このような中で安定した食料

供給を維持するためには、国内の食料生産力の強化

とエネルギーや化学肥料等の効率的な利用をすすめ

ることが重要である。一方で、現代農業は、化学農

薬の使用に伴う非標的生物への悪影響、農地から流

出した過剰な肥料成分に由来する河川の富栄養化、

温室効果ガスの発生等、環境に負荷をかけている面

もある。現在、世界的に SDGs が広く浸透し、食料

生産の場面においても地球環境維持との両立が強く

求められている。

2021 年度の我が国のカロリーベースの食料自給

率は 38％と諸外国と比べて低い水準にある 1（図 1）。
1965 年には 73％だったカロリーベースの食料自給

率は、米消費の減少と畜産物や油脂等の消費の増加

に伴って年々低下し、1998 年以降は 40％程度で推移

している 1。また、我が国の畜産業は輸入飼料に依

存しており、飼料自給率が 25％と低いことが、食料

自給率が低い一因である。食料生産は適地適作であ

り、どこでも同じ作物を同様に栽培し、収穫するこ

とはできない。このため、自由貿易による食料の輸

出入は必要なことである。しかし、他国で生産され

た食料を輸入して消費するという形は、輸出国の水

や養分等の資源を奪い、輸入国には輸入食料に由来

する養分が蓄積するというアンバランスな状況を生

じさせる。林ら 2 は、食料・飼料の多くを輸入に依

存する結果、日本は国内外の環境に大きな窒素負荷

をもたらしていると指摘している。また、多量の食

料の輸入は、食料の国際相場を引き上げる。過度の

輸入食料・飼料への依存は、環境負荷を増大させる

だけでなく、経済的に弱い立場の国の食料事情を悪

化させる可能性もある。2020 年 3 月に閣議決定され

た食料・農業・農村基本計画では 2030 年度のカロリ

*農業・食品産業技術総合研究機構 中日本農業研究センター，Central Region Agricultural Research Center, NARO
上級研究員，Principal Researcher，博士（農学），Doctor of Agriculture
（一社）日本土壌肥料学会，Japanese Society of Soil Science and Plant Nutrition
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ーベースの食料および飼料自給率を 45 および 34％
に引き上げる目標を設定している。しかし、これら

を達成するためには、飼料用米、小麦、大豆、飼料

作物（粗飼料）の生産量を 2018 年比 1.4 倍以上に引

き上げる必要があり、ハードルは非常に高い 3。本

目標を絵に書いた餅で終わらせないために、これら

の作目について環境負荷を低減させつつ生産力を増

強させるための戦略的な取り組みが必要である。

２．持続的な食料生産に向けた土壌肥料分野の取り

組み

食料生産において、作物をいつ植えて、どのくら

いの肥料や水等を与えて、いつ収穫するのかという、

栽培方法を確立することは重要であり、土壌肥料分

野以外にも、作物学など、これらを研究する分野が

ある。このような中、土壌肥料分野では、作物生産

の場である土壌を介した窒素等の物質の循環に着目

して研究が実施されてきた。

具体的には、作物の養分吸収量と生産性を考慮し

た施肥法等を検討することで、農地系外への環境負

荷（N2O 等の温室効果ガスの発生、硝酸態窒素の溶

脱やリン酸の系外流出等）を低減しつつ、生産量を

向上させるための研究が多く実施され、食料生産現

場に貢献してきた 4, 5, 6, 7。一例としては、これまで

専門的な分析機器を有する機関でしか実施できなか

った土壌分析の一部を、簡易な機器を有する農業改

良普及センター等の生産現場に近い場所で実施でき

るように改良することで 8, 9、様々な作目および地域

において土壌肥沃度を考慮した施肥法が策定できる

ようになってきている 10, 11。土壌から供給される養

分を考慮して施肥量を決められれば、肥料成分の過

剰施用による農地系外への窒素やリン酸等の流出と

肥料の製造・流通・散布に係るエネルギーロスの削

減に加えて土壌からの養分収奪の防止につながる。

近年では、土壌肥沃度推定の更なる簡易化と面的な

評価を目指して、衛星画像の利用など、様々な手法

開発が進められている 12, 13。 
肥料として最も重要な成分は窒素である。窒素は

N2として大気中に多量に存在するものの、人類は長

い間これを直接利用することができなかった。20 世

紀初頭に確立されたハーバーボッシュ法（N2からア

ンモニアを合成する方法）は、肥料原料等となる様々

な窒素化合物の合成を可能にし、食料生産の増大に

貢献してきた。反面、環境中に多量に放出された窒

素化合物が、地球温暖化、成層圏オゾンの破壊、大

気汚染、水質汚染、富栄養化、酸性化などの様々な

環境問題を引き起こしている 14。このため、圃場、

農家、地域、国、地球規模など様々な単位での窒素

の動きを把握し、環境への窒素負荷量を低減させる

ための研究が実施されてきた。これらにより、我が

国では畜産業に由来する環境への窒素負荷が大きい

ことが明らかとなった 15, 16, 17, 18。 
我が国の畜産業は飼料の大部分を輸入に依存する

形で規模拡大した結果、家畜の飼養頭数に見合った

大きさの自給飼料畑が確保できていない 15, 16。特に

都府県の酪農家における自給飼料の給与割合は

1971 年の 36.2％から 2021 年には 12.7％まで低下し、

畜産業では飼料経由で国外から持ち込まれる窒素量

が増加している。図 2 に示した北海道十勝地域の酪

農家をモデルとした窒素フロー16, 17 では、購入飼

料・敷料や化学肥料として持ち込まれた窒素のうち、

牛乳や肉として持ち出される窒素量は 2 割に過ぎな

い。投入された窒素の 7 割は家畜ふん尿となり、そ

の大部分は自給飼料畑に散布される。このモデルの

自給飼料畑面積は都府県の平均面積 7.7ha（令和 3
年度）19より大きい 30ha である。それでも家畜ふん

尿の散布量は過剰となり、家畜ふん尿由来窒素の 8
割は土壌に蓄積するか大気への揮散や地下水・河川

等へ流出すると見積もられている。このように、輸

入飼料等により国外から持ち込まれた多量の窒素が
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家畜ふん尿に姿を変え、環境への窒素負荷を引き起

こしている 15, 16, 18。これを解決するには、家畜ふん

尿を堆肥化して作物生産に活用し、化学合成された

窒素肥料の施用量を削減することで、環境中に放出

される窒素量を減らすことが必要である。前述のよ

うに、我が国の畜産農家が所有する自給飼料畑の面

積は大きくないため、畜産農家だけで家畜ふん堆肥

を処理しようとすると、図 2 の酪農家モデルのよう

に、過剰の窒素が農地に投入される可能性が高い。

従って、水田作や畑作農家（耕種農家）と連携して

家畜ふん堆肥を散布する畑の面積を広げる取り組み

を考える必要がある。

３．耕畜連携による飼料用イネ生産システム

我が国の主要な農産物は水稲であり、作付け面積

が大きい水稲作は家畜ふん堆肥の散布先として期待

されているが、近年、逆に堆肥の施用量は減少して

いる 19。この理由として、①家畜ふんの発生は地域

偏在性が大きく、近隣に畜産農家が少ない場合、堆

肥が入手しにくい、②散布労力が不足している・散

布する機械がない、③化学肥料を使うよりもコス

トが高い、④肥料成分の量が不明確で不安定、⑤

効果が不明、等があげられる。水稲作農家の間で

堆肥を利用したいという意向は多く、潜在的な需

要はあるにも関わらず、上記の理由により堆肥の

利用が進まない実態がある 20。他方、近年の食生

活の変化や人口減少等により、主食用米の消費量が

減少し、水田では大豆・小麦等の水稲以外の作目に

転作することが推奨されている 21。とはいえ、水稲

は我が国の気候に適し、栽培法も確立しているため、

大豆や小麦と比べて収量が安定しており栽培しやす

い 21。そこで、水稲を飼料化して（飼料用イネ）、国

産飼料の増産と水田転作の両立を図る取り組みが始

まった。令和 4 年度の飼料用イネの栽培面積は 19
万 ha で水稲面積の約 12％を占める 21, 22。 
飼料用イネは地上部全体をサイレージ化して飼料

とするイネ発酵粗飼料用イネ（WCS 用イネ）と米を

飼料とする飼料用米の二種類に分かれる。前者は穂

が小さく地上部全体が大きい品種、後者は穀実収量

が大きい品種が好まれ、一言に飼料用イネと言って

も品種や栽培法は大きく異なる（図 3）。高収量が求

められる飼料用イネ生産では、主食用イネの 1.5~2

倍程度の窒素肥料が必要であり、収穫に伴うリン

酸・カリウムの持ち出し量も大きく、必要となる肥

料の量は増加する。一方で、家畜ふん堆肥には肥料

成分が多く含まれており、これを有効利用すること

で、化学肥料の使用量を削減できる。例えば、WCS
用イネの乾物収量を 10aあたり 2t 得る際に必要とな

る窒素、リン酸、カリの量のうち、窒素以外は 10a
あたり 2t の牛ふん堆肥の施用で賄える（図 4）。牛

ふん堆肥に含まれる窒素のうち（図 4 の場合、全窒

素量は17.2kg）、イネが利用できる形態の窒素は10％
程度に過ぎない。窒素の必要量に合わせて堆肥を散

布すると、リン酸とカリが過剰となるため、窒素は

化学肥料で補うのが合理的である。主食用米の生産

では、前述のように堆肥を活用することが難しい面

があるが、WCS 用イネ生産では、耕種農家がイネを

作付けした後、畜産農家または畜産コントラクター

が収穫・調製作業、生産物の運搬および水田への家

畜ふん堆肥の散布を担うことが多い。飼料用米は耕

種農家だけで生産・調製・出荷が完結するものの、

稲わらと家畜ふん堆肥の交換も行われている。この

ように、飼料用イネを通した耕種農家と畜産農家の

連携促進により、国産飼料の生産・利用拡大と家畜

ふん堆肥の活用による環境負荷の少ない資源循環型

の農業の実現が期待される。土壌肥料分野としては、

-7-



今後も物質循環の視点から農業に関わる窒素等の養

分の流れを明らかにし、持続的な食料生産システム

の構築に貢献していきたい。
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A-03 ゼロエネルギー・カーボンニュートラルを実現する

資源回収型下水処理システム 
Resource Recovering Sewage Treatment System to Realize Zero-Energy and Carbon Neutralization 

李 玉友* 
Yu-You Li (Gyokuyu RI) 

ABSTRACT: 
Conventional wastewater treatment plants (WWTPs), dominated by activated sludge processes, are under 
increasing pressure because of their high energy demands and huge waste sludge production, which leads to 
large greenhouse gases (GHGs) emissions. The electricity consumption of conventional WWTP is approximately 
0.4-1.0 kWh/m3, and the GHGs emission factor is about 470 g-CO2/ m3. With increasing concerns over global 
climate change and energy depletion, developing energy net-zero or net-positive wastewater treatment plants 
(WWTPs) has been widely accepted all over the world. Here, a pilot-scale anaerobic membrane bioreactor 
(AnMBR) integrated with a one-stage partial nitritation-anammox (PN/A) reactor was investigated for the 
treatment of municipal wastewater (MWW) at seasonal temperatures of 15–25 ◦C. The removal efficiencies of 
COD and total nitrogen (TN) were always > 90% and > 75% respectively. The total energy demand and GHGs 
of this newly developed system can be reduced by 67% and 57%, respectively. Further development is needed 
to realize the carbon neutralization in WWTPs. 

Keywords: sewage treatment, anaerobic digestion, bioenergy, membrane bioreactor, anammox, resource recovery 

１．はじめに 

現代文明社会の快適生活は上下水道に支えられ、

一人当たり１日約 300 の水を使用して汚れた排水と

して排出される。また、産業廃水ではより高い濃度の

汚染物質が含まれている。これらの排水には、生分解

性の高い無機汚染物質が多く含まれ、全浮遊物質

（TSS）、生物化学的酸素要求量（BOD5）、化学的酸

素要求量（COD）はそれぞれ数百～数万 mg/L に達

することがある 1)。これらの汚れた排水を未処理の

ままで放流されると、水環境生態系に対して深刻な

影響はもたらす。したがって、生活排水および産業廃

水を適切な方法で浄化処理を行う必要がある。近年、

脱炭素の観点から、省エネルギー・資源回収型処理方

法が求められ、新たな技術開発が進められている。本

校では、まず下水を資源として捉え、脱炭素の課題を

まとめた上で、最近産学共同研究として進めた嫌気

性膜分離法と一槽式アモックス法を用いた革新的な

省エネ・創エネ生活排水処理システムの研究につい

て紹介する。 

２．下水の資源と化学エネルギーポテンシャル 

生活排水は汚れた廃棄物ではなく、様々資源が含

まれている。例えば、再生水資源、化学エネルギーと

熱エネルギー及びリン資源などが挙げられる。まず

水資源の観点では下水の不純物がわずかであり、

99%以上が再生水として回収できる。また、生活排水

のエネルギー源としての利用には長い歴史があり、

特に排水中の有機物を嫌気性処理でメタン（CH4）ガ

スに変換することで、有用なバイオ燃料を得ること

ができる 2)。理論的に、生活排水由来の化学エネルギ

ーポテンシャルは、流入水に含まれる全 COD から、

メタン（CH4）に完全に変換され、さらに 100％の効

率で電気エネルギーや熱エネルギーに変換されると

仮定して計算することができる。1g の COD が化学

量論的に 0.35 NL の CH4に変換される。したがって、

COD の化学熱は次のように計算できる：35.9 kJ/NL

× 0.35 NL CH4/g COD ＝ 12.565 kJ/g COD、(ここで

35.9 kJ/NL は CH4の低位発熱量である)。下水 COD 濃

度が 400mg/L の場合、理論的に最大エネルギー（電

気相当量）は次のように：12.565 kJ /g COD ×

400g/m3 ÷ 3600 kJ/kW・h ＝ 1.40 kWh/m3 と概算さ

れる。もし発電効率が 35%とすると、発電量は 0.49

kWh/m3 となる。しかし、実際の下水処理システムで

*東北大学大学院工学研究科，Graduate School of Engineering, Tohoku University
教授，Professor，博士（工学），Doctor of Engineering
（一社）日本水環境学会，Japan Society on Water Environment
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は、汚泥の発生などにより COD が 100%メタンガス

に転換できないので、仮に転換率を 50%とすると、

電力回収率は 0.25 kWh/m3 となる。 

また、有価資源回収の観点では下水には約 5mg/L

のリンが含まれる。これを回収して再利用できる。さ

らには下水処理の濃縮汚泥にはミネラルが豊富であ

り、栄養塩供給または肥料化することができる。 

３．下水処理におけるエネルギー消費量とカーボン

ニュートラル対策

2021 年 5 月 26 日に成立した地球温暖化対策推進

法（温対法）の改正が，参院本会議において全会一致

で可決成立した。同法律では 2020 年 10 月に宣言さ

れた「2050 年カーボンニュートラル」を基本理念と

して法に明確に位置づけたとともに，市町村が再エ

ネを促進する区域を認定する仕組みや，企業の排出

量情報のデジタル化・オープンデータ化を推進する

仕組み等を盛り込んだ。これから日本は中期目標

2030 年の温室効果ガス（GHGs）46%削減、長期目標

2050 年カーボンニュートラルの達成に向けて様々な

対策を考える必要があり，下水道分野も例外ではな

い 4)。こうした社会の流れを考慮して，下水道の役割

と下水処理場の技術的あり方を再考するために，歴

史的経緯と現況把握は必要不可欠である。 

下水処理の代表的システムは，1914 年に英国で，

活性汚泥法が発表されて以来，多くの処理方式が試

みられ，改良・発展を遂げてきた。「下水道施設計画・

設計指針と解説（2019 年版）」では，水処理方式とし

て，「標準活性汚泥法（以下，標準法と略す）」「オキ

シデーションディッチ法（以下，OD 法と略す）」「長

時間エアレーション法」「回分式活性汚泥法」「酸素活

性汚泥法」「好気性ろ床法」「接触酸化法」「循環式硝

化脱窒法（以下，循環法と略す）」「硝化内生脱窒法」

「ステップ流入式多段硝化脱窒法（以下，ステップ硝

化脱窒法と略す）」「高度処理オキシデーションディ

ッチ法」「嫌気好気活性汚泥法（以下， AO 法と略す）」

「嫌気無酸素好気法（以下，A2O 法と略す）」、膜分

離活性汚泥法の13方式について設計指針が示されて

いるが、図 2 の生物処理に該当する。これらの水処

理方式は水処理能力，エネルギー消費等において長

所短所がそれぞれあるが，各処理場では，その規模・

計画時点・その地域に応じた方式が採用されている。

日本の下水道統計に基づいた解析によれば下水道の

汚水処理と汚泥処理におけるエネルギー消費はそれ

ぞれ 0.193-0.848 kWh/m3および 0.180-0.225 kWh/m3で

あり、下水 1m3 当たりおよそ 0.4-1.0 kWh/m3 となっ

って、処理方式と処理規模によって大きく異なる 1）。 

下水処理場で発生する温室効果ガス（GHGs）につ

いては、国土交通省のマニュアルなどにも記載があ

るように、基本的には、二酸化炭素（CO2）、メタン

（CH4）および亜酸化窒素（N2O）の３種類の GHGs

が処理場から発生する。2019 年度の下水道事業から

の温室効果ガス発生量は約 530 万 t-CO2 であり、電

力消費がその 53.7%を占め、第一の発生源である。第

二が汚泥焼却由来の N2O の 20.2%で、第三が水処理

由来の CH4および N2O で 14.9％となっている２）。 

 

当研究室が仙台市の実際の処理場４ヵ所を対象に

行った GHGs の発生状況調査は、図１に示すように、

処理場のプロセスによって異なるものの、順番は基

図１ 代表的下水処理システムの概要 

図 2 下水処理システムの温室効果ガス排出状況 
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本的に同じである。即ち、電気と薬品に由来する部分

が一番で、汚泥焼却由来が二番で、水処理における

N2O と CH4 もそれぞれ無視できないレベルであった。 

これらの調査結果から下水処理場における脱炭素

の対策の順位は①エネルギー対策（省エネ・創エネ技

術の導入）、②汚泥発生の削減、③処理プロセスにお

ける N2O と CH4発生の抑制が重要であると判断でき

る。国土交通省国土技術政策総合研究所が設置した

下水道技術開発会議エネルギー分科会でまとめたカ

ーボンニュートラル実現に資する技術のイメージを

図４のようにまとめている。その中で流入有機物回

収やバイオマスのメタン発酵による省エネ・創エネ

の効果が強く期待されている。 

４．省エネ・創エネシステムの構築と実証 

東北大学の環境保全工学研究室では長年にわたり

排水・廃棄物処理の方法として嫌気性処理による省

エネとメタン発酵による創エネ効果を重視して様々

な研究を推進してきた。その基本的な考え方は、有機 

物を酸化して処理するのではなく、嫌気性微生物の

代謝能力を利用してメタンガスに変換することで、

省エネ・創エネの同時実現を目指すものである。ま

た、嫌気性微生物反応をよく制御するために、分離膜

技術と組み合わせた嫌気性膜分離生物反応槽を研究

した。また嫌気性処理の後に窒素とリンの問題が残

るので、後続の高度処理が必要となる。そこで図４の

ような「嫌気性 MBR＋アナモックス」融合システム

の研究に注力して2010年から基礎的研究を推進した。 

 

図３ 下水処理場のカーボンニュートラル実現に資する技術のイメージ 

図４ 「嫌気性 MBR＋アナモックス」システム
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関連の基礎的研究が評価され、環境省の「CO2 排出削

減対策強化誘導型技術開発・実証事業」の研究委託を

受けて 2017-2020 において生活排水に対するパイロ

ットスケール嫌気性 MBR と一槽式アナモックス法

からなる革新的な省エネ・創エネ生活排水処理シス

テムを構築して実証実験を行った。パイロットプラ

ントは有効容積 5m3 の嫌気性 MBR 法と有効容積

1.67m3 の担体投入型一槽式アナモックス法から構成

された。システムの運転温度を25℃、20℃および15℃

に設定して処理効果と低炭素効果を実証した。

4.1 新システムの実証試験 3)

約１年間にわたる長期連続運転において、15~25℃

条件の下で安定的な有機物と窒素除去を実現した。

COD 除去率は 90.3%から 95.1%、BOD5 除去率は

94.1%から 96.7%、アンモニア窒素除去率は 62.9%か

ら 79.6%、総窒素除去率は 75.0%から 85.7%であった。

システム流出水中の COD、BOD5、アンモニア窒素と

総窒素はそれぞれ 30 mg/L、10 mg/L、10 mg/L と 15

mg/L 未満のレベルに安定しており、優れた処理能力

を示した。本システムにより高効率の有機物-メタン

転化効率（0.205-0.244 NL/g 除去 COD）とメタンガ

ス回収率（0.060-0.083 NL/L、メタン含有量 77.0-78.6%）

を実現し、エネルギー回収効果が示された。 

運転温度が 25℃から 20℃に低下すると、システム

の有機物と窒素除去率はほとんど影響を受けなかっ

たが、温度が 20℃から 15℃に低下すると、嫌気性

MBR とアナモックス両ユニットの処理性能はいず

れも若干の低下がみられた。有機物と窒素除去率だ

けでなく、メタン転化効率も明らかに低下し、溶存メ

タン量が上昇した。また汚泥の増殖速度と膜ファウ

リング速度も明らかに速くなった。これらの結果は、

「嫌気性 MBR＋アナモックス」システムは温度 20℃

以上では良好な性能を示す一方、15℃低温の条件下

ではいろいろ弱点があることが示された。 

4.2 新システムのエネルギー効率と CO2排出評価 

 「嫌気性 MBR＋アナモックス」システムのエネル

ギー効率と炭素排出に関するデータを正確に把握す

るために、パイロットプラントの長期安定運転デー

タに基づき、10000 m3/日処理規模に対する設計試算

を行うことでエネルギー回収および低炭素効果評価

を行った。その結果汚泥処理含めて嫌気性 MBR-

Anammox のエネルギー需要量は 0.136 kWh/m3、CO2

排出量は 0.098 kg/m3 であった。システムでは有機物

除去と窒素除去能力があるため、同等の機能を持つ

循環式硝化脱窒法+凝集沈殿池システムと比較して

（エネルギー消費量は 0.413 kWh/m3、CO2 排出量は

0.228 kg/m3）、嫌気性 MBR-Anammox システムは 67%

の省エネルギー効果、また約 57%の CO2 削減効果が

得られた 3)。

以上の実験結果およびシステム評価を通して、嫌

気性MBR-担体添加型一槽式Anammoxを生活排水処

理に応用することで、良好な処理水質を得ることが

できるだけでなく、効果的な省エネルギー、創エネル

ギー及び炭素排出の削減ができることが明らかにな

った。しかし、嫌気性 MBR では、ガス循環による膜

洗浄で多くのエネルギーを消費しているので、これ

を半減できれば、エネルギー自給になると試算、今後

膜運転の工夫が重要なポイントとなる。 

５．新しいシステムの模索 

世界的にカーボンニュートラル型下水処理システ

ムの確立が注目される中、各国で様々なシステムが

工夫されている。特に資源物の濃縮、メタン発酵によ

るバイオエネルギーの創出、アナモックス反応を用

いた新しい脱窒およびHAPリン回収などが重要なユ

ニットプロセスであり、それらの合理的な融合利用

が重要と考えられる。また温度、排水濃度およびその

ほかのバイオマス利用などの要素を踏まえ、地域や

連携シナリオの特徴に応じた最適設計も重要になる

と考えられる。 

参考文献 

1) 長塩尚之、李玉友、下水道統計を用いた下水処理

システムの水質. 汚泥およびエネルギー消費の定

量解析、用水と廃水、Vol.64, No.7, 493-504 (2022) .

2) 三宅春男、石井淑大、下水道部における技術開発

の動向 . 水環境学会誌、Vol.46(A), No.4, 114-119

(2023).

3) 王添頡、羅子彬、栄超、花岡平、酒見伸一、李玉

友. 嫌気性膜分離法と一槽式アナモックス法から

なる革新的な省エネ・創エネ生活排水処理システ

ムの研究、化学装置、Vol.46(A), No.4, 114-119 (2023).

-12-



1 

A-04 非持続的窒素循環を革新する新規窒素変換技術の創出

Innovation of non-sustainable nitrogen cycle 

岡部 聡* 
Satoshi Okabe 

ABSTRACT: 

The disruption of the biogeochemical nitrogen cycle has already exceeded the planetary boundary and is the most risky 

and critical global environmental challenge. To solve this issue, it is essential to integrate our knowledges of 

environmental engineering, electrochemistry, materials science, enzyme engineering, and biotechnology to develop 

innovative bioelectrochemical nitrogen conversion processes (1) to synthesize ammonia (NH3) from wastewater and 

nitrogen (N2) at room temperature, normal pressure, and neutral pH, (2) to regenerate NH3 from nitrite/nitrate using a 

heme catalyst, and (3) to remove NH3 from wastewater by using a highly efficient and energy-saving anaerobic ammonia 

oxidation (Anammox)-based system. The energy source that drives these three bioelectrochemical processes is 

"wastewater," which exists universally and must be treated. The three bioelectrochemical processes are selectively driven 

by manipulating the redox potential using renewable energy of wastewater. By creating new bioelectrochemical nitrogen 

conversion technologies that synthesize, regenerate, reuse, and remove NH3 with minimal energy consumption and CO2 

emissions, the current unsustainable "super energy intensive non-circulating nitrogen flow" will be converted to a 

"sustainable renewable nitrogen cycle. 

Keywords: biogeochemical nitrogen cycle, bioelectrochemical N conversion processes, nitrogen fixation, heme 

catalyst, anammox process. 

1. はじめに

生物地球科学的窒素循環は、生物学的窒素固定

(BNF)により大気中の分子状窒素(N2)が NH3に還元

されることに始まって、生物が利用可能な反応性窒

素(Nr)が大気から陸域や海域へ投入される。その後、

Nr は微生物によって様々なアミノ酸や窒素酸化化

合物に変換され、最終的に微生物による脱窒により

再び N2として大気中に還流される。20 世紀初頭の

ハーバーボッシュ法によるN2固定NH3合成法の発

明により、窒素肥料の工業的生産が可能となった。

これにより、農業や畜産による食料生産が飛躍的に

拡大し人口の急増を促した。農業に伴う生物学的

N2固定(例：マメ科植物の栽培など)と化石燃料の燃

焼による窒素酸化物(NOx)の排出も重要な人為的な

Nr 源である。化石燃料の燃焼により大気中に放出

された NOx のほとんどは陸地に沈着する。動植物

による食料生産の非効率性と Nr の高い移動性によ

り、人為起源 Nr のかなりの部分が土壌、水域、大

気に蓄積・流出・放出されている。 

２．人為的に破壊された陸域の窒素循環[1][2] 

1860sの自然界の生物学的および農業に伴う生物

学的 N2 固定量は、それぞれ約 120 Tg N yr-1と約 15 

Tg N yr-1と推定され、その大部分(約 106 Tg N yr-1)

は生物学的脱窒により N2に変換され大気に戻って

いる。また、約 27 Tg N yr-1は沿岸水域へ流入して

おり、陸域に有機体窒素などとして蓄積した量はわ

ずか 2.3 Tg N yr-1であった(図 1)。 

1990s に入り工業的 N2固定法の導入により、自

然界の生物学的 N2 固定量(約 107 Tg N yr-1)に匹敵

する 100 Tg N yr-1のNrを陸域に投入した。さらに、

増加する人口を支えるための食料生産に伴う生物

学的N2 固定量(約 32 Tg N yr-1)および化石燃料の燃

焼に伴う NOxの排出・蓄積量(約 25 Tg N yr-1)も増

加した。産業革命以前(1860s)に比べ、人類の活動に

よって陸上生態系への総Nr投入量は約 10倍(15 Tg 

N yr-1から 157 Tg N yr-1)に増大した。その結果、生

物学的脱窒は増加したが、陸域における Nr の蓄積

量(約90 Tg N yr-1)および水環境への流出量(約48 Tg 

N yr-1)は劇的に増加し、深刻な水質汚濁(富栄養化)、

*北海道大学大学院工学研究院, Faculty of Engineering, Hokkaido University

教授、Professor, (Ph.D), Doctor of Philosophy

土木学会, Japan Society of Civil Engineers
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大気汚染や生態系の攪乱を引き起こした。 

2050年には世界人口が 90億人になると予測され

ているうえ、多くの地域で一人当たりのエネルギー

と食糧の消費量が増加すると予想される。そのため、

ハーバーボッシュ法による工業的 N2 固定量は約

165 Tg N yr-1まで増加すると予想されている。森林

伐採、泥炭やバイオマスの燃焼、湿地の減少、浸食

などの人間活動によって自然界の生物学的 N2固定

量は減少する。一方、化石燃料の燃焼による NOx

の放出・蓄積量が約 52 Tg N yr-1、農業による生物

学的 N2固定量が約 50 Tg N yr-1に増加する。2050

年の人為的 Nr生産量は 267 Tg N yr-1となり、自然

界の N2固定量の 2.7 倍となる。生物学的脱窒によ

り約 65％(173 Tg N yr-1)の Nr は N2に変換され大気

に戻る。しかしながら、陸域のNr蓄積量は約 123 Tg 

N yr-1、沿岸水域への流出量は約 63 Tg N yr-1となり、

陸域および水域とも超過剰な Nr の蓄積が予想され

る。また、NOx と NH3の大気中への総排出量は、

1860sの 16 Tg N yr-1から、1990sの 64 Tg N yr-1、さ

らに 2050 年には 133 Tg N yr-1に増加すると予想さ

れる。この Nr の環境負荷は既に地球環境容量の 3

倍以上となり、深刻な土壌蓄積、大気汚染や水域の

酸性化・富栄養化を引き起こすと共に、亜酸化窒素

(N2O)濃度の上昇による地球温暖化や成層圏オゾ

ン層への影響など、局所的な環境問題から地球規模

の問題に発展し、窒素汚染は最も危機的な地球環境

問題となると予想されている。 

Nr のみならず、リン(P)の投入量や蓄積量との関

係も重要である。1980 年代後半以降、人為的な投

入量の N/P 比は約 19 から 32(以下、モルベース)に

増加し、レッドフィールド比(16/1)の 2 倍高い状態

である。このような N と P の投入量のアンバラン

スは、生物地球化学サイクルを変化させ、生物多様

性、水質、大気質、生態系の生産性および安定性、

人間の健康に破壊的な悪影響を及ぼす。これらの危

機的な地球環境問題を解決するためには、N と P

の排出量抑制を行うと同時に N/P の化学量論的バ

ランスを是正することが重要である。

３．非持続的な“超エネルギー多消費型窒素循環 

アンモニア(NH3)は、合成肥料や化学製品の基礎材

料などとして広く利用されている。同時に、NH3

は燃料電池の燃料となる水素(H2)の「キャリア」や

燃料としても注目されている。現在、NH3 は膨大な

エネルギー(世界総エネルギー消費量の約 1.2%)を費

やして、年間約 1.2 億トンの (NH3)がハーバーボッシ

ュ法により合成されている(図 2)。ハーバーボッシュ

法は、高温(400-500℃)、高圧(150-300 bar)条件下で

運転される。また、高品質の H2ガスを大量に必要

とするうえ大量の CO2を排出する。 

食料に固定されるNH3はわずか 1〜3割であり、3〜5
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割もの NH3 は利用されないまま亜硝酸(NO2
-)/硝酸

(NO3
-)まで酸化・溶脱し、水圏の深刻な窒素汚染を起

こしている。一方、水環境への窒素負荷低減策の鍵で

ある下廃水処理には、世界年間総電気消費量の約

1.0％が費やされているが、十分に窒素化合物が処理

しきれず水環境へ放出され、水質汚濁の原因となって

いる。従って、今日の窒素循環は、膨大なエネルギー

を投入して NH3 を合成し、さらに余剰・廃棄となった

NH3 を膨大なエネルギーを投入して、元の窒素ガス

(N2)に再変換している非持続的な“超エネルギー多消

費型窒素循環”となっている(図 2)。 

４．持続可能な窒素循環構築へのアプローチ 

 工業的 N2固定により製造された NH3の使用量削減

(Reduce)を最優先とし、最小のエネルギー消費量かつ

CO2 排出量で NH3 の回収 (Reuse) ・ 再生利用

(Recycle)・除去(Remove)する新たな規制や生物電気

化学的窒素変換技術の創出により、現行の非持続的

な「超エネルギー多消費型非循環型窒素フロー」を

「持続可能な再生利用型窒素循環」へ転換する。NH3

の使用量の削減は、農業や畜産等の食料生産過程に

おける NH3 利用効率の向上や食品ロスの削減を徹底

する。また、工業的N2固定に代わる再生可能エネルギ

ーを有効利用した新たな生物電気化学 N2 固定化技

術の構築が望まれる。また、下水汚泥や家畜糞尿など

を有効利用することにより、工業的窒素肥料の使用量

の削減を図ることも重要である。NH3 の回収方法の 1

つとして、ガス透過膜を用いた廃水から NH3の直接回

収技術がある。溶脱した NO2
-/NO3

-を NH3へ再生し再

利用することができれば、NH3 合成量(=合成エネルギ

ー)とそれに伴う CO2 排出量の削減、および溶脱窒素

による窒素汚染の解消が期待できる。最終的に残留す

る NH3 は、高効率・省エネ型窒素除去技術(部分硝化

(PN)‐嫌気性アンモニア酸化プロセス)で除去する。 

４‐１．NH3使用量の削減（Reduce） 

生物電気化学的窒素(N2)固定技術 

常温条件下において電極触媒による窒素(N2)還

元反応(NRR)は、比較的簡便で選択性が高くエネル

ギー消費量が少ない、持続可能な NH3 製造法とし

て期待されている[3]。しかし、N≡N結合(結合エネ

ルギーは最大 940.95 kJ mol-1)は C꞊O 結合より遥か

に安定であり、この強固な N2の三重結合を活性化

し切断しなければならないため、エネルギーを要し

NRRの反応速度は極めて遅い。NRRの実用化のた

めには、高性能 NRR 電極触媒の開発が急務である。

近年、NRR 電極触媒の電子構造を制御し、水素発

生反応(HER)を抑制することで電極触媒の NRR 活

性と選択性が著しく向上している[3]。さらに、常

温・常圧・中性 pH 条件下で大気中の N2を還元し

NH3を合成するために、自己増殖能を持ち選択性の

高い窒素固定細菌を触媒として用いることも有望

視されている。 
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４‐２．NH3の回収（Reuse） 

ガス透過膜を用いた廃水からの NH3回収技術 

現在、膨大なエネルギーを投入して NH3を合成し、

余剰・廃棄となった NH3 を膨大なエネルギーを投入し

て、下廃水処理場で元の窒素ガス(N2)に再変換してい

る。廃水中のNH4
+をNH3ガスに変換し、疎水性膜を介

した気相物質移動により NH3を分離し、酸性溶液中に

選択的に捕捉することにより、廃水から高純度の NH3

を直接回収することができる[4]。しかし、この膜 NH3ガ

ス抽出技術の課題は、供給水となる廃水の pH を高く

調整する(NH4
+を NH3 ガスに変換する)必要があること、

また、廃水中の懸濁物質(SS)が NH3 回収率の低下お

よび膜ファウリングが助長されることである。加えて、都

市下水程度の低濃度 NH3を経済的に回収できるか検

討が必要である。都市下水から NH3を直接回収するこ

とができれば、世界の窒素循環の持続可能性の向上

に大きく寄与する。 

４‐３．NH3の再生利用(Recycle) 

NO2
-/NO3

-還元 NH3再生技術 

自然界に生息する微生物の中には、NO2
-/NO3

-を

NH3 へ還元するヘムタンパク質(酵素)を保有するもの

が存在する。この酵素を分離し利用することができれ

ば、常温・常圧・中性 pH で NH3を再生することが可能

である。このNO2
-/NO3

-還元 NH3合成反応には電子供

与体が必要である。バイオ燃料電池(MFC)により下廃

水から直接回収・昇圧・蓄電した電気エネルギーを

電子供与体として、NO2
-/NO3

-を NH3 へ還元する

MFC駆動型のNO2
-/NO3

-還元NH3合成プロセスの構

築が大いに期待される。 

４‐４．NH3の除去（Removal） 

高効率・省エネ型窒素除去技術(Anammox プロセス) 

 下廃水中の NH3 を回収、再生利用できない場合は、

最終的にNH3を除去(N2まで再転換)しなければならな

い。しかし、低炭素循環型社会構築のためには、最小

限のエネルギー消費量で NH3除去を達成する必要

がある。嫌気性アンモニア酸化(Anammox) 反応は、

嫌気条件下で亜硝酸(NO2
-)を電子受容体としてア

ンモニア(NH4
+)を直接窒素ガス(N2)へ変換する微生

物反応である。Anammox プロセスは、酸素曝気及

び外部からの電子供与体の供給を必要としないた

め、従来の硝化-脱窒プロセス(消費エネルギー：4.6 

kWh kg-N-)と比べて、曝気動力の削減(最大 62%)、

外部炭素源の添加が不要、余剰汚泥発生量の削減

(最大 70％)、地球温暖化ガス(N2O および NO)の発

生量の削減が可能であり、低環境負荷型の新規省エ

ネ型高効率窒素除去プロセス(Anammox プロセス

のエネルギー消費量：1.16 kWh kg-N-1)として期待

され、工場排水や嫌気性消化脱水ろ液などの比較的

高濃度 NH4
+含有廃水の処理に適用が進んでいる。 

5. まとめ

「窒素の生物地球化学的循環の崩壊」は、既にプ

ラネタリー・バウンダリー(地球の限界)を超え、最

もリスクの高い危機的な地球環境課題である。本課

題を解決するためには、環境工学、電気化学、材料

科学、酵素工学、バイオテクノロジー等を積極的に

融合し、最小のエネルギー消費・CO2排出量で NH3

を合成・再生利用・除去する新たな窒素変換技術の

創出により、現行の非持続的な「超エネルギー多消

費非循環型窒素フロー」を「持続可能な再生利用型

窒素循環」へ転換することが強く求められている。 
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A-05 大気汚染物質による植物の環境ストレス応答の分子機構
The molecular mechanisms of plant environmental stress response to air pollutants 

青野 光子* 
Mitsuko Aono 

ABSTRACT: 
Air pollution gases such as ozone cause various damages to plants, including visible damage to leaves and 
inhibition of growth. To elucidate the molecular mechanisms of this damage is to understand the 
environmental stress response mechanisms of plants, as well as provide important knowledge for imparting 
stress tolerance to plants. Here, I describe the development of air pollution gas-tolerant plants by genetic 
manipulation of reactive oxygen scavenging enzymes and the elucidation of the role of plant hormones in plant 
air pollution gas tolerance, and I review the overall understanding of the environmental stress response 
mechanisms of plants through molecular genetic studies using mutants. 

Keywords: cell death, environmental stress, ozone, phytohormone, plant, reactive oxygen species 

１．はじめに

オゾン等の大気汚染ガスは、日本では 1970 年代に

高濃度であり、主に健康被害の側面から大きな問題

になった。オゾンは光化学オキシダントの主成分で

あり、強い酸化力を持ち、農作物や森林に被害をも

たらしており、現在でも地球規模で問題となってい

る。また、地球温暖化のような気候変動と大気汚染

の双方に影響を与える SLCP と呼ばれる短寿命気候

汚染物質としても注目されており、その削減対策が

注目されている。

オゾン等がもたらす葉の可視障害や成長の阻害等

の被害の分子機構の解明は、植物の環境ストレス応

答機構を理解することであり、植物にストレス耐性

を付与するための重要な知見となる。ここでは、活

性酸素消去酵素の遺伝子操作による大気汚染ガス耐

性植物の開発と、植物の大気汚染ガス耐性における

植物ホルモンの役割の解明について紹介するととも

に、変異体を用いた分子遺伝学的研究を通じて、植

物の環境ストレス応答機構の全体像を概説する。

２．活性酸素消去系酵素の遺伝子操作による大気汚

染ガス耐性植物の開発

1980 年代後期までの生理学的な先行研究によ

り、オゾンや二酸化硫黄等の大気汚染ガスによっ

て植物には様々な障害が生じること、またその障

害には反応性に富む酸素の分子種である活性酸

素が関与することが示唆されており、その消去の

ための防御機構として、アスコルビン酸やグルタ

チオンといった酸化還元物質や、グルタチオンレ

ダクターゼ（GR）、アスコルビン酸ペルオキシダ

ーゼ（APX）、スーパーオキシドジスムターゼと

いった酵素からなる活性酸素消去系が注目され

るようになっていた（図１）。

図１ 活性酸素消去系 

APX：アスコルビン酸ペルオキシダーゼ、AsA:アスコ

ルビン酸、DHA：デヒドロアスコルビン酸、DHAR:デ

ヒドロアスコルビン酸レダクターゼ、GR：グルタチ

オンレダクターゼ、GSH:還元型グルタチオン、GSSG：

酸化型グルタチオン、MDA:モノデヒドロアスコルビ

ン酸、MDAR: モノデヒドロアスコルビン酸レダクタ

ーゼ、NADP+：酸化型ニコチンアミドアデニンジヌク

レオチドリン酸、NADPH：還元型ニコチンアミドアデ

ニンジヌクレオチドリン酸、O2・-：スーパーオキシ

ドラジカル、O3：オゾン、SOD：スーパーオキシドジ

スムターゼ。

活性酸素は、大気汚染ガス暴露時ばかりでなく、

低温や強光、紫外線等による様々な環境ストレス、

また除草剤処理によっても植物体内に生じ、細胞

死や組織の壊死、成長阻害等の障害や枯死をもた

らす原因となる。また、光合成のような生命活動

*（国研）国立環境研究所 生物多様性領域，Biodiversity Division, National Institute for Environmental Studies 
副領域長，Deputy Director，博士（理学），Ph.D. (Science) 
（公社）大気環境学会，Japan Society for Atmospheric Environment -17-



においても活性酸素は発生している。そこで植物

は、生き延びるために進化の過程で活性酸素に対

する防御機構を獲得してきた。光と酸素の存在下

で光合成を行う際、余剰エネルギーによって生じ

る活性酸素を除去することは植物の生存にとっ

て必須であるためである。しかし、その反応系が

大気汚染ガス等の環境ストレス要因による障害

を防ぐために機能することを示すはっきりとし

た証拠は 1980 年代末までにまだ得られていなか

った。

筆者らは、活性酸素消去系においてアスコルビ

ン酸還元の最初の反応を触媒する酵素である GR

に着目し、大腸菌から単離された GR 遺伝子をモ

デル植物のタバコに導入して、高 GR 活性を持ち、

大気汚染ガスの一つである二酸化硫黄に耐性と

なった遺伝子組換え植物を作出した１（図２）。

図２ 大気汚染ガスの二酸化硫黄に耐性となった

遺伝子組換えタバコ 1

1.0 ppm 二酸化硫黄ガスに 2 日間暴露したところ、

右（CONTROL）の非遺伝子組換えタバコでは広範囲で

葉の可視障害（白くなっている部分）が見られたが、

左（TRANSGENIC）の GR 遺伝子を導入した遺伝子組換

えタバコの葉では可視障害は少なかった。 

大腸菌 GR 遺伝子を用いたのは、当時まだ植物

から GR 遺伝子が単離されていなかったためであ

る。この遺伝子組換えタバコは、葉緑体内に大腸

菌 GR タンパク質を持つ遺伝子組換えタバコで、

大腸菌 GR 遺伝子の上流にマンテマ（Silene 

pratensis (Rafn) Godr.）という植物のフェレドキシ

ンの葉緑体へのトランジットぺプチド部分をコ

ードする DNA 配列を挿入し、タバコに導入した

ものである。このタバコは、二酸化硫黄の他、活

性酸素生成による除草効果を持つ除草剤パラコ

ートにも耐性を示したが、オゾン耐性は示さなか

った。しかし、二酸化硫黄耐性となったことで、

活性酸素消去系が大気汚染ガス耐性に関与する

ことを示す有力な証拠を得たとともに、大気汚染

ガス耐性の遺伝子組換え植物の作出に世界で初

めて成功した例となった。

更に、活性酸素消去に関わるその他の遺伝子組

換えタバコを用いた解析や、植物からの GR や

APX 等の遺伝子の単離と構造・機能解析等の研究

成果は、植物の環境ストレス耐性における活性酸

素消去系酵素の役割の解明に寄与するとともに、

環境耐性樹木等の植物育種等の応用面において

も波及効果があった。

３．植物の大気汚染ガス耐性における植物ホルモン

の働きの解明

1990 年代末までに、オゾン等によって植物に障害

が生じる際には、活性酸素の他、エチレン、サリチ

ル酸、ジャスモン酸等の植物ホルモンも関与するこ

とが知られていたが、障害発生に具体的にどのよう

な役割を持つかはまだ分かっていなかった。国立環

境研究所では、エチレン生合成の律速となるアミノ

シクロプロパンカルボン酸合成酵素の遺伝子の構造

とオゾンや二酸化硫黄による発現誘導を明らかにす

るとともに、その遺伝子操作により、オゾンに耐性

を示すタバコを作成することに成功した 2。また、

2000 年頃から国内外でシロイヌナズナやイネ等の

モデル植物を中心にゲノム解析が進み、その活用に

よりこれまで困難であった生理反応の解明を効率良

く行えるようになった。そこで筆者らはシロイヌナ

ズナのオゾン感受性突然変異体を用いた分子遺伝学

的研究に取り組み、ジャスモン酸低感受性シロイヌ

ナズナがオゾン高感受性であることを示し、オゾン

暴露時の細胞死誘導に関わるジャスモン酸シグナル

因子のオゾン耐性への関与を世界に先駆けて解明し

た 3。このような植物ホルモンとオゾン応答の関連

を調べた研究等により、植物のオゾン障害における

細胞死の誘導には、エチレンとサリチル酸が促進的
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に働き、ジャスモン酸は阻害的な働きをする等の植

物のオゾン応答のメカニズムについて多くの重要な

知見が得られた。

４．分子遺伝学的研究による植物の環境ストレス応

答機構全体像の理解

2000 年代以降、シロイヌナズナオゾン感受性突然

変異体を用いた分子遺伝学的研究により、筆者らは、

前述のジャスモン酸シグナル因子の他にも気孔開閉

制御に関わる陰イオンチャネルやエネルギー緩和機

能を有する光呼吸等のオゾン耐性への関与を解明し

た 4, 5。筆者らの突然変異体を用いた研究により、オ

ゾンによる植物の障害（細胞死）が、1.オゾンの取

り込み、2.活性酸素の発生、3.細胞死の促進、の過程

を経て発生する一方で、植物はそれらに対する防御

機構、すなわち 1.気孔開閉によるオゾンの取り込み

制御、2.活性酸素の消去、3.植物ホルモンによる細胞

死の抑制、を持つという全体像が描き出され、また

各防御過程に様々な遺伝子が関わっていることが明

らかになっている。

最後に、オゾン耐性となったシロイヌナズナ突然

変異体を見出し、そのオゾン耐性となるメカニズム

を解明した研究 6 について紹介する（図３）。ある特

定の遺伝子から作られるタンパク質の量を強制的に

増加させたシロイヌナズナ系統群の種子から幼植物

を育て、オゾン暴露を行い、オゾン障害が生じにく

い系統を見出して、その系統で強制発現させた遺伝

子、すなわち、オゾン耐性をもたらす原因となった

遺伝子がフィトシアニンというグループに属する

AtUC5 というタンパク質に対応するものであるこ

とをつきとめた。

多くの植物種において、オゾン処理により葉の細

胞が死滅したり、気孔が閉じたりすることが知られ

ているが、AtUC5 を多く発現させたシロイヌナズナ

ではこれらの反応がともに起こらなくなっていた。

また、AtUC5 は細胞外に分泌され、細胞と細胞の間

（アポプラスト）で働いていることがわかった。さ

らに、AtUC5 は、ストレス耐性に関わると予想され

るアミンオキシダーゼやリアタンパク様タンパク質

と相互作用する可能性があることがわかり、この結

果とこれまでに知られている情報に基づいて

AtUC5 の作用メカニズムについての仮説を提案し

た 6（図４）。 

図３ シロイヌナズナのオゾン耐性系統の単離 6 

a 0.3 ppm オゾン処理したシロイヌナズナ全長 cDNA

高発現系統の植物群、b 萎れや可視障害の認められ

ない耐性植物個体、c 単離した植物個体を育成し、

純化系統を確立して種々の解析に使用した、d 野生

型（wt）ではオゾン処理により葉の可視障害が見ら

れるが、AtUC5 高発現系統（FOX-AtUC5）では見られ

ない。1-d FA: オゾン処理なしで新鮮空気中で 1 日

経過した植物、2-h O3 + 1-d FA: 0.3 ppm オゾンで

2 時間処理後、新鮮空気中で 1 日経過した植物、6-h 

O3 + 1-d FA：0.3 ppm オゾンで 6 時間処理後、新鮮

空気中で 1日経過した植物。 

加えて、AtUC5 以外のフィトシアニングループに

属するタンパク質にも植物にオゾン耐性を付与する

能力があることがわかり、これまでほとんど機能が

知られていなかったフィトシアニングループのタン

パク質群が植物のオゾン耐性を高める機能を持つこ

とが明らかになった。これは、オゾンが気孔を通し

て植物に取り込まれた後の新規のオゾン耐性機構の
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発見であり、オゾンに強い作物や樹木を作成できる

技術の開発への応用が期待される。

図４ 植物のオゾン応答におけるAtUC5の作用につ

いての仮説 6 

：酵素 

：促進する働き 

：阻害する働き 

AmO：アミンオキシダーゼ、AsA：アスコルビン酸、

AtUC5：フィトシアニンタンパク質（本研究でオゾン

耐性への寄与が明らかになった）、LEA-L：リアタン

パク様タンパク質、O3：オゾン、POD：ペルオキシダ

ーゼ、Rboh：レスパラトリーバーストオキシダーゼ

類似体、ROS：活性酸素。 

５．おわりに

1980 年代末の研究開始当時、遺伝子組換えによっ

て大気汚染ガス耐性を高めた樹木によるオゾン等の

大気汚染ガスの浄化や、大気汚染ガス耐性の農作物

の作出が構想されていたが、当然のことながら、耐

性植物を作るよりもオゾン濃度を下げる方が重要で

あるという意見が常にあった。また、遺伝子組換え

生物の野外利用へのハードルは非常に高く、実現は

していない。一方で日本におけるオゾン濃度は現在

も十分改善しておらず、アジアでは今後の増加も懸

念されるところである。本稿で紹介した研究や関連

研究によって得られたオゾン等の環境ストレス応答

の分子機構に関する知見が、今後のオゾン対策や、

植物を用いた環境保全に少しでも寄与できれば幸い

である。
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A-06 微生物機能を活用した新たな環境産業創出を目指して

〜環境把握のためのバイオ分析化学〜 
A novel environmental industry based on microbial functions 

– Bio-analytical chemistry for evaluation of environment –

青木 寛* 
Hiroshi AOKI 

ABSTRACT: 
While green recovery in the post-coronavirus era is attracting attention, the spotlight is being shone on 
environment-related industries that have been regarded to have little relevance to the economy. We have focused 
on the functions of environmental microorganisms, and have been working on the development of technologies 
for producing valuable materials from waste and highly efficient treatment technologies for environmentally 
hazardous substances. Here, we introduce the latest information on next-generation sequencer analysis for 
understanding the functions of environmental microorganisms, control technology for microbial treatment 
equipment, and sensor technology for understanding environmental status. 

Keywords: environmental microorganisms, sensor technology for environmental evaluation, 

１．はじめに

科学技術が発展する中で、持続可能な社会を実現

しようとする SDGs をはじめとした、環境への取り
組みの関心が高まっている。これまで、経済活動の隆

盛とそれに伴う化学物質の流出と引き起こされる公

害問題が課題であり、環境悪化の原因となる化学物

質を突き止めその発生源を改善することが、環境改

善に繋がってきた。しかしながら、近年は新しく開発

される化学物質は毎年増加傾向にあり、しかも少量

多品種であることに加え、シックハウス症候群や新

たなアレルゲンの出現など、個人を取り巻く環境状

態に関連した化学物質に起因する問題も無視できな

い。原因化学物質の特定とその定量分析を基盤とす

る従来の環境評価の考え方では、新たな化学物質や

用途の出現とのイタチごっことなる。

一方、化学物質の有害性を生物の応答として得る

手法がある。化学物質の生体影響評価として、生物に

化学物質を曝露させてその応答を調査する手法は、

古くから存在する。例えば、医薬品や化粧品の評価で

はマウスやウサギなどを使用した動物実験が主流だ

った。近年、動物愛護の関係から、このような実験動

物の代わりに培養細胞や微生物、あるいはコンピュ

ータ・シミュレーションなどを代替法として導入す

ることで、動物の犠牲を減らそうとする試みがある。

現在、化学物質の評価法に関する OECDガイドライ
ンには多数の代替法が登録されている。

このうち、環境評価をその環境に生息している生

物を活用して行う手法がある[1, 2]。環境汚染度や環
境変化の指標としての生態系調査では、生息してい

る動植物の種類や規模を調査して、望ましい環境か

どうかを評価する。例えば、湖沼や河川などの一般的

な水環境評価では、採取網による水生生物の捕獲と

計数とを行う。しかしながら、この手法は多大な労力

を必要とするため頻繁な調査が難しく、また試料が

嵩張ることから多地点でのサンプリングも難しい。

より高効率的な水環境の生態調査の手法として、近

年環境 DNA法が注目を集めている。環境 DNAは魚
類などの水生生物から剥がれ落ちたゲノム DNA で
あり、本手法はこの DNAを元に、次世代シーケンサ
ーなどの大規模 DNA解析装置を用いて、その環境に
生息する生物種とその規模とを明らかにする。

同様にして、環境中に生息する微生物に着目した

環境評価手法も、近年急速に発展している。土壌環境

中にどのような微生物が生息しているかを全地球的

に調査する研究がある。化学物質曝露による環境変

化では、その土壌に特徴的なもともとの微生物の生

息が認められるかどうかで、土壌環境への影響を調

査することができる。自然環境中のみならず、微生物

*産業技術総合研究所，National Institute of Advanced Industrial Science and Technology (AIST)
研究グループ長，Research Group Leader，博士（理学），Doctor of Science
（公社）日本分析化学会，The Japan Society for Analytical Chemistry
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を活用した各種処理システムに対しても、微生物叢

の相違に着目することで評価が可能である。

我々の研究グループでは、環境微生物の機能に着

目し、廃棄物から有価物を生み出す技術や環境中有

害物質の高効率処理技術の開発に取り組んできた[3-
6]。合わせて、環境に生息する生物由来の生体物質情
報を環境バイオマーカーと名付けて、これを指標に

その環境が望ましい状態かどうかの評価手法の開発

も進めてきた。特に、生物由来の DNAや RNAに着
目することで、生物種やその営みの詳細を解析し環

境状態を理解することができる[7]。また、環境バイ
オマーカーを「いつでも・どこでも・誰でも」環境の

現場で利用できる迅速簡便な手法の開発にも取り組

んできた[8-11]。本講演では、環境微生物の機能理解
に向けた次世代シーケンサー解析とこれを活用した

微生物処理装置の制御技術およびその状態把握のた

めのセンサデバイス開発について最新情報を紹介す

る。

２．微生物による環境改善とその次世代シーケンサ

ー解析による環境把握[3, 4] 
現在注目を集めている環境問題では、特に廃棄物

が自然環境に与える影響に厳しい目が向けられてい

る。これまで環境問題への取り組みでは、物理的・化

学的な手法によるものの他、微生物の機能を活用し

た取り組みが進められている。下水処理に使用され

る活性汚泥は、100年以上にわたり利用されてきた歴
史がある。これは、微生物が生きていくために行って

いる代謝活動の過程で、廃棄物が分解・吸収分離され

ることで、汚水が浄化されるためである。現在では、

国内の生活排水はほぼ全て活性汚泥により処理され

る他、産業廃水の多くも同技術で処理されており、現

代社会に不可欠なインフラの一翼を担っている。

しかしながら、活性汚泥には数千種類以上の微生

物が存在して複雑なコミュニティを形成しており、

その水処理メカニズムは未解明の部分が多い。その

ため予期せぬトラブルが尽きないのが現状である。

例えば、生物難分解性の重油はしばしば廃水に混入

するが、低濃度でも活性汚泥の微生物活性を阻害す

る。このようなトラブルはこれまでプロセス管理者

の経験に頼って解決されてきたが、廃水処理に掛け

られる莫大なエネルギーコスト（例えば下水処理は

国内年間消費電力量の約 0.7%）を考えると、根本的
な問題把握や問題解決の効率化が必要とされている。 
そこで、次世代シーケンサーに基づく遺伝子発現

解析法を活用して微生物遺伝子の多様性を評価する

ことで、重油含有廃水の処理に用いられる実際の活

性汚泥を対象に、微生物群による重油分解の機構お

よび重油が水処理活性を阻害する機構の解明を目指

し、活性汚泥の適切な診断方法の確立に取り組んだ。 
ベンチトップサイズの活性汚泥処理槽を用いて重

油含有廃水の処理実験を行った。２つの処理槽に同

じ活性汚泥を加え、重油濃度を段階的に上げながら

添加したところ、同じ条件での運転にも関わらず、２

つの処理槽の処理能力に大きな差が生じていた。こ

の原因解明のため、遺伝子発現解析を行ったところ、

酸素が常に供給されているにも関わらず、酸素を使

わない嫌気的な分解反応が主要であることが分かっ

た。しかしながら、この嫌気的条件下で働く重油分解

菌の遺伝子発現量は２つの処理槽で大きな差はなく、

他の要因の方が大きいことが示唆された。

詳細な解析から、本処理槽で働く重油分解菌は硝

酸イオン（NO3
–）を使用した呼吸によりエネルギー

を得ていること、およびこの NO3
–は活性汚泥中の硝

化細菌が汚泥中のアンモニア（NH3）から生産してい

ることが分かった。また、重油処理能力の高い処理槽

では、この硝化細菌の活性が高かったため、重油分解

菌のエネルギー源である NO3
–が十分に供給され、重

油分解反応が促進されていたことが分かった。一方、

多くの微生物にとって有害である重油中の芳香族化

合物を重油分解菌が分解することで、硝化細菌が生

存できているという側面もある。すなわち、重油分解

菌と硝化細菌との間の共生関係がこの処理槽では重

要な鍵を握っていることが分かった。さらに、今回使

用した重油処理槽中の微生物の存在量を調べたとこ

ろ、重油分解菌は全体の 40%にも上る一方で、硝化
細菌は 0.25%未満と極めて少なかった。 
本研究により、活性汚泥という環境中において、微

生物が関与する重油分解メカニズムを解明し重要な

鍵微生物を明らかにするとともに、存在量がごくわ

ずかな微生物であっても重要な働きを示す鍵微生物

となりうることを証明した。

３．微生物を活用した鉱山廃水処理と次世代シーケ
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ンサー解析によるメカニズム解明[5, 6]
日本国内の休鉱山跡地では、重金属イオンや硫酸

イオンを含む酸性の鉱山廃水が発生するため、環境

保護のためには廃水処理が将来に渡って継続して実

施する必要がある。廃水処理では化学薬品などを用

いた中和処理が一般的であるが、近年は微生物活性

を利用した低コスト・低環境負荷の処理技術が注目

されている。特に、農業廃棄物であるもみがらと米ぬ

かを用いてそれぞれ微生物の担体と栄養源として活

用し、硫酸還元菌の働きによって重金属イオンを除

去する処理方法は、大きなアドバンテージを有する。 
処理装置内では主に２タイプの微生物が活動する

ことが分かっていた。１つは有機物の分解菌であり、

米ぬかを分解して微生物の栄養源となるよう低分子

化する。もう１つは硫酸還元菌であり、低分子有機物

を栄養源として硫酸イオンを硫化物イオンに還元す

る。生成された硫化物イオンは重金属イオンと反応

して金属硫化物となり、これにより重金属イオンは

沈殿として除去される。これらの微生物は担体であ

るもみがらに定着して増殖する。

しかしながら、処理装置内には数千種類以上の微

生物が存在し、しかも複数種類存在する硫酸還元菌

のうちどの微生物が重要な働きをしているか不明で

あったため、装置を安定的に維持する方法は未解明

であった。そこで、次世代シーケンサーに基づく微生

物解析法を活用して、処理装置内の重要微生物の特

定とその情報を元にした装置運転条件の最適化と安

定効率化を目指した。

一般的に硫酸還元菌に有利な嫌気環境を形成する

ために、処理装置の運転前に数週間の静置期間を取

ることが多い。この装置運転前の静置期間の必要性

について検討したところ、静置期間の有無に関わら

ず硫酸還元菌は十分に定着し処理性能を十分発揮す

ることが分かった。すなわち、静置期間は省略可能で

あり処理の開始を数週間早められることが分かった。 
次に、装置に導入する鉱山廃水の流量に着目した。

導入流量が多いほど処理能力は増加すると期待され

たが、実際には一定の流量以上だとかえって重金属

の除去能力が低下することが判明した。微生物解析

を行ったところ、除去能力が変わらなかった条件で

は硫酸還元菌 Aの存在量が多かったが、能力が低下
した条件では硫酸還元菌 B の存在量の増加が見られ

た。詳細な検討により、硫酸還元菌 B は分解不十分
な有機物を栄養源とする菌であることから、流量が

多いと有機物の分解が進まないために増殖したと考

えた。また、硫酸還元菌 B は嫌気度が低い環境では
弱いことから、硫酸の還元活性が低下し、したがって

重金属イオンの除去能力が低下したと考えた。

さらに、栄養源である米ぬかの量が、装置内に十分

量存在することで、硫酸還元菌 Aの増殖を維持でき
ることを見出した。

本研究により、重金属イオンの除去処理では、装置

内嫌気度の変化に強い硫酸還元菌 Aが鍵微生物であ
ること、およびこれを維持するよう条件制御するこ

とで、長期的な安定運転が期待できることを明らか

にした。

４．迅速簡便な環境把握を目指した核酸センサアレ

イ開発[8-11]
このように、特定の環境で生息している微生物を

始めとする生物の営みを次世代シーケンサーに基づ

く遺伝子解析により、どのような種がどのくらいの

存在比で生息しているかがわかる。同時に、環境の嫌

気性条件や有害化学物質の存在、栄養源の有無など

により、活性化する微生物や遺伝子が大きく変化す

るため、環境状態と鍵となる生物や遺伝子との関連

について理解が進む。本手法を用いることで、これま

でブラックボックスだった処理装置内環境のメカニ

ズムを明らかにすることができるとともに、装置以

外の一般環境の複雑な状態についても、幅広く評価

することができると期待される。

一方で、環境特徴的な鍵生物や鍵遺伝子を指標と

して実際に環境評価を行う際、特定の遺伝子が検出

されるかどうかを調べたい場合には次世代シーケン

サーを使った遺伝子解析は性能過多である。実際、上

記で挙げた微生物処理槽や廃水処理装置が実働して

いる環境は、工場に設置されたプラント内部であり

山深い僻地である鉱山跡地である。このような環境

から試料を採取して次世代シーケンサーが設置され

たラボに持ち込むのは、試料採取の簡便さに比べる

と大きな労力と時間が掛かり過ぎる。

そこで、当研究グループでは、このような鍵生物や

鍵遺伝子を環境試料の採取現場で迅速簡便に評価す

る手法を検討してきた。特に、対象遺伝子を標識化な
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しに配列選択的に認識し、この認識イベントを電気

化学信号に直接変換して情報収集することで、迅速

簡便性の高いセンサデバイスの開発を進めてきた。

そこで、標的核酸に対して相補的な配列を有する

核酸をプローブ核酸とし、両者の間の二重らせん形

成を核酸の有する負電荷や柔軟性などの物理化学的

な性質を利用することで、標的核酸の標識化をせず

に検出する原理を考えた。これにより、従来は分光器

などで検出するために必要だった標的核酸への標識

団の導入工程を省けるのみならず、使用する試薬を

減らすことができるため、迅速簡便性および可搬性

の向上に大きく貢献する。複数の遺伝子挙動を調査

するため、384 個のマイクロ電極を 1 チップ上に有
するマイクロ電極アレイを作製し、各電極にプロー

ブ核酸を表面固定化してセンサアレイを作製した。

環境指標となるいくつかの遺伝子を環境バイオマ

ーカーとしてセンサアレイでの検出を実施した。ヒ

ト細胞における内分泌攪乱物質の曝露により発現量

が増加する遺伝子および化学物質慢性曝露による肺

がん罹患の診断バイオマーカーとなる遺伝子を取り

上げ、これらの相補配列を有するプローブ核酸を合

成して表面固定化することで、センサアレイを作製

した。遺伝子配列を有するオリゴ DNA である標的
DNA およびミスマッチを有するオリゴ DNA である
非相補 DNAを模擬試料として用いたところ、各セン
サは標的 DNA に対して大きな応答を示したが非相
補 DNAでは応答をほとんど示さなかった。また、標
的領域を含む PCR 増幅産物についても検出できた。 
本研究では核酸を検出対象としたセンサアレイに

より、環境指標となる遺伝子配列の検出に成功した

が、他にも環境水中に含まれる細胞由来の DNAの検
出、魚類が生息している水環境由来の環境 DNAなど
についても検出に成功した。現在、微生物処理装置内

部の環境評価のための環境微生物の鍵遺伝子を検出

するためのセンサアレイの開発に取り組んでいる。

５．おわりに

これまで環境研究は、どちらかといえば生み出す

価値の少ない産業であるという考え方が根強く、企

業からの投資額の少ない研究分野の１つであった。

近年は昨今の SDGs の対する意識の高まりを受け、
環境評価・環境対策をより積極的に取り組もうとす

る企業が増えてきた。

本稿で示したように、次世代シーケンサーによる

網羅的な解析により、環境微生物を仲介役とした環

境状態把握がより現実的になってきており、企業か

らの依頼案件の増加も身近に感じている。それだけ

に、実際の評価には環境現場で活用できる迅速簡便

な手法が強く望まれている。近年、ポータブル型のシ

ーケンサーが登場したが[12, 13]、環境バイオマーカ
ーなど鍵遺伝子の検出有無に基づく環境診断では配

列の決まった遺伝子の検出が必要であり、その意味

では"focused array"であるセンサアレイによる運用が
現実的であろう。環境バイオマーカー開発とこれを

迅速簡便に検出し活用するためのデバイス開発を

「車の両輪」と考えて進めていくことが重要だろう。 
本稿の執筆の機会を与えて下さいました関係者各

位に深く御礼申し上げます。
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S-01 COVID-19からの復興と環境工学の役割

－建築物における感染症対策と温暖化対策の両立－ 
Reconstruction from COVID-19 and the Role of Environmental Engineering 

-Balancing Infectious Disease Countermeasures and Global Warming Countermeasures in Buildings-

林 基哉* 
Motoya Hayashi 

ABSTRACT: 
The pandemic of COVID-19 claimed many lives and had a profound impact on society, economy and culture 
in the world. During the last three years, the Japanese government implemented emergency measures while 
scrutinizing limited information about this virus. From the beginning of the pandemic, ventilation measures 
were shown to prevent aerosol transmission. However, ventilation measures affect energy consumption and 
thermal environment, so balancing them has become an issue. The pandemic revealed a warning bell about the 
importance of balancing building hygiene and measures to prevent global warming. Toward the post-corona 
age, more interdisciplinary research and technological development has become necessary. 

Keywords: COVID-19, aerosol infection, energy saving, building hygiene 

１．はじめに

2019 年 11 月に中国武漢で原因不明のウイルス性

肺炎が確認され、2020 年 3 月に WHO はパンデミッ

ク相当とした。3 年間に、世界で 7 億 6 千万人が感

染し 1%が死亡、日本で 3 千万人が感染し 0.2％が死

亡した。世界の社会、経済、文化に大きく影響した。

日本では2020年2月に横浜港のクルーズ船で集団感

染が確認された後、各所で集団感染が発生した。厚

生労働省は 2020 年 3 月 1 日に「新型コロナウイルス

の集団感染を防ぐために」1)を公表、集団感染の共

通要因として、換気が悪い、人が密に集まって過ご

す、不特定多数の人が接触する、を挙げた。建築物

の室内空気環境は、従来から医療看護、公衆衛生の

基礎であり、日本では 1970 年に建築物衛生法 2)が施

行され、建築環境衛生を維持する体制が設けられた。

2013 年 4 月 13 日、新型インフルエンザ等対策措置

法が施行され、国民、企業、医療、行政等に様々な

対応を要請・指示する措置が示された。それ以前に

も危険性が高いウイルス等を扱う研究施設や医療施

設では空気感染を防止する基準があったが、新型コ

ロナウイルス感染症（COVID-19）に対し、建築物一

般にその基準を適用することは不可能であり、窓開

け換気や在室密度抑制など応急対策が必要となった。 
地球温暖化は生態系変化や永久凍土融解による新

興・再興感染症のリスクを高めると指摘されており、

パンデミック抑止のためにも地球温暖化対策は重要

である。1970 年代の石油危機後に建築物の省エネル

ギー技術が向上してきたが、近年の建築物衛生法の

立入検査では、省エネルギーに伴う換気不良が指摘

され 3)、シックビル症候群及び感染症リスクが懸念

されていた。COVID-19 のパンデミックによって、

建築物の感染症対策と省エネルギーの両立が最重要

課題となった。2021 年、住宅・建築 SDGs 推進セン

ター（IBECs）は、『ポスト COVID-19 に向けた建築・

設備におけるウイルス感染症対策と省エネルギーの

両立 Ver.1』4)を公表、最終的にはガイドラインを公

表する計画である。

２．COVID-19 と建築環境衛生 
日本では、図 1 のように陽性者数が増減を繰り返

し、死亡者数は陽性者数に対応した。感染拡大、医

療逼迫の状況を踏まえた緊急事態宣言に呼応し、陽

性者数が抑制された。新たなウイルスは感染力や重

症化リスクが不明であるため、感染事例の限られた

情報から対策立案が必要となる。

パンデミック当初、主感染経路は接触感染とされ

たが、国内クラスター調査、海外知見により、飛沫

感染が主で空気感染が否定できないことがと指摘さ

れた。このような見解の変化の中、日本では「マイ

クロ飛沫感染」、「エアロゾル感染」等の表現が使わ

*北海道大学大学院工学研究院，Hokkaido University Faculty of Engineering
教授，Professor，工学博士，Doctor of Engineering
（一社）日本建築学会，Architectural Institute of Japan
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れた。いずれも明確な定義がないまま、その対策が

求められ、マスク、換気、人との距離、飛沫防止パ

ーティションが推奨された。対策を具体化するため

に建築物の換気性能を想定する必要が生じたが、換

気に関する基準を満たさない、或は大幅に換気量が

少ない建築物が存在していた。特定建築物における

建築物衛生法の空気環境基準に対する適合状況は行

政報告例によって公表されており、2000 年以降、図

2 に示すように温度、相対湿度、二酸化炭素の含有

率（以後、二酸化炭素濃度）の不適率が上昇してい

た。特定建築物と同様に建築物全体の換気不良も懸

念されていた。3)  
空気環境基準の検討において、相対湿度下限値

40%、温度下限値 18℃を維持し、二酸化炭素濃度基

準 1000ppm を超えないことが、インフルエンザの予

防に資すると考えられていた。二酸化炭素濃度上昇

の原因には人の過密と換気量不足があり、一人当た

りの換気量を維持することは、インフルエンザの予

防に寄与する。COVID-19 に与える温湿度の影響は

不明であったが、建築物衛生法の空気環境基準は

COVID-19 の予防の最低条件基本と考えられた。 
厚生労働省は、2020 年 2 月 25 日にクラスター対

策班を設置し、個別のクラスター感染の拡大抑止を

図りつつ、クラスター感染の要因分析に基づき 3 月

1 日に「新型コロナウイルスの集団感染を防ぐため

に」を公表した。1）その中で、換気対策の必要性が

示された。2020 年 3 月 30 日に「商業施設等におけ

る『換気の悪い密閉空間』を改善するための換気に

ついて」5）を公表し、建築物衛生法に対応した換気

量の確保と換気設備の調整や窓開けによる換気量の

増加を推奨した。6 月 17 日に「熱中症予防に留意し

た『換気の悪い密閉空間』を改善するための換気に

ついて」6）を公表し、11 月 27 日に「冬場における

『換気の悪い密閉空間』を改善するための換気の方

法」7）を公表した。これらの夏と冬の対策では、建

築物衛生法に準じて温度を 18～28℃、相対湿度を 40
～70％の範囲に維持することに留意しながら換気対

策を行うことを推奨した。これらの背景には、既存

住宅をはじめとした建築物の低断熱・低気密、暖冷

房設備の未整備、温熱環境に関するリテラシーの不

足にともなう熱中症や外気温の低下に伴う健康リス

クが憂慮されていたことがあった。2021 年 4 月 7 日

に、クラスター感染が発生した病院における空調換

気調査の結果に基づき、事務連絡「新型コロナウイ

ルス感染症の治療を行う場合の換気設備について」

を発し、換気空調設備の点検と対応を求めた。8) こ
れらの対策は、建築物衛生法の空気環境基準を少な

くとも満たすことを求めたに等しかった。

国立感染症研究所は 2022 年 3 月 28 日に、「新型コ

ロナウイルス(SARS-CoV-2)の感染経路について」9）

を示し、「エアロゾル感染」を空中に浮遊するウイル

スを含むエアロゾルを吸い込むことによる感染と記

した。新型コロナウイルス感染症対策分科会は、2022
年 7 月 14 日に「感染拡大防止のための効果的な換気

について」10),11)を公表し、図 3 に示すようにエアロ

ゾル感染を室内気流の風下のエアロゾル感染と空間

内に拡散充満したエアロゾルによる感染に分け、両

図１COVID-19 の推移（厚生労働省集計より作成） 

図 2 室内空気環境の不適率（特定建築物） 

図 3 エアロゾル感染対策の換気 
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者を踏まえた効果的な換気方法を推奨した。換気量

の確保に加え、空気の流れを考慮することを推奨し

た。建築物衛生法の空気環境基準のみでは満たせな

い条件を求めるに至った。

多くの国民が換気対策の重要性を理解し、多くの

建築物で実施された。住宅では冬期においても窓開

け換気が行われ、オフィスでは換気量の増加や在室

密度の抑制が行われた。この対策は、暖冷房エネル

ギー消費を増大させたと考えられている。12),13) 

３．建築物におけるウイルス感染症対策

COVID-19 は、医学、感染症学、ウイルス学の分

野のみの対策では不十分であることを明らかにした。

ほとんどの感染が起きる建築物では、接触感染、飛

沫感染、空気感染のすべてに配慮することが求めら

れ、建築計画、建築環境、建築設備、建築材料など、

様々な視点が必要で、建築計画では、ウイルスを持

ち込まない、広げないための間取りや動線、建築環

境では、空気環境や温熱環境、建築設備では、空調

換気、空気清浄、衛生設備、建築材料では抗ウイル

ス材など、多分野の連携が必要である。

図 4 は、建築物の躯体・設備とその維持管理によ

って形成される室内空気環境によって感染リスクを

制御する機序を示している。感染者のウイルス発生

量、換気や空気清浄の効果、温湿度、マスク利用、

滞在時間等によって、在室者のウイルス吸引量が異

なる。ウイルス発生量は感染者の症状や行為によっ

て異なると共に、感染者の在室確率は市中感染の状

況や建物用途によって異なる。感染リスクは、被感

染者の抵抗力によっても変わる。しかし、どのよう

な場合でも、建築物の躯体・設備とその維持管理が、

感染リスクと関連する。このような、感染機序を踏

まえた建築物の躯体・設備とその維持管理の在り方

を再考する必要がある。技術開発とその効率的利用、

投資効果の推定、効果の検証が必要であるが、その

基礎としてウイルス感染症対策の要点を整理し、対

策全体に関する評価方法が必要である。

４．ウイルス感染症対策と省エネルギーの両立

建築物内のエアロゾル感染の制御は、建築物衛生

法の空気環境基準を基本とすることが妥当であるが、

市中感染拡大時や建築物内での集団感染発生時など、

リスクに応じたさらなる対応が必要となる。ウイル

ス感染症対策の観点では平時から強い対策を講じる

ことが望ましいが、換気量増加、在室密度の抑制に

よる対策は、暖冷房、照明、動力などのエネルギー

消費の効率を低下させるなど、コスト、省エネや低

炭素に係る副作用を大きくする可能性がある。個々

の建築物内のウイルス感染症リスクを適切に想定し、

そのリスクに応じて対策レベルを変える臨機応変が

可能な体制が必要である。例えば、事務所、住宅、

教育施設、医療施設、福祉施設などの建築物では利

用者の不特定性、利用時間、密度、行為などが異な

り、それぞれ特有の解が存在すると考えられる。

図 5 に、ウイルス感染症対策と省エネルギーを両

立させるための構図を示す。この両立の根底にある

のは、ウイルス感染症によるパンデミックのリスク

と、気候変動や災害などの温暖化に係るリスクであ

る。しかし、パンデミックのリスクは計り知れなく、

地球温暖化のリスクを計ることも極めて難しい。ウ

イルス感染症対策の工程は、同図に示すように感染

リスクの想定、対策技術の開発、投資効果の推定、

対策技術の実装、実質評価であると考えられるが、

いずれも途上であり今後の課題である。温暖化対策

に関しては、国際機関や国が SDGs 及び低炭素の目

標を提示しており、省エネルギーに関する数値目標

を設定することは事実上可能である。これらの目標

を踏まえて、建築物における両立を具体化する必要

があるが、そのためには、感染リスクの想定のため

に感染力レベルの評価法が必要であり、対策技術の

開発には、ウイルス・感染リスクのモニター、感染

リスクの低減、マネージメント等の多面的な対策技

術の開発が必要である。感染リスクの想定から実質

評価まで展開され、フィードバックによって工程全

図4 建築物とCOVID-19の拡大 

建築物

ウイルスの挙動室内環境

感染対策
（消毒・捕集・攪拌等）

感染リスク
（ウイルス濃度）

ウイルス放出空気環境
（換気・フィルター等）

温熱環境
（温湿度等による不活化）

感染者

感染
（ウイルス吸引）

感染者

用途・利用状況
（行為、滞在時間等）

躯体・設備、維持管理状況
（用途 築年数 地域等）

市中感染
（感染拡大）
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体が醸成されることで、ウイルス感染症対策を踏ま

えた建築環境衛生が具体化すると考えられる。省エ

ネ・低炭素と建築環境衛生の双方を踏まえ、建築物

の躯体・設備の設計、施工から維持管理まで効率的

に実現する方法を見いだし、ウイルス感染症対策と

省エネルギーの両立が可能になることが期待される。 

５．おわりに

建築物は、建築後長期にわたって使用される。そ

の長い期間を見据えてウイルス感染症への備えをど

の程度重視すべきかを判断するのは非常に難しい。

パンデミックの発生頻度が高まるとの指摘を踏まえ

れば、省エネルギーを図りながら感染リスクに応じ

て効果的なウイルス感染症対策を実施する方法を提

示することが急務であり、建築分野に限らず、生活

環境を支える環境工学をはじめとした幅広い分野の

貢献が必要である。この COVID-19 のパンデミック

では、日本建築学会等の学会、関係団体、企業が調

査研究、技術開発、情報発信、行政協力を迅速に行

ったことで、建築物における対策が進んだ。ポスト

COVID-19 に向けて、今後も産学官の協働が重要で

あることを、最期に記す。
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図 5 建築・設備におけるウイルス感染症対策と省エネルギーの両立 
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P-01 マテリアルズ・インフォマティクスが加速する機能性材料開発
Materials informatics accelerates development of functional materials. 

畑中美穂* 
Miho Hatanaka 

ABSTRACT: 

In recent years, the research field of “Materials Informatics”, in which machine learning is used for materials 

development, has expanded greatly. Focusing on luminescence intensities of cyclometalated iridium (III) 

complexes, this talk will describe the procedure of materials development using machine learning: data 

collection, machine learning model construction, and extraction of physical meaning from the model. This 

research approach can be applied to materials development in various fields, such as renewable energy 

utilization and decarbonization, and is expected to contribute to accelerated development. 

Keywords: Machine learning, Transition metal complexes 

１．はじめに 

近年、機械学習を材料科学の分野に活用する試み

―マテリアルズ・インフォマティクス―が大きな広

がりをみせている。機械学習の用途は多岐にわたり、

材料の物性予測や、実験条件の最適化、多次元デー

タの解析、異常検知など、様々な応用例が報告され

ている。特に、材料の情報から物性を計算する機械

学習モデルは、第一原理計算よりも高速に未実験の

材料の物性を予測できるため、計算機内でのハイス

ループットスクリーニングを可能にし、材料開発加

速に貢献できると期待されている。本稿では、機械

学習を用いる材料の物性予測について簡単に説明し

た後、イリジウム錯体の発光材料に関する我々の最

近の研究例を紹介する。 

２．機械学習を用いる材料の物性予測 

まず、機械学習を用いる材料の物性予測の一般的

な手順を説明する。図１に示すように、機械学習に

よる予測の手順は、データの用意 (Step 1)、学習モ

デル構築 (Step 2)、モデルを用いる予測 (Step 3)の 3

つの段階に分けられる。まず Step 1では、材料の情

報(説明変数 x)とその物性値(目的変数 y)のデータを

用意する。xと yが数値で表現されていれば、xと y

の間の相関モデル𝑦 = 𝑓(𝒙)を機械学習を用いて構築

する (Step 2)ことができる。ここで、材料の情報の

数値表現を「特徴量」または「記述子」という。特

徴量にどのような数値セットを用いるかは、材料の

種類に応じて研究者が選択する必要がある。例えば、

材料が三種の金属 A, B, Cから成る合金 ApBqCrの場

合は、組成比(p, q, r)ベクトルを特徴量に用いればよ

い。分子の場合は、分子量や部分構造の有無、LogP(オ

クタノール/水分配係数)、TPSA(トポロジカル極性表

面積)といったケモインフォマティクス分野で用い

られてきたパラメータがよく用いられる。これらの

パラメータは、オープンソースパッケージ RDKit[1]

から簡単に取得できる。また、量子化学計算によっ

て得られる量(軌道のエネルギーや双極子モーメン

ト、最適化構造パラメータど)を特徴量に用いる場合

もある。一度、x と y のデータセットが準備でパラ

メータ Step2の機械学習モデルの構築に進む。Step1

で集めたデータ数が非常に多い場合は、深層学習や

アンサンブル学習などの複雑なモデルも有用である

が、データ数が比較的少ない場合は、なるべく単純

なモデル(線形回帰や制約つき線形回帰、部分最小二

乗回帰など)を用いることが望ましい。機械学習モデ

ルの作成は、scikit-learn[2]をはじめとする機械学習の

ライブラリが無料公開されているため、様々なアル

ゴリズムを用いた機械学習モデルを構築することが

できる。最後に、未知の材料の特徴量をモデルに代

入することで、それらの物性値を予測する (Step 3)。

特徴量 xを簡単に算出できる量に限定しておけば、

コンピュータ内での高速なハイスループットスクリ

ーニングが可能になる。 
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図 1. 機械学習を用いる材料の物性予測 

Step3 において、新材料の入力データを効率よく

リストアップするには、候補となる材料を自動で列

挙するシステムが不可欠である。合金 ApBqCrの場合

は、組成比(p, q, r)にランダムな数値を当てはめれば

良い。分子の場合は、データベース(PubChemや ZINC

など)に掲載されている分子データを利用するか、予

め用意しておいた母骨格に置換基を導入することで

新しい分子を発生させることが多い。例えば、アン

トラセン誘導体を多数列挙したい場合、アントラセ

ンの SMILES に対して、図 2 に示すように置換基の

SMILES を挿入していけば、アントラセン誘導体(一

置換体や多置換体)の SMILESを生成できる。

図 2. SMILES による誘導体構造生成 

３．事例紹介：イリジウム錯体の発光量子収率 

金属錯体の場合、配位数が 6以下の構造であれば、

SMILES によって分子構造を指定することができる。

ここでは、シクロメタレート型 Ir(III)錯体を例に、

発光量子収率(LQY)を予測する機械学習モデルを構

築し、新規 Ir 錯体の LQY 予測や、LQYを決める因

子を明らかにした例[3]を紹介する。 

シクロメタレート型 Ir(III)錯体は、緑色の強いり

ん光を示し、有機 EL 材料として用いられている。

Ir 錯体の発光量子収率は配位子に依存し、三重項励

起状態(T1)の五配位構造と六配位構造のエネルギー

差と正の相関を持つことが報告されている。[4] 五配

位構造とは、配位子内の単結合の回転に伴う配位結

合の切断によって生じる構造であり(図 3)、一重項基

底状態(S0)への失活の原因となるポテンシャルエネ

ルギー曲面の交差点と非常に近い構造をもつ。[3] そ

のため、多数の Ir 錯体について、五配位、六配位

構造のエネルギーを調べることができれば、望む

LQY を持つ錯体を探索できる。しかし、このような

量子化学計算のコストは高い。そこで、本研究では、

多数の Ir 錯体の三重項五配位、六配位構造の量子

化学計算データ蓄積プログラムを作成し、LQY を予

測する機械学習モデルの構築を目指した。 

図 3．配位子内の結合回転に伴う配位構造変化 

3.1. Ir錯体データの収集 

 まず、14 種類の配位子の基本骨格を用意し、その

誘導体を含めた計 116 個の配位子の SMILES 表

記(入力 A)を用意し、これらを配位子に含む Ir 錯体

の SMILES(入力 B)も作成した。さらに、五配位構

造において、回転に関わる原子の通し番号と 

SMARTS 表記(入力 C)を作成し、これらを入力ファ

イルとした。入力 B を CORINA プログラム[5]に用

いることで、Ir 錯体の六配位構造の三次元構造を生

成した。さらに、この構造と入力 C を Obrotate プ

ログラム[6]に適用することで、Ir 錯体の五配位構造

の三次元構造を生成した。得られた三次元構造を初

期構造とする構造最適化を GRRM プログラム[7]を

用いて行い、そのエネルギー差Eを計算した。さら

に、機械学習に用いる特徴量用に、入力 A と Bから

RDKit プログラムを使って得られるパラメータと

S0 の DFT 計算で得られるパラメータを算出した。

この一連の流れを全 116 種の Ir 錯体に対して自

動的に計算できるよう、プログラムを作成した。な

お、DFT 計算の汎関数にはB97XD を用い、Ir に

は SDD 有効内殻ポテンシャルとそれに対応する基
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底関数を、その他の原子には cc-pVDZ 基底関数を

用いた。 

3.2. 機械学習モデル構築 

 T1 における五配位構造と六配位構造のエネルギ

ー差E を目的変数、S0 の最安定構造と配位子(一分

子)のパラメータ(軌道エネルギー、部分電荷、体積、

構造パラメータなど)を説明変数とする回帰モデル

の構築を試みたが、予測精度が低かった。ここで、9

種類の Ir 錯体の LQY の実験値[4]とE をシグモイド

関数でフィッティングした。(図 4青線) 

LQY =
1

1 + exp(−0.75 ∙ ∆𝐸 − 2.36)

この式に、3.1 で求めたE を代入することで、116

種の錯体の LQY 値を得た。LQY のデータの分布を

調べたところ、図 5に示す通り、LQY 値が 0 と 1の

近傍に局在化していた。このような局在化したデー

タを対象とする場合、回帰よりも分類の方が適切で

ある。(予測精度の高いモデルを作りやすい。) 

図 4. LQY の実験値[4]と五・六配位構造のエネルギー

差E の関係 . 図中の番号は錯体の通し番号 . (1: 

Ir(ppy)3, 2: Ir(ppz)3, 3: Ir(ppz)2(ppy), 4: Ir(F2ppz)2(ppy), 

5: Ir(ppz)2(F2ppy), 6: Ir(F2ppz)2(F2ppy), 7: Ir(F2ppy)3, 8: 

Ir(F2ppz)3, 9: Ir(flz)3) 

図 5．116種の Ir 錯体の LQY のヒストグラム 

 そこで、LQY が高い(>0.5)グループと低い(≤ 0.5)

に分類するモデルを、scikit-learn[2]に実装されている

機械学習アルゴリズムの一つである線形サポートベ

クターマシン(linear SVM)を用いて構築した。116個

のデータを 80 % : 29 % (92個と 24個)に分け、92個

を訓練データ(分類モデルの作成に利用するデータ)、

24 個をテストデータ(分類モデルの予測精度を調べ

るデータ)とした。その結果、図 6 に示す通り、訓練

データ、テストデータ共に正解率が 83%であり、比

較的良好な予測精度を持つ分類モデルができた。言

い換えると、未検討の Ir 錯体の SMILESを用意すれ

ば(厳密には、SMILES から六配位構造を作成し、S0

の電子状態計算のみ行えば)、83%の確率で LQY が

高いか低いかを予測できるようになった。この予測

結果を元に、実験検証に進むべきか否かを判断すれ

ば、無駄な実験を削減することが可能になるため、

低コスト・短時間での材料開発に貢献できると言え

る。

図 6. 訓練データとテストデータの正誤データ数 

 さらに、得られたモデルに対する各特徴量の貢献

度を解析することで、LQY を決める因子を抽出する

こともできる。図 7 に示す通り、このモデルに最も

大きく寄与するのは、配位子の LUMO のエネルギー

準位であり、LUMO のエネルギーが高いほど LQY

は小さくなると読み取ることができる。これは図 3

に示す T1 の性質から理解することができる。配位

子の LUMO のエネルギー準位が低い場合、S0 から

T1 への電子励起先は配位子の空軌道になるため、T1

はMLCT(metal-to-ligand charge transfer)遷移型の性質

を持つが、配位子の LUMO のエネルギー準位が高い

場合、Ir の空 5d 軌道の方が安定になるため、T1 が

d-d遷移型の性質を持つ。MLCT 型と d-d遷移型の三

重項励起状態の安定構造は、それぞれ六配位、五配

位構造である。このことから、配位子の LUMO が高

いほど、T1 が d-d 遷移型の性質を持ち、T1 からの
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失活の起こりやすい五配位構造が安定になるため、

LQY が小さくなったと解釈することができる。以上

のことから、構築したモデルは、化学的な知見と矛

盾のないモデルであったと言うことができる。 

図 7. 分類モデルに対する各特徴量 xの寄与 

４．おわりに 

本稿では、Ir 発光錯体を例に、機械学習を取り入

れた強発光体のスクリーニング方法について述べた。

この方法は、金属錯体材料に限らず、様々な材料に

応用可能であると考えられる。今後、再生可能エネ

ルギー利用や脱炭素化に向けて必要となる材料の研

究・開発の場にもマテリアルズ・インフォマティク

スの方法論が導入され、従来よりも短時間・低コス

トで開発が可能になることを期待している。
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P-02 持続可能な社会実現に向けた食品ロス

および消費者の行動に関する研究 
Research on food waste and consumer behavior for a sustainable society 

野々村真希* 
Nonomura Maki 

ABSTRACT: 

Household food waste has gained attention as a serious problem. In this report, based on a review of existing 

studies, I present the types of consumer behavior that lead to household food waste by dividing it into six stages: 

buying, storing, cooking, eating, managing and disposing. I also designed an online cooking intervention to 

reduce household food waste, taking into account that it can reach people who are not very interested in reducing 

food waste and that it can be widely implemented in the real world. The results are also reported. 

Keywords: household food waste, consumer behavior, intervention 

１．問題意識と課題 

SDGsにおいて「2030年までに小売・消費レベルに

おける 1 人当たりの食料廃棄を半減させ、収穫後損

失などの生産・サプライチェーンにおける食料損失

を減少させる」との目標が盛り込まれた。持続可能な

社会実現にむけて、食品ロスの削減は今日の重要な

課題となっている。 

食品ロスはフードチェーンの様々な段階で発生し

ている。日本では 2020年度に 522万トンの食品ロス

が発生したが、そのうち食品製造業の食品ロスは 121

万トン、食品卸売業 13 万トン、食品小売業 60 万ト

ン、そして家庭からの食品ロスは 247 万トンであっ

た 1)。フードチェーンの下流へいくほど食品の流通

に要するエネルギーは多くなり、また食品ロスのリ

サイクルは難しくなる。そこで筆者は、フードチェー

ンの最も下流である家庭段階の食品ロスに注目して

これまで研究を行ってきた。 

家庭の食品ロスを削減するためには、消費者のど

のような行動が食品ロスを生み、その行動の背後に

どのような事情や意識があるのかをよく理解する必

要がある。また、食品ロス削減行動を促すための介入

方法にも工夫が必要である。環境配慮行動研究では

環境に配慮したいとの意識が実際の行動にむすびつ

かないとたびたび指摘されており、同様に食品ロス

削減行動も簡単には進まないことが予想されるから

である。介入方法を検討するうえでは、食品ロス削減

に関心の高くない人にアプローチできることや、実

社会で広く実施し得ることも重要である。 

このような問題意識のもと本報告では、食品ロス

を生む消費者行動を概説するとともに、食品ロス削

減行動促進を目的として設計・実施した介入実験の

成果を紹介する。 

２．食品ロスを生む様々な消費者行動 

消費者が食品を調達してから処分するまでの間に

は時間的へだたりがあり、その間に消費者は食品に

対し様々な行動をとっていて、それら様々な行動が

食品ロスの発生に影響を与えている。そこで、調達か

ら処分までのプロセスを調達、保存、調理、喫食、管

理、処分という 6 つの場面に分け、食品ロスに関わ

る行動を場面ごとに整理して紹介する 2)。 

調達場面では、買い物リストを用意しない、買い物

前に在庫の確認をしない、店舗の販売促進の影響や

衝動買いにより計画外の購入をすることなどが、食

品ロスに関わる行動として挙げられる。また、いただ

き物を使い切れないケースも多く、このような食品

をいただく行為も食品ロスにつながっている。保存

場面では、冷凍保存を活用しない、鮮度を損なうよう

な方法や目につきにくい場所で保存する、不適切な

容器で保存する、などの行動が食品ロスを発生させ

ている。冷蔵庫の温度を適切に調節できていないこ

とも食品ロスにつながっている。調理場面では、下処

*東京農業大学，Tokyo University of Agriculture

准教授，Associate Professor，博士（農学），Doctor of Agriculture
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理の際に可食部分まで除去する行動や、料理の作り

すぎが食品ロスと大きく関わっている 3)。 

管理とは、調達した食品や保存している食品をど

のように使っていくか計画・調整することだが、管理

場面に関しては、食品を積極的に使い切ろうとして

いないということがあり、それが食品ロス発生に大

きく関連している 4)。そして処分場面では、賞味期限

で判断して廃棄する行動が指摘されており、まだ食

べられる食品が廃棄されていることがうかがえる。 

３．オンライン料理教室による介入 

家庭の食品ロス削減のための介入は、消費者の食

品ロス削減行動促進効果があることはもちろん、食

品ロス削減に関心の高くない人にアプローチできる

ことや、実社会で広く実施し得ることも考慮する必

要がある。そこで筆者は、一般に開催されているオン

ライン料理教室の中で、その本来のコンセプトは変

えないまま、参加者に食品ロスを減らす調理方法や

保存方法を伝える、という介入方法を提案した。料理

教室であれば、食品ロスに大きく関わる「下処理の際

に可食部分まで除去する」「食品を積極的に使い切ろ

うとしない」といった行動をターゲットに介入でき

るからである。また、オンライン料理教室とはオンラ

イン会議ツールを使って参加者が自宅の台所等から

参加する料理教室であるが、感染症の流行に影響さ

れずに実施できる上に、設備費や人件費等が抑えら

れるため、開催しやすい。さらに、一般のオンライン

料理教室であれば、食品ロス削減に関心の高くない

人も含め様々な人が参加し、開催者も様々な人・団体

に開かれている。この介入を、家庭で調理を主に担う

20 代～40 代の消費者に対して実施し、その効果を、

実施直前、1か月後、6か月後のアンケート回答の比

較により検証した。 

その結果、介入群は介入後、複数の食品ロス削減行

動の頻度、すなわち、捨てられがちな野菜可食部を利

用する頻度や、すぐ食べ切れない料理がある場合に

冷凍する頻度、レシピ通りの材料がない場合に他の

食品で代用する頻度が、実施直前に対して1か月後、

6 か月後に有意に上昇した（図 1）。食品を廃棄する

頻度は有意に低下した。対照群でも食品ロス削減行

動は促進したが、介入群の方がより大きく変化した

ことから、介入の効果が示された。 

捨てられがちな野菜可食部を利用する頻度は、若い

人や、調理技術や知識を学ぶ料理教室への参加意向

のある人で上昇しやすいことも明らかになった。こ

のことから、調理経験が浅い人の方がより行動促進

されやすいと考えられた。 

比較のために、オンライン料理教室の中で、食品ロ

スへの問題意識を高める情報（食品ロスの量や問題

点）を追加的に提供する介入も実施した。その結果、

同情報を提供する場合も提供しない場合も、同程度

の行動促進が確認された。 

シンポジウムでは上記成果をより詳細にお伝えす

る予定である。 
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P-03 グリーンリカバリー実現のための冷凍空調分野の貢献
Contribution of the refrigeration and air conditioning field to the realization of green recovery 

飛原 英治* 
Eiji Hihara 

ABSTRACT: 
Refrigeration and air conditioning equipment consumes a large amount of energy in homes and buildings, and 
the fluorocarbons used in this equipment have a large greenhouse effect. The contribution of refrigeration and 
air conditioning engineering to realize green recovery will be explained. To meet the Kigali Amendment to the 
Montreal Protocol concerning production and emission control of HFC refrigerants, a strong promotion of 
conversion to low GWP refrigerants is necessary. 

Keywords: Refrigeration and air conditioning equipment, Green house effect, Fluorocarbons, 

１．冷凍空調機器用冷媒の規制

代替フロン(HFC）はCFC、HCFCなどの特定フロンの

代替として開発され、オゾン層破壊の恐れがない冷媒と

して、冷凍空調機器用に広く利用されており、特定フロ

ンからの転換が進むにつれて、使用量や排出量が増加

しつつある。しかしながらHFCは、極めて高い温室効果

を有するフッ素化合物であることから、地球温暖化防止

パリ協定において排出削減対象ガスに指定され、排出

削減のための対策が進められている。さらに、2016年10

月モントリオール議定書第28回締約国会合(MOP28)が

ルワンダの首都キガリにおいて開催され、新たにHFCの

生産及び消費量の段階的削減義務を定めることを付加

したモントリオール議定書の改正が採択された。この改

正では先進国は、HFC類の生産・消費量を2011-2013

年の平均量から最終的には2036年までに85%を段階的

に削減する目標が定められており、発展途上国も約10

年遅れでHFC類の生産・消費量を大幅に削減すること

が求められている。図１の赤線は先進国の削減計画，

青，黒の破線は途上国の削減計画である。既存のHFC

冷媒を継続使用してはこの目標を達成できないことが

分かっている。このことから、グリーン冷媒をはじめとす

る地球温暖化への影響が極めて少ない冷媒及びそれ

らを使用した冷凍空調機器の早期開発が急務となって

いる。 

欧州は 2015 年 1 月に欧州 F ガス規制（EC 

Regulation No842）改訂を行った。この改正はこれまで

の規制の他に、用途ごとの GWP 規制やプレチャージを

含む冷媒の総量管理を含めた対策により、2030 年に

2009－2012 年の平均 CO2換算総量を 79%削減する目

標を設定している。F ガス規制のポイントは 3 つである。 

① HFC の販売側の規制（HFC 販売業者に割当を付

与して管理）。これは販売枠を与えることを意味す

るが、全体の 89%を既存業者が権利を持ち、残りの

11%を新規事業者に配分するものである。

② 輸入される空調機の冷媒も 2017 年以降は割当が

必要である。

③ 機器の冷媒の GWP 規制が段階的に実施されてい

る。

今後、F ガス規制の見直しが予定されている。プロパン

などの燃焼性の強い低 GWP 冷媒の使用が加速される
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図１ モントリオール議定書キガリ改正の HFC
冷媒の削減スケジュール
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と言われている。 

わが国では 2015年 4 月、フロン排出抑制法が施行さ

れた。この法律の基本的な方向性は、フロン類の大気

中への排出を抑制するため、フロン類の「使用の合理

化」及び業務用等製品に使用されるフロン類の「管理の

適正化」を大きな二本柱にして、製造から廃棄までライ

フサイクルの各段階において４つの対策とその取組主

体を明確にしたことである。「使用の合理化」とは温室効

果の少ないフロン類の製造や量を削減することである。

「管理の適正化」とは排出状況を把握することにより全

体の排出量を抑制することである。 以上の方向性に沿

って、「フロン類の製造業者」、「フロン類使用製品の製

造・輸入業者」、「業務用冷凍空調機器の管理者」に対

して、その責任の判断の基準となるべき事項を定め公

表している。2019 年 1 月にキガリ改正が発効し、わが国

においてもその規制への対応が迫られ、オゾン層保護

法によるHFC類の消費量の割当の削減が強化された。

図 2 に示されるように年率 10.4%のスピードで CO2換算

の HFC 類の生産量は削減される計画である。 

フロン排出抑制法に基づき、特定の製品について

は HFC ガスの使用を制限することが定められてお

り，これらの製品を指定製品と呼ぶ．表１に主要な

冷凍機器分野の指定製品の GWP 目標値と制限が開

始される目標年がまとめられている．各冷凍空調機

器で使用できる冷媒の GWP 値にキャップをはめる

ことによって，図 2 のような HFC 類の使用生産量

(万CO2-t)

19年 24年 29年 34年

▲10％
6,436

▲40％
4,291

▲70％
2,145

▲85％
1,073

2017年度

フロン排出抑制法に基づく
我が国の使用見通し（改正前）

7,152
【基準値(100%)】

5,025

36年-

▲80％
1,430

4,340
3,650

25年20年度

モントリオール議定書に基づく
消費量限度

30年

1,450

2,840

改定後の使用見通し
（R2/7/31改正、R3/4/1施行）

※ 基準値：2011-2013年実績の平均値から計算

4,754（実績）

図２ わが国の代替冷媒削減スケジュール（経済産業省資料より引用） 

表１ わが国の主要な指定製品（経済産業省資料より引用） 

指定製品 現在の冷媒 (GWP) 目標値
(GWP) 目標年

家庭用ルームエアコン R410A(2090)，R32(675) 750 2018 

店舗・オフ
ィス用エア
コン

床置型等除く、法定冷凍能
力３トン未満のもの

R410A(2090) 、R32(675) 750 2020 

床置型等除く、法定冷凍能
力３トン以上のもの

R410A(2090) 750 2023 

中央方式エアコンのうちタ
ーボ冷凍機を用いるもの

R134a(1430)、
R245fa(1030) 100 2025 

ビル用マルチエアコン R410A（2090） 750 2025 

コンデンシングユニット，冷凍ユニット
(圧縮機定格出力が 1.5kW 以下ものを除
く）

R404A(3920)、
R410A(2090) 
R407C(1774)、CO2(1) 

1500 2025 

中央方式冷凍冷蔵倉庫
（50000 m3 以上） 

R404A(3920) 
Ammonia (single digit) 100 2019 

自動車用エアコン（11 人未満の乗用車） R134a(1430) 150 2023 
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を削減することを目指している．ただし，表 1 の

GWP 目標値をクリアしても，モントリオール議定

書キガリ改正の 2029 年度規制値を満足できないの

ではないかと推測されており，適当な時期に表 1 の

見直しは避けられないと考えられている．

２．NEDO における冷媒開発研究 
地球温暖化係数GWPが低い冷媒は大気へ放出され

たのちの寿命が短く、化学的に不安定である場合が多

い。そのような物質は燃焼性を有することが多いため、

低 GWP 冷媒の使用を促進するため、科学的知見に基

づいた燃焼性のある冷媒のリスク評価の必要性が叫ば

れ、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構(NEDO)は、「高効率ノンフロン型空調機器技術

の開発」プロジェクト（2011～2016 年）の中で、燃焼性の

弱い冷媒のリスク評価を実施した。当時の高圧ガス保安

法では、燃焼性の弱い冷媒の定義がなく、燃焼性のあ

る冷媒は強燃性冷媒の中に分類され、実用化が困難で

あった。ASHRAE の安全性カテゴリーの A2L に分類さ

れる微燃性冷媒を対象として、応用機器毎にリスク評価

を行い、安全に利用するための対策の必要性を明らか

にすることを目標とした。結果として高圧ガス保安法の

見直しが行われた。

NEDOは、2018年から2022年まで次のプロジェクトを

立ち上げ、次世代冷媒の基本特性を把握し、同時に次

世代冷媒の持つ課題に対する安全性・リスク評価方法

を確立し、国内安全基準の策定や国際規格化・標準化

策定に取り組むことで、次世代冷媒を使用した省エネ

冷凍空調機器の開発基盤を整備し、製品の市場投入

に貢献することをねらいとして、業務用冷凍冷蔵機器及

び家庭用空調機器を主とする中小型規模の冷凍空調

機器に使用する次世代冷媒の安全性・リスク評価手法

を確立する研究開発を実施した。炭化水素などの強燃

性冷媒（ASHRAEの安全等級でA3冷媒）のリスク評価を

目標の一つとした。 

さらに、新たな技術が普及する期間を考慮すると、キ

ガリ改正の目標達成のためには、次世代冷媒の適用が

一部ではなされているものの普及に至っていない領域

に対し、新しいシーズ技術を踏まえた幅広い対策を実

施し、多方面から可能な限り迅速な普及を後押しする

技術開発を行うことが重要である。普及を妨げる技術課

題に対して技術開発を進め、効率の向上・適用範囲の

拡大を通して普及を促進していくことが必要不可欠であ

ることから、次世代冷媒及び次世代冷媒適用技術の開

発が助成事業として実施された。図３参照． 

結果として，プロパンなどの強燃性冷媒をルーム

エアコンに使用するときの国際的な安全基準 IEC
60335-2-40：2022，や業務用冷凍冷蔵機器に使用す

るときの国際的な安全基準 IEC 60335-2-89:2019 に

記された最大冷媒充填量や最小ファン風量などの規

制値を順守すれば，一定の安全が確保されることが

明らかになった．また，GWP が 10 未満の次世代冷

媒が国産メーカーから提案され，自己分解反応の抑

制など，安全に使用するための研究が推進された．

①基本特性評価 ②安全性・リスク評価
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図３ NEDO プロジェクト(2018-2022 年)の実施体制 
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NEDO では，モントリオール議定書キガリ改正への対

応，及び 2050 年カーボンニュートラルに向けて，HFC

冷媒の排出量を実質ゼロにすることが求められているこ

から，2023～2027 年度を事業期間として，家庭用・業務

用空調機、業務用冷凍冷蔵機器を対象とした次世代低

GWP 冷媒適用機器の普及に必要な要素機器・周辺機

器の技術開発を行なうことになった．このプロジェクトの

事業内容の詳細は承知していないが，国産の低 GWP

冷媒の実用化を目指して，総合的な研究開発が行われ

ることを期待したい． 

３．省エネ及びエネルギーの非化石化への貢献

令和 4 年 5 月従来の省エネ法は，「エネルギーの使

用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関す

る法律」に見直された。省エネ法の「エネルギー」

の定義を拡大し、非化石エネルギーを含む全てのエ

ネルギーの使用の合理化を求める枠組みに変更され

た．非化石エネルギーへの転換に関しては，大規模

需要家に対し、非化石エネルギーへの転換の目標に

関する中長期計画及び非化石エネルギー使用状況等

の定期の報告を求めている．電気の需要の最適化に

関する措置については，大規模需要家に対し、電気

の需給状況に応じた「上げ DR」・「下げ DR」の実績

報告を義務化し、再エネ出力抑制時への需要シフト

や需給逼迫時の需要減少を促している．電気消費機

器（トップランナー機器）への電気需要最適化に係

る性能の向上の努力義務を課した．現行の需要平準

化に資する性能の向上が見直された．

家庭部門の需要の合理化を目指して，DR対応を推

進しようとしている．2030年度の高効率給湯器の導入目

標は、ヒートポンプ給湯機が1,590万台、潜熱回収型給

湯器が3,050万台、燃料電池が300万台である．2021年

度の進捗率は42%（標準進捗率50%）となっている．第6次

エネ基においては、2030年度に、4941万台のHEMS・ス

マートホームデバイスの普及が見込まれているが、2020

年度実績では647万台であり、達成率は13％にとどまっ

ている．HEMS（ECHONET Lite対応機器）を通じたDR

以外にも、家庭部門のDR対応として、エアコン、給湯器、

EV充電器、蓄電池等に通信制御機能を搭載することで

DR-readyの機器とすることができる．図４は家庭部門の

DR導入イメージである．今後は，エアコンや給湯機につ

いては，ネットワークに接続し，DRに協力できるような仕

様となることが求められるであろう． 

４．おわりに

モントリオール議定書キガリ改正に続き、政府から

2050 年カーボンニュートラル宣言が発せられ、冷凍空

調分野における低炭素化は今後一層厳しい事態に移

行すると考えられる。キガリ改正の 2029 年規制をクリア

するには、新しい低 GWP 冷媒への転換が必要である。

省エネ，エネルギーの非化石化の観点からも DR-ready

化への対応も求められている．わが国が世界の冷凍空

調分野でリーダーシップを維持するためには、率先して

カーボンニュートラル 2050 へ対応をしてゆくことが重要

といえる。 

図４ 家庭部門の DR 対応イメージ （資源エネルギー庁省エネ小委資料） 
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P-04ウィズコロナにおける静電気技術の役割
Role of Electrostatic Technology in Covid-19 

大嶋孝之* 
Ohshima, Takayuki 

ABSTRACT: 
In this study, a prototype water and electric device for the collection and disinfection of airborne bacteria was 

developed to investigate the effectiveness of sterilization, electrostatic precipitation, and disinfection, and the 

following experimental results were obtained. By trapping air directly in water, this experimental device 

collected an average of about 90% of airborne bacteria. Combined with the electrostatic effect, an average of 

about 95% of the suspended bacteria was recovered. By trapping air in an aqueous hypochlorite solution obtained 

by electrolysis of physiological saline solution, the device sufficiently disinfected Staphylococcus epidermidis. 

The combination of water and the collection effect of corona discharge captured about 99.9% of the airborne 

bacteria and aerosols generated by the collection and disinfection. It was shown that even air sprayed with 

approximately 10,000 dry Staphylococcus epidermidis per second was cleaner than our living space by passing 

through this experimental device. From the above, it was shown that a device using only water, salt, and 

electricity can collect a total of 99.9% of dry airborne bacteria, and at the same time, can disinfect the air. 

Keywords: airborne bacteria, electrostatics, 

１．はじめに 

私たちが生活する大気中には無数の微生物が存在

している。この微生物は大気中に 1 m3 あたり 1,000

～10,000 個程度存在すると言われ[1]、微生物を除去・

殺菌するための技術[2]としてフィルター補集や電気

集塵[3][4]が広く用いられ、フィルター上に捕捉され

た微生物の増殖・二次拡散の防止のために紫外線・薬

剤殺菌技術との併用がなされている[5][6]。 

微生物の除去・殺菌技術は食品製造施設や医療施設

といった施設において重要視されている。空気中に

おける浮遊微生物が要求される水準までコントロー

ルされた空間をバイオロジカルクリーンルームと呼

ぶ。近年ではこれらの施設のみならず、住環境におけ

るアレルギーや感染症の予防の観点から家庭用の空

気清浄においても浮遊微生物の除去機能が注目され

ている。 

しかしながら民生用の空気清浄デバイスではメン

テナンス、安全性の面からこれらの殺菌技術の導入

は困難であり、新たな殺菌技術として静電気技術で

ある放電技術が注目[7][8]され、ストリーマ放電を導

入した空気清浄デバイスが既に実用化されている[9]。 

我々はエネルギー消費量が少なく比較的静音である

コロナ放電の空気清浄デバイスヘの応用を目的とし

て気中を浮遊する微生物に対する殺菌効果の検証を

試みている[10]。コロナ放電殺菌では低エネルギーで

の動作、多剤耐性菌を含めた広範囲の微生物に対す

る効果、人体に対する負担軽減などが期待されてい

る。 

宮崎らの研究[11]にて閉空間の試験系を用いて気

流を循環させながらコロナ放電の浮遊菌への影響を

調査し、コロナ放電を発生させることで閉空間内か

ら活性な浮遊菌を減少させること（除菌）が可能であ

ることを報告された。また岡田らの研究[12]にて実際

の空気清浄デバイスに近い条件での検証を行い、電

極ワイヤー形状ならびに印加電圧形態が気流中の浮

遊する活性な浮遊菌の除菌効果に及ぼす影響、なら

びに除菌効果に占める殺菌効果と電気集塵効果の調

査、除菌効果に関わる活性酸素種の特定が報告され

た。 

上記の研究はいずれもミスト状の菌に対するもの

が主であった。近年、液中に存在する菌や固体表面の

菌、およびミスト状の菌を殺菌する技術は研究され

ているが空気中の乾燥菌を直接殺菌した例は少ない。

本研究では感染症が蔓延る冬場を想定し、空気中に

浮遊する乾燥状態の菌を回収と同時に殺菌する装置

の開発を目標とした。 

*群馬大学大学院理工学府，Gunma University

教授，Professor，博士（工学），PhD

（一社）静電気学会，The Institute of Electrostatics Japan
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２．実験 

本研究では「水による菌回収」、「次亜塩素酸による

殺菌」、「静電付加による菌回収率向上」、「電気集塵」

と大きく分けて４つの捕集および殺菌実験を行った

（Fig. 1）。  

本研究では乾燥浮遊菌含む空気を水に直接バブリ

ングにより回収する実験を行った。回収した菌はコ

ロニーカウント法によりその生菌数を求め、散布し

た菌量と比較して回収率を計算により求めた。 

次に回収した菌を次亜塩素酸により殺菌する工程

の実験を行った。水の代わりに生理食塩水を用いて

菌の捕集を行い、生理食塩水を電気分解することで

次亜塩素酸を発生させ、トラップした菌の殺菌効果

を調べた。  

その後出口にて電気集塵を行うことで合計 99.9%

の粒子を捕集することが可能なのだが、理想として

は確実に殺菌される次亜塩素酸水中にすべての粒子

がトラップされることが望まれる。そこで入口にて

コロナ放電の技術を用いることで、粒子に静電付加

させることで水の捕集率を向上させた。 

最後に、捕集を免れた菌や電気分解の操作等で発

生するエアロゾルを再度捕集するために電気集塵の

装置を自作し取り入れた。実験デバイス空気出口に

コロナ放電による電気集塵装置を取り付け、出口粒

子数を測定した。 

水のバブリング回収と電気集塵を組み合わせるこ

とで 99.9%以上の粒子を捕えることが可能となった。 

作成した本実験放置を以下の Fig.2 に示す。 

３．結果・考察 

水で回収した菌数および電気集塵で捕集した粒子

数についての結果と考察を示す。 

水で菌を回収した際の生菌数を以下の Fig.3 に示

す。空気孔の大きさを変えて実験を行い、より細かく

多くの泡が発生する孔径 0.4 mm の場合がバブリン

グをした際の最も良い条件となり、その時の平均回

収率は約 90%となった。また、電気分解を併用した

際にトラップした乾燥浮遊菌は死滅しており、トー

タルで 108 CFU 以上存在した表皮ブドウ球菌は次亜

塩素酸の殺菌効果により 103 CFU 以下になった。生

菌数を 1/10,000 以下にする殺菌効果が見られた。

 また、空気入口にて粒子を帯電させることにより

水への捕集率が増加することを確認した。これは静

電気を帯びた粒子同士が纏り見かけ上大きな粒子と

なったことなどが原因として考えられる。 

コロナ放電による60 minの捕集効果を以下のFig.4

に示す。実験開始 5 min 時点では電気集塵により浮

遊乾燥菌を平均 90 ％捕集したが、時間経過に連れて

回収率は下がっていき実験終了時には約 80 ％とな

った。これは浮遊菌がアース電極のステンレス版表

面に付着していったことで集塵効率が落ちたためだ

Fig.1 システムの構想とユニットの関係 

Fig. 2 実験装置概要図 

Fig. 3 バブリングをした生理食塩水中の菌回収率 
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と思われる。またステンレス版に付着した生菌数は

約 1.2×108 CFU であった。コロナ放電で集塵した乾

燥表皮ブドウ球菌の内、平均 88.3％の菌が生存して

いた計算になる。 

バブリングによる乾燥浮遊菌の回収と電気分解を

行った後の気体に対して、電気集塵の有無を比較し

た結果を以下の Fig.5 に示す。バブリングや電気分解

による回収殺菌後の空気中に 8,000 個/s 近くあった

粒子は電気集塵後には 10 個/s 以下になった。計算す

ると残存粒子および新たに発生したエアロゾルを

99.9%以上回収したことになる。今回用いたパーティ

クルカウンターは 20 s で 1 L の気体を取り込んで測

定する機器の為、1 s 間に測定した気体は 50 mL に相

当する。計算すると、1 m3中に 1.0×108 個程度舞っ

ていた乾燥菌含む気中粒子はバブリングによる回収

と電気分解による殺菌および電気集塵を行うことで

1 m3中に 1.0×104以下まで粒子数を減らすことが確

認できた。 

水の回収と電気集塵を組み合わせることで、殺菌

を行いつつ合計 99.99%以上の粒子をとらえるデバイ

スを作成した。この装置の写真を Fig.6 に示す。

４．結言 

本研究では気中浮遊菌の捕集・殺菌を目的とした水と

電気デバイスを試作し、除菌・電気集塵・殺菌効果を調

べ、以下の実験結果を得た。 

 水に直接空気をトラップすることで、平均 90%程度

の浮遊菌を回収した。帯電効果を組み合わせるこ

とで、平均 98%程度の浮遊菌を回収した。

 次亜塩素酸水溶液に乾燥菌含む空気をトラップす

ることで、表皮ブドウ球菌 108 CFU を 約 1/10,000

以下まで殺菌した。

Fig. 4 電気集塵ユニット単独での飛散粒子の回収・生菌数の変化 

Fig. 5 電気集塵・次亜塩素酸バブリングを組み合わせたときの粒子の回収・生菌数の変化 
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 水とコロナ放電による捕集効果を組み合わせるこ

とで、気中浮遊菌回収と殺菌に伴い発生するエア

ロゾルを 99.9%程度捕えた。

 電気集塵装置単体を用いても、平均 90%程度の浮遊

菌を回収できるが殺菌効果は次亜塩素酸水に比べ

て乏しい。

 乾燥表皮ブドウ球菌含む粒子が 1 m3中に約 109 個

存在する空気中でも、本実験装置を通すことで粒

子数が 1 m3中に 10,000 個以下になることが示さ

れた。実環境において空気中に粒子が 1 m3中に約

109 個も存在する例は稀有な為、粒子捕集効果は十

分であると考えられる。

以上の事から、「水、食塩、電気のみ」を用いたデバイ

スを作成することで、気中乾燥浮遊菌を計 99.9%捕集し、

それと同時に殺菌が可能なことを示した。 
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P-05 ユビキタス CO2回収に向けた大気からの直接的 CO2回収技術の

開発とその展望
Direct CO2 Capture from Atmosphere by membranes 

Development and Prospects for Ubiquitous CO2 Capture 

藤川 茂紀* 
Shigenori FUJIKAWA 

ABSTRACT: 
Direct Air Capture (DAC) of carbon dioxide (CO2) is a promising CO2 negative emission technology to combat 
climate change. Current sorbent-based DAC technologies are expensive and energy intensive. We have recently 
developed defect-free, free-standing nanomembranes of rubber-like poly(dimethylsiloxane) (PDMS) that exhibit 
high CO2 permeance. The CO2 permeance reached nearly 40,000 GPU, the highest reported, with reasonable 
CO2/N2 selectivity at a thickness of 34 nm. This membrane could separate CO2 even from ultra-dilute CO2 mixed 
gas. These findings make membrane DAC feasible These results make membrane DAC feasible, which was 
previously thought to be impossible. This approach will lead to ubiquitous CO2 capture from air. 

Keywords: Ubiquitous CO2 capture, nanomembrane, Direct Air Capture, membrane-based DAC 

１．はじめに

現在、「脱炭素社会」の実現に向けて、二酸化炭素

（CO2）の排出削減は喫緊の課題であり、火力発電

所などの大規模なCO2排出サイトでのCO2回収や貯

蔵（Carbon Capture and Storage, CCS）も進められて

いる。一方で、CO2 排出量の削減だけでは、大気中

の CO2 濃度低減には不十分であり、大気中に放出さ

れた CO2 の直接回収技術（Direct Air Capture, DAC）

も不可欠となっている。1 

DAC は、大きく二つの挑戦的技術課題がある。一

点目は大気中の CO2 濃度である。大気中の CO2濃度

は僅か約 0.04％（415ppm）しかない。2 つ目は、処

理しなければならない空気量が、膨大であるという

問題である。これら二つの技術課題を考慮し、かつ

大気は地球上のどこにでも存在するという特性を踏

まえると、DAC 技術は場所を選ばず、膨大な量の空

気を効率的に処理する能力を持たなければならない。 

現在 DAC に有望な技術として化学吸収法が用い

られているが、2 このプロセスは、吸収薬剤、水、

低コストのグリーンエネルギーを必要とし、さらに

経済性確保のために大規模実施が必要、といった制

約があるため、回収プラントの設置場所が限定され

る場合が多い。世界の CO2 排出量の 78％は G20 メ

ンバー国から排出されているが、3 その都市部では

大気中の CO2 濃度が高いため、人口や経済活動が集

中している地域では、CO2 回収が特に重要になろう。

このような都市部では、スペースが限られているた

め、小型システムの分散配置が適していまする 。そ

のため、大気中の CO2をどこでも回収できる「ユビ

キタス CO2 回収」という新しい視点が必要である。

このコンセプトは、発電における太陽光発電(PV)シ

ステムに似ている。太陽光は地球上に普遍的に降り

注いでおり、PV システムは設置スペースさえあれ

ば、小さなものから大きなものまで、どんな場所で

も太陽光を取り込むことが可能である。

DAC が広く普及するためには、大規模な分散型シ

ステムと小規模な分散型システムの両方の技術が有

効である。PV システムのような小型分散型 DAC シ

ステムには、モジュール化が可能で、有害な化学物

質や大きなエネルギーを使用せず、フットプリント

が小さくなる CO2 回収技術が必要であろう。CO2 分

離技術の中でも膜分離は、分離エネルギーやスペー

スが少なく、膜ユニットの組み合わせで任意の規模

に調整可能である。そのため、ユビキタス CO2 回収

の観点からは、膜分離は非常に有効であろう。

2.メンブレンベース DAC（m-DAC）の可能性

空気中の CO2 濃度が 400ppm と小さく、従来膜は

CO2 透過度が低いといったことから、大きな圧力差

の導入や、莫大な膜面積が必要と言われ、DAC 技術

は全く考慮されていなかった。4 逆に言えば膜の

CO2 透過度が高く、CO2 選択性が高ければ、膜式

DAC(membrane-based DAC, m-DAC)は有望な技術と

なりえよう。
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m-DAC の可能性を探るために、プロセスシミュレ

ーションを用いて、大気中から CO2 を回収するため

の膜システムの性能を検討した。より高い CO2 濃度

を得るためには、1 段階の分離では不十分であり、

多段階の分離を想定した。具体的には膜分離ステッ

プを直列に接続するという、 より単純な設計を採用

した。最終的な透過ガス中の CO2 濃度が 1000 倍以

上（最終濃度 40%以上）に濃縮されるように分離シ

ステムを最適化したところ、CO2 透過度が約

10,000GPU（1GPU=7.5×10-12 m3(STP)・m-2・s-1・Pa-1,

STP：標準状態）、CO2 選択性 40 という分離性能を

持つ膜であれば、 3 ～ 4 段の膜分離過程で、

1kg-CO2/day の回収を分離膜が 5 m2以下でも可能で

あることが分かった。5 もちろん高 CO2 濃度は、望

ましい場合が多いが、数倍濃縮された CO2 でも活用

可能シーンは多くある。6–8

図 1 . 4 段階膜分離による CO2 回収プロセス 

一般的な経験式から、膜面積に対する膜モジュー

ルの体積を求めることができ、面積 5m2 の膜であれ

ば、モジュール体積は 1000 cm3 以下に収まる。9 こ

のような小さな膜モジュールのサイズであれば、膜

を使ったCO2除去ユニットは様々な場所に設置可能

である。

図 2 は、異なる CO2 濃度を持つ周囲大気から、膜

分離における各分離ステップ(膜分離 S1~S4)での性

能をまとめたものである。図 2a から、回収源の CO2

濃度が高いほど、最終的に得られる CO2 濃度が高く

なることがわかる。図 2b で示す通り、膜分離ステッ

プ S1 では、大量の空気を処理しなければならない

ため、最もエネルギーを必要とする（総エネルギー

消費量の 80％以上を占める）が、回収源の CO2濃度

が高くなれば所要エネルギーが大幅に低下すること

がわかる。外気中の CO2 濃度はおよそ 400ppm であ

るが、例えば、オフィスでの CO2 濃度は、平均で

1000ppm 近くに達する。10 つまり人が集まるオフ

ィスビル等は小規模なCO2回収サイトとして適して

いると考えられる。この他、学校やショッピングモ

ールなど、人が集まる場所も CO2を回収する候補地

になりえるはずであり、都市部は CO2 回収場所とし

て大きな可能性を持つ。このためには DAC が人間

の生活環境にスムーズに溶け込んでいること需要が

重要であり、任意サイズで導入可能な m-DAC は、

まさに好適な技術であると考えられる。

図 2. フィードガス中の CO2 含有量が濃縮度や消費

エネルギーに与える影響

(a)各分離段階における透過ガス中の CO2 濃度，

(b)CO2 回収（1kg-CO2/day）に要するエネルギー（青

丸），および 4 段の膜分離システムの総エネルギーに

対する各段階の相対的な貢献度（グレースケール）．

（シミュレーション条件： CO2 透過度=10000GPU，

CO2 選択性（他ガスすべて）＝40，各分離段階での

圧力: 透過前=110 kPa,透過後＝2 kPa）．
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3. DAC 用分離膜の設計

m-DAC では、まず高いガス透過が必要である。膜

のガス透過度は、一般的に膜の厚さに反比例する。

したがって、透過量を向上させる最も単純な方法は、

膜を薄くすることである。11 もちろん、ガスが膜を

透過するためには、膜透過側に空間（オープンスペ

ース）が必要である。つまり膜は多孔質上の支持層

表面の開放された孔の上に自らの構造を維持するよ

うな、自立したものでなければならない。

製膜時やガス分離時の膜の破断を避けるために、

膜の厚さがサブミクロンスケールよりも薄い場合に

は、より小さな開口部（10nm 以下）を持つ支持体

フィルムを使用することが多い。このためポリジメ

チルシロキサン(PDMS)層を多孔質支持体上に塗

布・形成し、12 その上にガス選択層を形成すること

が多い。13,14 しかし、多孔質支持体に直接膜材料を

塗布すると、どうしても支持体表面の開孔部に高分

子材料が入り込んでしまい、均一な膜厚の層を形成

することができない。つまり薄膜層を形成させる場

合は、この影響を無視することができず、支持体上

に直接作製した PDMS 層は、報告されている膜厚値

が同じであっても、膜性能にばらつきがみられる

(参考文献 5 のサポート情報参照）。これは、フィル

ム全体の厚みが均一ではないためであり、安定して

再現性の良い CO2 透過性を持つ薄膜作製は、現在も

膜作製の中心課題である。

これに対し我々は、膜の厚さに比べて十分に大き

な平面寸法を持つ自立型ナノメンブレンの作製を報

告している(図 2）。15 

我々が開発した方法では、ナノメートル精度で厚

さを再現性よく制御可能である。この方法を用いて、

厚さを制御したポリジメチルシロキサン（PDMS） 

の自立型ナノ膜を作製し、そのガス透過性を調べた。

その結果、薄膜化とともに CO2 透過性は上昇し、厚

さ 34nm というナノ膜では～40,000GPU という非常

に高い値を再現した。これは、これまでに報告され

ている CO2透過量としては世界最高である。またこ

の膜の CO2/N2 選択性は約 11 であり、厚膜時とほぼ

同じであった。つまり、34nm という厚さにもかか

わらず、ガス漏れにつながる欠陥はないということ

を示すものである。この PDMS 膜は、1,000ppm の

CO2 が含まれる CO2/N2 混合ガスからでも、その約

25%を回収した。このような低濃度の CO2 混合ガス

から有意な量を回収した初めての例である。16–18 

さらに、CO2 選択性ポリエチレングリコール鎖を

含むブロック共重合体薄層（厚さ 2～20nm）で被覆

した PDMS ナノメンブレンを作製したところ、

CO2/N2選択性を 約 70にまで劇的に向上させること

に成功している。19  現在は、ガス透過度と選択性

を同時に向上させるために、更なる材料設計と膜作

製に注力をしている。

図 4. PDMS の自立したナノ膜（厚さ：約 180nm）。  

4. おわりに

膜を用いた DAC は、ユビキタス CO2 回収を実現

する上で有効な技術となる。このような膜と CO2 変

換システムと組み合わせれば、付加価値のある炭素

化合物を生産することができるかもしれない。この

ような装置ができれば、炭素材料を現地で生産し、

現地で消費するカーボンニュートラルな社会の構築

も期待できよう。回収 CO2 を安全に地下貯留できれ

ば、ネガティブエミッション炭素社会の実現も見え

てくる。 この試みは現在、内閣府が進めている「ム

ーンショット型研究開発プログラム」のご支援の下、

鋭意開発を進めている。
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P-06 シチズンサイエンスと熟議による

気候変動分野における研究 DX の具現化
Realizing Research DX in Climate Change Area through Citizen Science and Deliberation 

馬場健司* 
Kenshi Baba 

ABSTRACT: 
As a mechanism for policymakers, stakeholders, and citizens to tackle climate change issues as their own 
problem, Citizen Science (CS) can promote the understanding of data and analysis results based on various 
events of climate change impacts collected by NGOs and citizens, in combination with off/online deliberations 
with experts and policymakers. In this paper, we introduce the attempts of the authors in their research projects 
of “C3S-Paas” to realize research DX through CS and online deliberation with the aim of "personalizing" 
climate change issues.  

Keywords: climate change adaptation, participatory monitoring, Civic Tech, stakeholder, environmental NGO 

１．はじめに

2018 年に気候変動適応法が施行され，全国の地

方自治体で努力義務とされている気候変動適応計画

の策定が進みつつあるものの，計画に引用された科

学的知見は汎用的なものが主であり，個別地域・分

野の詳細な予測結果を基に適応計画を策定するよう

なエビデンスベース政策形成(EBPM)には至ってい

ない(馬場他 1))．その背景には，一般的に EBPM の

阻害要因とされる，争いようのない科学的知見が欠

落している，科学的知見があるにも拘わらず政策担

当者が十分に注意を払わない等の課題があると考え

られる(馬場他 2))． 
気候変動の科学的知見は文科省・データ統合・解

析システム(DIAS)，環境省・気候変動適応情報プラ

ットフォーム(A-PLAT)等にてオープンデータとし

て提供されているが，科学者と政策担当者のシーズ

とニーズのギャップはいまだ大きく，これらのオー

プンデータが政策立案に直ちに活用されたり，ステ

ークホルダーや市民から理解が得られたりするのは

困難と見込まれる．筆者らは，これまでコデザイン

ワークショップやオンライン熟議，統合型シナリオ

構築手法など(馬場他 3))，様々な手法によりこのギ

ャップを解消し，キャパシティビルディングに取り

組んできたが，必ずしも十分な結果はつながってい

ない．これには，政策担当者やステークホルダー，

市民に「自分事」として取り組むための仕掛けが十

分ではなかったことが考えられる．このため，専門

知と現場知を統合したエビデンスを，専門家，政策

担当者やステークホルダー，一般市民とともに構築

し，EBPM の実現を目指すことが肝要と考えられる． 
現場知の収集については，シチズンサイエンスが

一般的に考えられる．気候変動の文脈では，身近な

生物や植物の生息分布の観察，気温や降雨状況等の

観察，水・土砂災害の発生状況の監視，農作物の観

察，季節を感じる生活上の気づきの報告等が考えら

れる．このアプローチは，職業科学者ではない一般

市民によって行われる科学的活動と定義され，今後

の展開の課題の 1 つとして，既に動機づけられてい

るシチズンサイエンティストを集約するシステムの

構築が挙げられている(日本学術会議 4))．第 6 期科

学技術・イノベーション基本計画 5)においても，研

究 DX が開拓する新しい研究コミュニティ・環境の

醸成という視点から，研究者単独では実現できない

多くのサンプルの収集や，科学実験の実施など多く

の市民の参画を見込むシチズンサイエンスの研究プ

ロジェクトの立ち上げなど，産学官の関係者のボト

ムアップ型の取組として、多様な主体の参画を促す

環境整備を，新たな科学技術・イノベーション政策

形成プロセスとして実践することが記されている．

本稿では，気候変動問題の「自分事化」を目指し

*東京都市大学環境学部，Faculty of Environmental Studies, Tokyo City University
教授，Professor，博士（社会工学），Ph.D.(Policy and Planning Science)
（公社）環境科学会，The Society of Environmental Science, Japan
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て，シチズンサイエンスとオンライン熟議を介して，

研究 DX を具現化する著者らの研究プロジェクトで

の試みについて紹介する．

２．C3S-PaaS プロジェクトの全体像 
図 1 は，筆者らが令和 2 年度後半から令和 5 年度

末までの予定で実施している研究プロジェクトの全

体像を示したものである．

ここでは，まず，気候変動影響を地域社会のステ

ークホルダーや一般市民がどのように捉えているの

か，インタビュー調査や質問紙調査によって明らか

にする．具体的には，議事録データをテキストマイ

ニングおよび社会ネットワーク分析によって構造

化・可視化された結果をステークホルダー会議など

によって共有する．これにより，当該地域で多くの

人々が関心を持つ気候変動影響の分野やモニタリン

グ指標を特定，共有していく．

これを踏まえて，ステークホルダーや一般市民が

日常生活の中で気づいた気候変動影響を，スマート

フォンやパソコンから画像や位置データをアップロ

ードしてウェブ GIS 上で共有する．少なくとも初

期時点では，その主たる担い手としては，地球温暖

化防止活動推進員をはじめとする環境 NGO が期待

される．環境問題に関心があるだけでなく，モニタ

リング指標に関連する過去からの様々なデータを所

有しているケースが多く，蓄積されてきた現場知は，

専門知と統合することで気候変動影響という現象の

理解に大いに役立つものと考えられる．

科学的知見としては，A-PLAT や DIAS，RESAS
をはじめ各種のオープンデータが整備されつつあり，

政策担当者のみならず，ステークホルダーや一般市

民もアクセス可能な状況になっている．前述の現場

知と専門知の統合とは，例えば熟議の場(ワークシ

ョップ)において，このようなオープンデータを活

用したり，或いは専門家と対話したりすることを想

定している．これにより，地域社会の気候変動影響

やそのほかの課題について理解を深め，気候変動を

入口とした将来シナリオを構築し，現在世代からど

のようなアクションを起こしていく必要性があるの

か，「自分事」として検討していく．

図 1 JST-RISTEX「政策のための科学」研究プロジェクト『シビックテックを目指した気候変動リスクの 
「自分事化」に基づくオンライン合意形成手法の開発と政策形成プロセスへの実装』の概要

出典: JST-RISTEX ウェブサイト https://www.jst.go.jp/ristex/stipolicy/project/project42.html より改変 
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この熟議の場は，基本的にハイブリッド(オンラ

イン + オフライン)で設定され，オンライン上のプ

ラットフォーム C3S-PaaS (Climate Change Citizen
Science Platform as a Service)を援用して実施される．

ここでは，前述のウェブ GIS に蓄積された気候変

動影響に係わる事象を閲覧しながら，気候変動影響

や将来社会に係わる様々な因果関係をナレッジグラ

フ(様々な知識を体系的に連結し，グラフ構造で表

した知識のネットワーク)として可視化する機能が

実装されている．したがって熟議の参加者は，議論

しているキーワードなどを画面上でクリックすると，

関連する内容のナレッジが表示され，参加している

専門家だけでなく，プラットフォームからも専門知

が提供され，より効果的に現場知との統合がおこな

えることが期待される．

なお，C3S-PaaS は Decidim と呼ばれる，オンライ

ンで多様な市民の意見を集め，議論を集約し，政策

に結びつけていくための機能を有する参加型民主主

義プロジェクトのためのオンラインツールを拡張し

て開発されている．Decidim は，バルセロナで開発

され，現在では世界各地に広がり，180 以上の組織，

32 万ユーザー，160 以上のプロジェクトが立ち上が

っているオープンソースのプラットフォームである．

日本では一般社団法人 コード・フォー・ジャパン

が 2020 年から国内で展開しており，いくつかの自

治体で適用されている．C3S-PaaS は，滋賀県，神

奈川県で現在，試行的に実施しているところである．

３．ステークホルダーの利害関心の可視化

以下では，C3S-PaaS の 1 つの要素となる，ステ

ークホルダーの気候変動影響に対する認知や利害関

心を，滋賀県におけるワークショップの議事録デー

タの分析から，モニタリング指標につながる情報を

抽出した結果の一部を示す．

図 2 に示すように，主要な話題と考えられる，構

成されるノード数が 5 つ以上の比較的大きな上位 5
のサブグラフ(SG)の内容は以下のとおり解釈できる． 

SG1 は，「琵琶湖」，「生態系」，「変化」，「アユ」，

「水温」，「漁業」，「養殖」などのキーワードから構

成され，「琵琶湖と自然生態系への影響」に関する

話題と考えられる．琵琶湖は，冬季に表層と底層の

水温差により湖水が混合する全層循環が，1979 年

度に観測が開始されてから初めて 2018 年度から

2019 年度にかけて観測されず，湖底の貧酸素化に

よる生態系への影響が懸念されている．

SG2 は，「台風」，「被害」，「シカ」，「イノシシ」，

図 2  滋賀県におけるステークホルダーの気候変動影響に対する認知や利害関心に係わる共起ネットワークグラフ 
出典：木村，河瀬，金，岩見，馬場 6) 
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「水稲」，「コシヒカリ」などから構成され，「台風

被害と獣害，水稲」に関する話題といえる．台風被

害では，特に管理が行われていない森林の倒木被害

など，森林災害についての言及が多くみられた．

SG3 は，「雨」，「雪」，「降る」，「極端」，「間伐」，

「作業」，「河川」，「浸水」，「災害」などのキーワー

ドから構成され，「降雨降雪の極端化による災害お

よび森林と林業への影響」に関する話題といえる．

雨や雪については，降るときは極端であることから，

その影響として林業での間伐作業を考慮する必要が

あることなどが指摘されていた．

４．環境 NGO によるシチズンサイエンスの可能性 
以下では，初期段階において C3S-PaaS の主な担

い手となり得る，全国の環境 NGO を対象とした質

問紙調査の結果から，気候変動を題材としたシチズ

ンサイエンスの可能性について得られた結果を示す．

第 1 に，これまでに何らかのシチズンサイエンス

の参加経験を持つ団体は 17.3%であり，一定数の団

体が何らかの経験を持っている．また，今後の参加

意向についても，まったく意向を持たない団体は

13.1%にとどまり，多くの団体が何らかの参加意向

を持っている．特に「自ら企画，主催して実施して

みたい」とする積極的な団体は 13.1%であり，大き

なポテンシャルをもっていることがうかがえる．

第 2 に，企画や参加が可能なシチズンサイエンス

の分野や対象としては，身近な動植物の観察に係わ

るものが多い．参加の動機については，地域社会へ

の何らかの貢献など，内発的動機付けが強い．また，

専門家も参加する熟議の場が動機の 1 つとなる可能

性も示唆されている(図 3-4)． 

第 3 に，これまでのシチズンサイエンスの参加経

験の決定要因として，規模的要因は必ずしも重要で

はなく，団体設立のきっかけや活動の分野や種類，

地理的範囲等が重要であり，そしてこの参加経験が

今後の参加意向を決定する大きな要因となっている．

５．おわりに

以上の結果より，C3S-PaaS を運用していく上で，

シチズンサイエンスのモニタリング指標，分野や対

照，プラットフォームの位置づけ(政策決定との距

離感)などが示唆されている．今後は，滋賀県，神

奈川県での試行と本格実施，シビックテック(市民

自身が IoT を活用して行政サービスの問題や社会課

題を解決する取り組み)として地域の各主体で自走

できる実装方法を検討していく．
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図 3  環境 NGO によるシチズンサイエンスの参加動機 
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スの分野や対象(上位のみ)
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P-07 グリーンイノベーションの資源パラドックス
A paradox problem behind green innovations 

山末英嗣* 
Eiji Yamasue 

ABSTRACT: 
Green innovation is a promising approach to addressing environmental issues such as global warming. However, 
excessive resource use may be induced behind green innovation, which was defined as the "resource paradox 
problem" by the authors. People have gradually faced with the imminent risk associated with the resource paradox 
problem, but without sufficiently quantifying it. This presentation introduced quantitative examples of resource 
paradox problems potentially seen at the national, product, and material levels. Then, importance in the 
categorization of resource consumption patterns and development of corresponding strategies were highlighted for 
some green innovations that cause the resource paradox problem. Finally, the effects of the introduction of 
renewable energy and the usage patterns of products were discussed in the context of the resource paradox problem. 

Keywords: Resource Paradox Problem, Green Innovation, Total Material Requirement 

１．はじめに

 環境と経済には密接な関わりがある．種々の環境

制約に対応するためには，双方をトレードオフの関

係として捉えるのではなく，制約を契機と捉え持続

的な好循環を生み出していくことが重要である．こ

のような社会のシステムを実現させる上で大きな原

動力となるのが「グリーンイノベーション」である．

グリーンイノベーションに関わる動きは近年さら

に加速しているが，これらのほぼ全てが環境制約と

して地球温暖化，とくに「炭素」のみに焦点を当て

ていることが分かる．言うまでも無く炭素制約は重

要である．しかし，ある 1 つの指標のみに焦点を当

てたグリーンイノベーションの背後で，新たな問題

が誘発されることは容易に想像できる．

例えば，次世代自動車は従来型自動車に比べ燃費

がよく，炭素制約を解決する重要なイノベーション

であることは言うまでも無い．しかし，代表的な次

世代自動車である電気自動車はモーターやバッテリ

ーを必要とし，それらは従来必要としなかった希土

類元素，リチウム，ニッケル，コバルト，あるいは

大量の銅を必要とする．また，再生可能エネルギー

の 1 つである太陽光発電は民生だけでなく産業にお

けるエネルギー利用の劇的な改革に貢献する可能性

があるが，難処理性の廃棄物を今後大量に排出する

可能性がある．

このようにグリーンイノベーションの背後におい

て，我々が見逃しているような問題，即ち資源利用

や廃棄物処理が過剰に誘発される問題は，一種のパ

ラドックスと見なすことができるだろう．資源問題

の場合は，「グリーンイノベーションに関わる資源問

題」と呼称できるし，廃棄物の場合は「グリーンイ

ノベーションに関わる廃棄物問題」と呼ぶことがで

きるだろう．以下ではいくつかの例について紹介す

る．

２．資源パラドックス問題の例

先に説明した次世代自動車に見られる資源パラド

ックス問題について紹介したい．ここで，「資源」の

利用量を定量化するため，ここでは採掘活動量を定

量化できる「Total Material Requirement, TMR」を導

入する．TMR は直接・間接の物質投入だけでなく，

いわゆる隠れたフローも評価する指標であり，資源

採取に関わる「採掘活動量」を定量化することがで

きる．採掘活動量を評価できる指標にはエコロジカ

ルフットプリントもあるが，これは改変量を面積と

してカウントする．TMR は坑内掘りのような地下方

向への採掘活動量も考慮に入れているため，エコロ

ジカルフットプリントを補完したより包括的な指標

と考えられる．

図 1 は，TMR，つまり採掘活動という視点から見

ると従来の内燃機関自動車(CV)は，1 台を生産する

ためにおよそ 20 t の採掘活動を誘発する．一方，い

わゆる次世代自動車では，ハイブリッド自動車(HV)
で 50~60t, 26.6 kWh のバッテリー容量を持つ電気自

動車(EV)で 80t 程度と推算される．このような差異

の大部分は電池（ほとんどの場合リチウムイオン電

*立命館大学理工学部，School of Science and Engineering, Ritsumeikan University
教授，Professor，博士（工学），Ph.D.
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池，つまり車載用 LIB）に起因する．車載用リチウ

ムイオン電池(26.6 kWh)の重量は 250 kg程度である

が，その背後には約 50t もの採掘活動が隠れている．

ここで対象とした車載用 LIB の容量(26.6 kWh)は，

執筆時点としてはかなり小さいものであり，2022 年

4月現在は普及クラスで 40〜62 kWh，高級クラスで

66~91 kWh，最高級クラスで 100~200 kWh もの容量

をもつ電気自動車が販売されている．これらの背後

にある採掘活動を単純に比例計算で推定することは

できないが，それでもかなりの重量になることは想

像に難くない．

図１：種々の自動車の製造段階における TMR 

では，走行段階まで考慮した場合はどうなるだろ

うか？電気自動車は走行段階の二酸化炭素は出さな

いことから，資源利用も小さいことが期待される．

しかし，著者らの推算では，その期待は裏切られる．

エネルギーミックスにもよるが，仮に再生可能エネ

ルギーのみを用いても 8-9万 km でようやく 10km/L
の燃費を持つ従来型自動車よりも採掘活動が小さく

なる．燃費が 15, 20 km/L のディーゼル自動車の場合，

それぞれ 12-13万 km, 20万 km程度走行しないと採

掘活動量の視点で電気自動車は有利にならない．実

際には，車載用 LIB は 20万 km も走行しないうちに

容量が低下し，消費者はその電池を交換するか，新

しい電気自動車を欲するだろう．その場合，新たな

採掘活動を誘発することは想像に難くない．また，

実際には現在販売されている EV のバッテリ容量は，

上述の通り 26.6 kWh よりはるかに大きい．したがっ

て，現在の技術レベルでは，電気自動車は資源パラ

ドックス問題を起こす好例と見なさざるを得ない．

図 2：走行段階まで考慮した場合 

３．廃棄物管理に関するパラドックス問題の例

廃棄物管理に関するパラドックスで，最も容易に

思い出されるのは原子力発電であろう（原子力発電

をグリーンイノベーションと呼ぶかどうかはおいと

いて）．100万キロワットの原発１基から，1本 500kg
のガラス固化体が年間約 26本排出され，これは徹底

的に管理されなければならない．したがって，原子

力発電の導入は，どのような選択を取ろうと，多く

の国々にとって常に議論の中心となっている．原発

の例は専門家だけでなく一般の人々にもよく理解さ

れているが，他のケースについては同様の問題があ

まり知られていない．例えば，再生可能エネルギー

の 1 つである太陽光発電にも廃棄物問題が隠れてい

る．全世界での太陽光発電システムの累積導入量は

2020 年で 760 GW（760,400MW）で，この 10 年で約

15倍になっている．現在，すでに寿命を終えた太陽

光パネルの処理問題が発生しつつあるが，太陽光パ

ネルの寿命は 20 年から 30 年であることを校了する

と，10 年後，20 年後にこの問題はさらに拡大するで

あろう．太陽光パネルは厳しい自然環境にも耐えら

れるよう頑丈に作られているため，リサイクルのた

めの分解には手間や費用がかかる．このため、廃棄

する際には多くが埋め立て処分されているとみられ

ている．しかし，埋め立て処分にも費用がかかるた

め，発電事業が終わってもそのままパネルを放置し

たり，不法投棄されたりするおそれがある．このよ

うな問題はまさにグリーンイノベーションの廃棄物

パラドックスと呼ぶことができるだろう．
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４．さいごに

 本稿では、種々のグリーンイノベーションの背後

にあるパラドックスについて実例を用いて説明を行

った。このパラドックスについては紹介したケース

以外にも，素材、製品、国といった種々のフェーズ

で起こりうることが明らかになっている。金属素材

の代替については，75 種類の素材代替のうち 7 種類

の代替で資源パラドックス問題が発生していた。国

レベルでは日本の直接資源投入量が 1990 年以来減

少傾向にある一方、関与物質総量は増加傾向にある

ことも分かった．発表では，主に資源パラドックス

問題に注目し，その具体的な事例と解決策について

論じる予定である．
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P-08  Towards amine-based CO2 capture in concrete

エラクネス ヨガラジャ*1，キジュースナプライ コピザー*2，齊藤 亮介*3

Yogarajah Elakneswaran, Kirushnapillai Kopitha, Ryosuke Saito 

ABSTRACT: 
Incorporating amines, derivative ammonia, into cement-based materials constitutes a fundamental strategy for 
mitigating CO2. This study examined four amines (AEEA, MAE, MDEA, and HEP) from different amine 
groups: primary, secondary hindered, tertiary, and diamine. The study investigated the effects of these amines 
on CaCO3 precipitation, pH, and the type of CaCO3 polymorph during carbonation in different Ca-rich solutions 
(Ca(OH)2, calcium silicate hydrated (C-S-H), and hydrated cement). The findings revealed that MAE produced 
the highest CaCO3 precipitation in all three Ca-rich solutions. Furthermore, adding amines influenced the type 
of CaCO3 polymorph and pH of the solution. 

Keywords: Amine, CO2 capture, cement-based materials, CaCO3 polymorph

1. INTRODUCTION
Excessive carbon dioxide emissions are widely

considered the primary cause of global warming and 
climate change, which has gained immense attention 
recently. The construction sector is a major contributor, 
responsible for around 39% of CO2 emissions, with cement 
production alone accounting for 8%. Two approaches are 
currently being practised in the construction sector to 
address this issue. The first involves absorbing CO2 by 
making use of concrete carbonation or mineralisation, 
while the second approach aims to reduce CO2 emissions 
by substituting traditional Portland cement with new 
cementitious materials. Additionally, research has shown 
that cementitious materials and industrial waste products 
such as slag and fly ash have a remarkable capacity to 
sequester carbon dioxide through mineralisation by 
forming calcium carbonate. 

However, mineralisation alone is not sufficient to 
capture more CO2. Therefore some other technology 
should be adopted with mineralisation in the cement-based 
materials to enhance the CO2 capture. There are several 
techniques to capture CO2; among them, amine-based CO2 
capture by absorption technique is the most mature and 
efficient technique [1]. Amine is derived from ammonia, 

where substituents, such as alkyl or aryl groups, have 
replaced one or more hydrogen atoms. There are three 
types of amines such as primary, secondary, and tertiary, 
categorised by how many carbon atoms are attached to the 
nitrogen atom [2]. Moreover, amines can be divided into 
hindered amines and unhindered amines. Hindered amine 
concept is based on the reaction rates of the acid gases with 
different amine molecules [3]. Sterically hindered amines 
are compounds in which the nitrogen atom of the amine 
molecule is partially shielded by neighbouring groups so 
that larger molecules cannot easily approach and react with 
the nitrogen. In addition, this study considered diamine, 
which is an amine with exactly two amino groups. Amines 
form carbamate or bicarbonates depending on the amine 
type. In this study, researchers are focusing attention on the 
formation of bicarbonates as it will give benefits to the 
cement properties. 

Despite several studies on incorporating amine for CO2 
capture in alkaline wastes, such as fly ash, no research has 
been conducted on incorporating amine with fresh cement-
based materials for use as a green building material. The 
capture of CO2 using cement-based materials has the 
potential to capture a significant amount of CO2 through 
the construction of concrete buildings. However, before 

*1 北海道大学大学院 工学研究院，准教授，博士（工学）

*2 北海道大学大学院 工学研究院，修士課程

*3 清水建設（株） 技術研究所 建設基盤技術センター

*1（一社）資源・素材学会，The Mining and Materials Processing Institute of Japan
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amines can be directly used with cement paste, mortar, and 
concrete, it is essential to investigate the reaction 
mechanism of amine with CO2 and the main Ca-bearing 
hydrated phases, such as portlandite (Ca(OH)2) and 
calcium silicate hydrated (C-S-H). Therefore, this study 
aims to identify how hydrated phases react with CO2 in the 
presence of amine, what the resulting carbonated products 
are, and which amine is suitable for capturing more CO2. 

This study investigates the effect of different amines on 
CO2 capture and explores their performance in Ca-bearing 
phases. In this study, 2-(2-aminoethylamino)ethanol 
(AEEA) from primary and secondary amine, 2-
(methylamino)ethanol (MAE) from secondary hindered 
amine, 1-(2-hydroxyethyl)piperazine (HEP) from diamine 
and  N-methyldiethanolamine (MDEA) from tertiary 
amine were selected to compare their ability to capture the 
CO2 in Ca-rich media such as Ca(OH)2, C-S-H and 
hydrated cement powder. Optimum process parameters 
such as water/powder ratio, carbonation time and amine 
concentration were selected after conducting the 
parametric study. The performance of precipitation of 
CaCO3, pH and the formation of polymorphs of CaCO3 
were systematically studied.  

The novelty of this research is that it is the first time 
introducing a revolutionary method for enhancing CO2 
mineralisation in cement-based materials by selecting an 
appropriate amine without significantly affecting cement 
chemistry. Upon selecting an appropriate amine, the 
corresponding amine will undergo testing with cement 
paste, mortar, and concrete to conduct further 
investigations for potential real-world applications. This 
unprecedented research paves the way for the successful 
fixation of CO2 from the atmosphere in cement-based 
materials and lays a strong foundation for industrial 
implementation.  

2. REACTION MECHANISM
The chemical structure of selected amines for this study

is shown in Fig.1. Primary and secondary amines are 
carbamate-formation amines. AEEA is subjected to 
carbamate formation reactions as it contains both primary 
and secondary amine groups [1]. A set of chemical 

Fig.1 Chemical structure of selected amines 

reactions for AEEA can be written as follows [1]. 

Formation of carbamate. (𝐶𝐶𝑂𝑂2 absorption) 
For primary amine in AEEA; 
𝐶𝐶𝑂𝑂2 + 2𝑅𝑅𝑅𝑅𝐻𝐻2 ⇌ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝐻𝐻3+ + 𝑅𝑅𝑅𝑅𝐻𝐻𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂−    (1) 
For secondary amine in AEEA; 
𝐶𝐶𝑂𝑂2 + 2𝑅𝑅1𝑅𝑅2𝑅𝑅𝐻𝐻 ⇌ 𝑅𝑅1𝑅𝑅2𝑅𝑅𝐻𝐻2+ + 𝑅𝑅1𝑅𝑅2𝑅𝑅𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂− (2)

Hydration. (This reaction occurs only at high pressure) 
For primary amine in AEEA; 
𝑅𝑅𝑅𝑅𝐻𝐻𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂− + 𝐻𝐻2𝑂𝑂 ⇌ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝐻𝐻2 +𝐻𝐻𝐶𝐶𝑂𝑂3−    (3) 
For secondary amine in AEEA; 
𝑅𝑅1𝑅𝑅2𝑅𝑅𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂− + 𝐻𝐻2𝑂𝑂 ⇌ 𝑅𝑅1𝑅𝑅2𝑅𝑅𝐻𝐻 + 𝐻𝐻𝐶𝐶𝑂𝑂3−    (4) 

Mineralisation 
𝐶𝐶𝑎𝑎2+ + 𝐶𝐶𝑂𝑂32− ⇌ 𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑂𝑂3 ↓ (5) 

Dissociation of the protonated AEEA. (Amine 
regeneration) 
𝑅𝑅𝑅𝑅𝐻𝐻3+/𝑅𝑅1𝑅𝑅2𝑅𝑅𝐻𝐻2+ ⇌ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝐻𝐻2/𝑅𝑅1𝑅𝑅2𝑅𝑅𝐻𝐻+𝐻𝐻+      (6) 

Where 𝑅𝑅,𝑅𝑅1, 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 𝑅𝑅2  are used for 
𝑂𝑂𝐻𝐻𝐶𝐶𝐻𝐻2𝐶𝐶𝐻𝐻2𝑅𝑅𝐻𝐻𝐶𝐶𝐻𝐻2𝐶𝐶𝐻𝐻2−,𝑂𝑂𝐻𝐻𝐶𝐶𝐻𝐻2𝐶𝐶𝐻𝐻2−,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 −
𝐶𝐶𝐻𝐻2𝐶𝐶𝐻𝐻2𝑅𝑅𝐻𝐻2, respectively. 

MAE forms bicarbonate during CO2 absorption as the 
carbamate ion is unstable for sterically hindered amines. 
Chemical reactions for MAE can be written as follows: 

𝐶𝐶𝑂𝑂2 absorption 
𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 + 𝐶𝐶𝑂𝑂2(𝑙𝑙) +𝐻𝐻2𝑂𝑂 ⇌ 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝐻𝐻+ + 𝐻𝐻𝐶𝐶𝑂𝑂3−      (7) 

Mineralisation 
𝐶𝐶𝑎𝑎2+ + 𝐶𝐶𝑂𝑂32− ⇌ 𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑂𝑂3 ↓    (8) 
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Amine regeneration 
 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝐻𝐻+ ⇌ 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 +𝐻𝐻+   (9) 

MDEA forms bicarbonate during CO2 absorption. 
Tertiary amine could not form carbamate as there is no 
hydrogen atom bonded to the nitrogen atom of the amino 
group. The reaction between CO2 and the tertiary amine 
proceeds, as shown below. 

𝐶𝐶𝑂𝑂2 absorption 
𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 + 𝐶𝐶𝑂𝑂2(𝑙𝑙) +𝐻𝐻2𝑂𝑂 ⇌ 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝐻𝐻+ + 𝐻𝐻𝐶𝐶𝑂𝑂3−  (10) 

Mineralisation 
𝐶𝐶𝑎𝑎2+ + 𝐶𝐶𝑂𝑂32− ⇌ 𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑂𝑂3 ↓     (11) 

Amine regeneration 
𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝐻𝐻+ ⇌ 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 + 𝐻𝐻+            (12) 

HEP contains two amine compounds; one is secondary, 
and the other is tertiary. The secondary amine will be 
involved in carbamate formation, and the tertiary amine 
will be involved in bicarbonate formation, as mentioned 
for MDEA. 

3. EXPERIMENTAL PROCEDURE
Four amines (AEEA, MAE, MDEA and HEP) were

selected, and the CO2 capturing capacity of each amine 
was tested with different Ca-rich materials such as 
Ca(OH)2, C-S-H and hydrated cement powder. C-S-H was 
synthesised, and hydrated cement powder was obtained by 
grinding hardened cement paste. Firstly, a Ca-rich solution 
was prepared by mixing selected amine, water and 
different Ca-rich materials. The dosage of Ca-rich material 
was defined as (10 mL/g) 1.0 g of Ca-rich material was 
added with 10 mL of amine aqueous (amine+water) 
solution. The different amine concentration was selected to 
study the effect of amine percentage on carbonation. The 
amine percentages of 0%, 5%, 10% and 20% of the total 
volume of aqueous amine solution were selected. The 
volume of the aqueous amine solution was 300 mL. The 
solid particles were well mixed with the aqueous amine 
solution by a stirrer. The resulting Ca-rich solution was 
subjected to carbonation in the environment where the 
relative humidity and temperature were 60 ± 10% and 20 

± 2˚C, respectively. CO2 was applied with a concentration 
of 5 vol% and a flow rate of 2 L/min for a specific time. 
Carbonation time was selected after conducting the 
sensitive study by changing the carbonation time to 
observe the apparent result of carbonation.  

After carbonation, the solid and liquid phases were 
separated using a suction filter. The liquid phase was 
subjected to pH analysis, and the powdered solid phase 
was subjected to several analyses, such as XRD, TGA and 
SEM, to identify and quantify the solid phase composition. 

4. RESULTS AND DISCUSSION
The parametric study confirmed that 10% amine gives

the optimum CO2 capture for all selected amines. 
Therefore 10% amine was adopted to evaluate the 
performance of each amine on CO2 capture in Ca(OH)2 
solution to select the suitable amine to use together with 
cement-based materials. Fig.2 depicts a comparative 
analysis of the weight percentage of CaCO3 obtained from 
thermogravimetric analysis (TGA) results in the 
carbonated samples of different Ca-rich materials in the 
presence of a different type of amines. Fig.2 shows that 
MDEA and MAE form more calcite while AEEA and HEP 
form less calcite compared to the control sample in 
Ca(OH)2 solution. Therefore, AEEA and HEP were not 
selected for the remaining experiment with C-S-H and 
hydrated cement powder due to their low ability to form 
calcite; instead, they form carbamate. 

Fig.2 Effect of amine type on the CO2 mineralisation in 
Ca-rich materials 
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Notably, it is discernible that among all the amines 
tested, MAE elicits the highest degree of CaCO3 
precipitate, as reflected in the figures of 53%, 36%, and 
32% for Ca(OH)2, C-S-H, and hydrated cement powder, 
respectively. This superiority can be attributed to several 
factors, chief among which is its relatively higher reaction 
rate compared to other amines. Furthermore, 
stoichiometric considerations suggest that the conversion 
of carbamate to bicarbonate is favoured in the case of MAE, 
thus leading to an improved rate of CO2 absorption. 
Moreover, MDEA gives more CaCO3 than the control 
samples (without any amine) in all three Ca-rich materials, 
albeit lower than the yield obtained with MAE, as shown 
in Fig.2. The underlying reason for this phenomenon can 
be attributed to the fact that MDEA serves as a sink for 
protons produced by the slow CO2 hydrolysis process. 
Even though HEP has the tertiary amine, it did not form 
more bicarbonate than the control sample as its secondary 
amine reacts faster than the tertiary amine and forms a 
carbamate. 

Fig.3a shows the XRD pattern of hydrated cement 
powder after carbonation, and it can be seen that adding 
amine forms aragonite (peak marked within the red colour 
box). This is confirmed by SEM images shown in Fig.3b. 
Arogonite (needles shape), and calcite (cubic, Rhombic, 
and polygonal plate-like crystal) is observed when the 
amine is introduced. In contrast, pure calcite is formed if 
there is an absence of amine. In addition, a solution's pH 
was reduced by adding amine and higher carbonation.  

5. CONCLUSIONS
1. The amount of calcite was augmented by MAE and

MDEA, MAE having a more pronounced effect on
CO2 capture in cement-based materials.

2. The addition of amine leads to the formation of
aragonite together with calcite and to the reduction in
the pH of the solution.

Fig.3 Effect of amine type on the formation of polymorphs 
of CaCO3 in hydrated cement powder (a) XRD result (b) 
SEM images and pH 
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空気調和・衛生工学分野におけるカーボンニュートラルの取り組み 
Visions and Actions of Air-Conditioning and Sanitary Engineering Toward Carbon Neutral Society 

中野 淳太* 
Junta NAKANO 

ABSTRACT: 
This paper introduced the visions and actions of the air conditioning and sanitary engineering field toward carbon 
neutral society. In buildings manufactured as a single product, many related technologies, design, operational, and 
evaluation methods exist in the operational stage alone. The Carbon Neutral Committee of SHASE organized 177 
related keywords into three pillars. As an academic society, SHASE needs to lead the role of collecting missing data, 
establishing standards, organizing information, and promoting them in a format that can be easily used in society. 

Keywords: Air conditioning, Sanitary engineering, LCCO2, Operational carbon, 

1. はじめに

わが国では 2050 年のカーボンニュートラルを実

現するために、2030 年に温室効果ガスを 2013 年か

ら 46％削減することを目指し、さらに 50％削減の高

みに向けて挑戦を続けていくことが表明されている。

この目標の達成には、エネルギー削減量として、従

来目標から約 2 割の追加的な削減が必要とされてお

り、民生部門における迅速かつ確実な方法による建

築・住宅の省エネ化・低炭素化の推進が鍵となって

いる。

空気調和・衛生工学会では、2017 年 12 月 1 日に

「21 世紀ビジョン・プラス 新技術との連携による

建築設備分野の領域拡大と高度合理化－超低炭素社

会の実現を目指して－」1)を発表し、3 つの提言と学

会の役割を図 1 のように示した。特に提言 2 の「ZEB

（ゼロ・エネルギー・ビル）の普及と超低炭素社会

への圧倒的寄与」は空気調和・衛生工学分野として

社会に大きく貢献できるところであり、継続的に活

動を実行してきた。しかし、その後の社会情勢の急

激な変化や技術開発の進展を鑑みて、空気調和・衛

生工学分野としてカーボンニュートラル社会の実現

に向けた更なる貢献が求められている。空気調和・

衛生工学会では 2022 年 4 月より「カーボンニュート

ラル社会実現に向けての学会方針検討委員会（以下、

CN 委員会）」が立ち上げられた。17 名の学識経験者

および設計業、総合工事業、管工事業、エネルギー

事業の実務家により構成され、本学会がカーボンニ

ュートラル社会実現に向けて検討すべき課題を整理

して学会方針を取りまとめることを目的としている。 

本稿では、委員会でのこれまでの議論を踏まえて

空気調和・衛生工学分野におけるカーボンニュート

ラルに向けた取り組みの方向性を整理する。

図 1 21 世紀ビジョン・プラスにおける提言 1) 

2. 建築物全体の LCCO2における空気調和・衛生工

学分野の位置づけ

1990 年水準のデータに基づく試算であるが、3000 

m2 規模の庁舎を解析例としたライフサイクル CO2

（LCCO2）の内訳 2)を図 2 に示す。図中の赤枠で囲

ってある部分に空気調和・衛生設備が関わっており、

全体の 42%に達している。特に運用部分のみを見る

と 6 割を占めており、LCCO2 の削減における空気調

*法政大学デザイン工学部建築学科，Department of Architecture, Faculty of Engineering & Design, HOSEI University
教授，Professor，博士（工学），Doctor of Engineering
（公社）空気調和・衛生工学会，The Society of Heating, Air-Conditioning and Sanitary Engineers of Japan
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和・衛生工学分野の役割が大きいことがわかる。

図 2 3000m2規模の庁舎を解析例とした LCCO2
2) 

建築物の LCCO2 では、各ライフステージにおいて

様々な製品、工事、サービス、業界、企業が関わっ

ている。二酸化炭素排出量削減に向けた具体的な議

論に踏み込んでいくには、排出区分の切り分けと用

語の定義が重要である。本稿では、EN-159783)によ

る建築物のライフステージを踏まえた World Green 

Building Council4)の定義に基づいて解説する。LCCO2

排出区分の概念図を図 3 に示す。なお、以下の carbon

とはすべての温室効果ガスの影響をCO2換算で示し

たものである。和訳では、二酸化炭素または CO2 と

して表す。

・Whole life carbon：ライフサイクルの全段階から排

出される二酸化炭素。A~C のすべてを含む。

・Embodied carbon：材料から建設・改修・廃棄工程

までのライフサイクルを通じて発生し、物質とし

ての建築物に内包されているとみなす二酸化炭素。

A~C が含まれるが、運用時のエネルギーと水の利

用により排出される B6 と B7 は除外する。 

・Upfront carbon：建築物が使用され始める前の材料

生産・建設段階（A1～A5）で発生する二酸化炭素。

建築物の運用開始前に、すでに大気中に放出され

ている分を指す。

・Use stage embodied carbon：改修など、使用中の建

築物を維持するために必要な材料や工程（B1~B5）

に関連し、物質としての建築物に内包されている

とみなす二酸化炭素。運用時に直接使用されるエ

ネルギーや水（B6,B7）とは分けられる。

・Operational carbon：建築物の運用時に使用される

エネルギー（B6）と水（B7）に伴って排出される

二酸化炭素。

・End of life carbon：建築物の使用後に、解体から廃

棄までに発生する二酸化炭素（C1~C4）。

・Beyond the lifecycle：材料の再利用やリサイクルに

より発生する二酸化炭素や排出量の削減、または

廃棄物を別のプロセスの燃料源として使用するこ

とにより回避される排出量（D）。建築物のライフ

サイクル終了後の資源について、効率的な利用を

大化するためのポイントとなる。

CN 委員会では、新築だけでなく、既存建築物に

おいても高い二酸化炭素排出量削減効果が見込まれ

る Operational carbon から議論を始めることとした。 
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図 3 建築物の LCCO2排出区分 4) 

-59-



3. 空気調和・衛生工学分野の取り組み

東日本大震災や新型コロナウィルスの感染拡大を

経験し、建築物に対するニーズは、健康性、快適性、

生産性、災害に対するレジリエンス等の面で高まっ

ている。建築物として備えるべきこれらの性能を満

たしながら、建築・都市におけるカーボンニュート

ラル（CN）に貢献できる空気調和・衛生関連技術お

よびサービスとその課題を委員会としてリストアッ

プした。その数はキーワードだけでも 177 に及んだ

が、これは大量生産の工業製品と異なり、建築は一

品生産であることに起因していると考えられる。敷

地、気候風土、建物規模、用途が変われば、建築物

の性能も大きく変わる。Operational carbon といって

も運用方法だけを見ていてはが、解決せず、高度な

運用を支える基礎としての設備技術や設計、そして

運用状況を 適化するための評価手法が重要である

ことが明らかになった。そこで、空気調和・衛生設

備の基礎を支える「技術と設計手法」、「運用・改修

手法」、「評価手法と普及方策」を 3 つの柱とし、キ

ーワードの整理を行った。

3.1 CN 化のための「設備技術・設計手法」 

様々な用途の建築物に共通し、空気調和・衛生設

備の基礎を支える技術や設計手法である。

1) エネルギー供給

建築物側（需要側）の取り組みは重要であるが、

社会としての CN 化には電気、ガス、熱等の既存エ

ネルギーの低炭素化が課題である。洋上風力・太陽

光・水力等の再生可能エネルギーによる発電の強化

に加え、水素利用・メタネーション等の新技術の開

発が進められており、動向を注視していく。これら

の技術を用いて小規模な分散型エネルギーのネット

ワークを構築することが可能になる。電気やガスの

広域エネルギー供給網に依存する必要がなくなり、

災害時のレジリエンス強化にも対応できる。

2) 空気調和・換気設備システム

空調・換気設備システムが、適切に設計・施工さ

れ、運用に不具合なく稼働し、性能検証を繰り返し

ながら実運用に適した調整ならびに運用改善を図る

ために、設計的配慮を徹底しなければならない。こ

の実現には、建築側のパッシブ手法と設備側のアク

ティブ手法の融合が重要である。また、 新の設備

技術やエネルギー利用技術を積極的に導入していく

には、IoT とシミュレーション技術を駆使した 適

設計手法および評価検証手法が課題である。

3) 給排水・衛生設備システム

給排水・衛生設備システムのエネルギー使用量は

空調設備に対して圧倒的に小さく、これまでの調査

事例は少ない。しかし、空調側が削減されることで、

給排水・衛生設備のエネルギーも無視できなくなる。

まずは運用時の二酸化炭素排出量を把握し、可能な

ところから削減を始めなければならない。さらなる

削減には、衛生性・生命維持を確保できる 小限の

水使用量を明らかにし、CN 化のための設計・運用

の 適化を行っていく必要がある。さらなる先のゴ

ールとして、ZWB（ゼロ・ウォーター・ビル）を見

据える。

4) 建築設備の制御・センシング・モニタリング

新の IoT・センシング・AI 技術を活用した多様

な要素の統合制御により、環境性（安全・健康・快

適）や生産性と CN を両立させることが可能になる。

外気や使用状況に応じた蓄電・蓄熱・熱電供給シス

テムの統合制御、生産施設の稼働状況などのリアル

タイムセンシングに基づく 適化制御への応用が期

待される。また、解像度の高い環境モニタリング、

位置情報、ウェアラブルセンサや環境に対する快適

性申告を統合することにより、これまで困難であっ

た在室者ごとのパーソナル環境制御や環境行動を誘

発（ナッジ）する情報提供への応用が進んでいる。

時間や場所にとらわれない多様なワークスタイル、

健康状態や環境嗜好の異なる執務者が一緒に働ける

質の高い環境の創出に大きな役割を果たすと考えら

れる。さらにはBIM（Building Information Modelling）、

BEMS（Building and Energy Management System）、

CEMS（Community Energy Management System）の活

用により、設備設計･管理の高度合理化が図られる。 

3.2 CN 化のための「運用・改修手法」 

設備の能力と建築物の利用状況を反映させた現実

的な運用、そして場合によっては設備改修が運用時

の二酸化炭素排出量の大きな削減につながる。運用

は、建築物に導入されている設備に依存する部分が

大きいため、3.1 と重複する内容も見られる。しかし、

建物用途や運用状況によって求められる前提条件が

異なるため、設計や技術開発への実情のフィードバ

ックは欠かせない。
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 まずは普遍的な運用時エネルギー削減手法の整理

と建物用途に応じたプロトタイプ化が必要である。

建築外皮の熱性能が低い建築物は、冷暖房エネルギ

ーを浪費する建物になり、設備的には解決できない。

敷地の気候・外皮性能・設備容量・空調方式・熱源

方式・設備の使い方・環境の質・エネルギー（CO2

排出量）は互いに深く関連している。これまで十分

に知見が蓄積されているオーソドックスな設備であ

れば、整理は簡単である。しかし、CN 化に向けて

導入が増えてきている搬送動力削減、潜熱単独処理、

中温度帯活用、低負荷空調等の高効率化技術、自然

エネルギー利用・潜顕分離・気流活用・面的エネル

ギー利用等の応用技術、 新技術によるリアルタイ

ムセンシング・モニタリング・シミュレーションに

よる 適化制御を組み合わせた性能の予測は、困難

を極める。これら技術の導入された建築物の運用実

績データ分析を行い、学会発表等を通じて情報共有

をしていくことで、 新技術の理解が深まっていく

であろう。

1980 年代まで一般的な空調用冷媒として使われ

ていたフロン系冷媒が、オゾン層を破壊することを

理由に使用が禁止された。その後に代替フロンが採

用されたが、今後さらに地球温暖化係数の低いノン

フロン冷媒への転換が進んでいく。従来の冷媒と同

等の運用効率が維持できるのか、検証を進めていく

必要がある。

建物が密集した地域においてエネルギーの面的供

給を行ことで、都市デザインにより建築物の CN 化

を支えることができる。エネルギーの地産地消がキ

ーワードであり、小規模分散型のエネルギー源（再

生可能エネルギー、新エネルギー）によるスマート

エネルギーネットワークを構築する。IT 技術・蓄電

技術を用いたデマンドレスポンス（需要側のエネル

ギー調整）により、不安定なエネルギー源も有効利

用が可能になる。

 設備は建築より寿命が短いため、改修・更新の容

易性を LCCO2 の観点から評価することが求められ

る。設備機器の embodied carbon のデータ整備はまだ

十分に進んでおらず、課題となっている。

3.3 CN 化のための「評価手法と普及方策」 

運用状況の適切さを評価する指標として、LCCO2

は当然ながら、環境の質も対象に含める必要がある。

エネルギーや CO2 の評価としては、オンサイト／オ

フサイトの再生可能エネルギーやカーボンクレジッ

トの扱いについて、共通の評価基準が整備されてい

ない。また、日本の建築物の省エネ性能評価に用い

られるプログラム WEBPRO において、まだ評価で

きない省エネ技術が多く残っている。

環境の質を評価するには、総合環境性能評価指標

の CASBEE や、利用者のウェルネスを評価する

WELL 認証、CASBEE-WO などがある。これらの指

標を併用しながら LCCO2 の削減に取り組む必要が

ある。

 本学会は、空気調和・給排水衛生関連の規準化、

既存ストックの省エネ改修推進、そして国内外に向

けた情報発信を通じて、空気調和・衛生工学分野の

基盤としてＣＮ化を支えていく役割を担っている。

4. まとめ

カーボンニュートラル社会の実現に向けた空気調

和・衛生工学分野の取り組みを紹介した。一品生産

である建築物では、運用段階のみに着目しても、関

連する技術・設計手法・運用手法・評価手法は多岐

に渡る。建物用途や使用状況に合わせて、適切に組

み合わせなければならない。CN 委員会では 177 の

キーワードを 3 つの柱として整理した。学会として、

不足しているデータの整備や規準制定に取り組み、

情報を整理し、社会で使いやすい形で発信していく

役割がある。
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